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（午前９時５７分 開会） 

○上村高義委員長 おはようございま

す。 

 ただいまから民生常任委員会を開会

します。 

 本日の委員会記録署名委員は、増永委

員を指名します。 

 先日に引き続き、議案第１号所管分及

び議案第９号所管分の審査を行います。 

 質疑を続けます。 

 増永委員。 

○増永和起委員 それでは、予算概要に

沿って質問をさせていただきます。 

 まず、２６ページ、コミュニティプラ

ザ管理運営事業費について、コミュニテ

ィプラザのレストランがこのたび決定

をしたと聞いております。この経緯、そ

して要件を満たしていない部分がある

ということもお聞きをしております。こ

の内容について教えてください。 

 ２６ページのコミュニティセンター

事業、別府のコミュニティセンターが今

利用されてからどういう状況になって

いるのかについて、お尋ねをいたします。 

 それから、３２ページ、住基事務事業、

非常勤職員とあります。これについて教

えてください。 

 それから、３４ページ、コンビニ交付

事業、スタートしてからどれぐらいにな

るのか、森西委員のご質問もありました

けれども、月４００件から５００件とい

うお話だったかと思います。これは交付

事業全体の何％に当たるのか教えてい

ただきたいと思います。 

 同じく３４ページ、個人番号カード交

付事業について、金額が大分減っている

と思うんですけれども、昨年と比べてど

うなのか、それから、個人番号カードの

再交付などがあるのでしょうか。今、個

人番号カード交付事業は１０．３％とい

うことで８，７７６件というのが森西委

員の質問で示されたと思います。今後の

見通しについても教えてください。 

 それから、４０ページ、体育施設維持

管理事業、旧味舌小学校跡地体育館建設

基本設計委託料のスケジュールはどの

ようになっているのか教えていただき

たいと思います。 

 それから、４０ページの総合体育館建

設事業について、たくさんの委員がご質

問されておられました。審議会で話し合

われた中で、さまざまな声が出ていたと

思うんです。今回スケジュールについて

も少し変更をということが言われてお

りました。観覧席を設けると大阪府の許

可が難しいというお話もあったのでは

ないかと、許可が難しいという言い方が

おかしいですかね。地域の用途とか、そ

ういう関係で、いろいろそこについては

大阪府とやりとりをしないといけない

ということも伺っておりますので、その

内容についても教えてください。 

 ４２ページのコミュニティソーシャ

ルワーク事業は、たくさんの委員からい

ろいろとご質問もあり、論議もされたと

思います。日本共産党としても代表質問

で取り上げました。 

 今、貧困と格差が広がる中で、非常に

コミュニティソーシャルワークの仕事

内容というのも複雑多岐にわたり、件数

もたくさんふえていると思います。しっ

かりと人員の増加もしていただいて、ま

た、身分の問題です。市で直接雇用をさ

れていると思うんですけれども、非正規

だとも聞いております。正規の職員へと

きちんとした対応もしていただけたら
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と思います。これは要望にしておきます。 

 それから、生活困窮者自立支援事業、

これは４４ページですね。 

 この相談の件数と内容を話していた

だける範囲で結構ですので、どのような

相談がきているのか、また、職員はどう

いう体制で、何人でやっておられるのか

教えてください。 

 ４８ページ、シルバー人材センター事

業、平成２９年度から介護保険の総合事

業で今まで介護事業所が担っていた要

支援１、２の方の訪問ヘルプのサービス

の一部を、このシルバー人材センターが

受けると聞いています。シルバー人材セ

ンターでお仕事をされる場合、募集の紙

がコミュニティプラザの中に張ってあ

って、それを見て申し込むという形で今

は行われていると思うんですが、今回、

介護のヘルパーに並ぶ仕事をするとい

うことでは、そういうやり方だけではで

きないところがあると思います。どんな

体制をとられるのか教えていただきた

いと思います。 

 それから、新しい介護の仕事をするに

は研修を受けないといけないと聞いて

いるんですけれども、報酬が研修に対し

ても払われるのかということも教えて

いただきたいと思います。 

 それから、介護の報酬は単価が１時間

１，５００円と聞いているんですけれど

も、そこからシルバー人材センターの取

り分というのがあるのでしょうか、それ

についても教えてください。 

 それから、４８ページ、老人医療費助

成事業はどういう内容のものなのか、摂

津市では何人が対象となっているのか、

そして、４８ページの障害者医療費助成

事業も老人医療費と同じだと思うんで

すけれども、何人が対象でどのような内

容なのか教えてください。 

 ５０ページ、身体障害者日常生活支援

事業の住宅改造費、これが今回中身が変

わるのではないかと思うんですけれど

も、この内容について教えてください。 

 ５０ページ、障害福祉計画策定事業に

ついて、計画策定の目的意義、スケジュ

ール、また障害者や家族の方々、その障

害者の介護に当たられている方々など、

職員の方々はどのようにその声を盛り

込もうとしておられるのか教えていた

だきたいと思います。 

 それから、５２ページ、地域生活支援

事業について、これもほかの委員から質

問がありました拠点づくりという部分

があると思うんですけれども、相談がた

くさんになってくるとおっしゃってい

ましたが、現在の相談件数、それから日

中支援は今やっているものを民間もや

っているのでなくしていくとお伺いし

たと思いますが、日中支援の件数、教え

てください。 

 それから、６０ページ、生活保護事業、

ケースワーカーが何人いらっしゃって、

それぞれ何名ぐらい担当を持っていら

っしゃるのか、かなりの数になっている

と思うんですけれども、本来何件が望ま

しいのか、国が一応基準を示していると

思いますので、合わせて教えてください。 

 ６２ページ、休日小児急病診療所運営

事業、三島救命救急センターの移転の問

題があります。 

 大阪地域医療の構想、大阪府がまとめ

ていると思います。この地域医療構想で

は二次医療圏ということで、この三島が

入っているんですけれども、摂津市の場

合、三島救命救急センターからかなり遠
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いということもあって、豊能圏域のほう

に行かれる場合も結構あると思うんで

すが、それぞれのベッド数の削減の話が

この地域医療構想の中で出ていると思

います。現状をどのように認識されてい

るのか、お伺いしたいと思います。 

 ６２ページの妊娠・出産包括支援事業、

これもほかの委員がご質問されておら

れました。しっかりと対面によって母子

手帳を交付することは早い段階、妊婦の

段階からつながるということで大変い

い中身と思っております。ただし、今ま

で市民サービスコーナーで母子手帳を

受けてこられた方々が何割かいらっし

ゃると思うんですけれども、そういう

方々にきちんと市役所まで取りにきて

いただいて、対面して受け取っていただ

けたら、もちろんこしたことはないんで

すけれども、本当にそれがしっかりとや

られていけるのかということですね。や

っぱり、なかなか母子手帳も取りに来れ

ない、駆け込み出産というケースは、今

でもあるかと思うんですけれども、そう

いうことについて、きちんと気を配って

いただいて、対応を考えていっていただ

きたいと要望にしておきます。 

 それから、７２ページ、環境センター

のごみ処理施設維持管理事業です。 

 これもほかの委員からもお話が出て

いました。茨木市の変更ということが、

今浮上してきているという問題ですけ

れども、やはり環境の問題や市民の立場

ということをよく考えていただいて、摂

津市としてどうしていくのか、しっかり

としたポリシーを持った対応を望んで

おります。 

 センターだけでなく、職員の方々も大

変、民営化が進む中で過重な労働をされ

ているのではないかと思います。ここに

ついて、今の職員体制ですね。民間委託

は一定数でとまっておりますけれども、

今後の見通し、この先まだ民間をさらに

広げていくのかどうかについても、教え

ていただきたいと思います。 

 これは、民間化を広げる中というのは、

環境センターだけではなくて、収集運搬

も入りますので、両方で答えていただき

たいと思います。 

 それから、７８ページの労働相談事業

についてです。今働き方改革などという

ことが言われておりますけれども、やっ

ぱりブラック企業の問題、過労死の問題、

大変なことがたくさん起こっています。

摂津市の中でもさまざまな相談がある

のではないかと思いますが、相談件数で

あるとか、内容もできる範囲で教えてい

ただきたいと思います。 

 ７８ページ、中小企業育成事業、中小

企業振興条例、それからアクションプラ

ンについて検討をまたしていきたいと

いうお話が代表質問のご答弁であった

と思います。そのためには、やはり実態

調査が必要だと思いますが、それについ

て、どうお考えかお聞かせください。 

 ７８ページ、企業立地等促進事業です。 

 全体の件数などは教えていただいた

と思うんですけれども、大企業とそれ以

外の中小企業とに分けて、件数、それか

ら金額を教えていただきたいと思いま

す。 

 ８０ページ、南千里丘分室管理事業で

す。 

 活用がどのようにされているのか、ふ

えたのか教えてください。 

 以上で１回目の質問を終わります。 

○上村高義委員長 答弁を求めます。 
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 谷内田課長。 

○谷内田市民活動支援課長 それでは、

コミュニティプラザに関するご質問に

お答えいたします。 

 コミュニティプラザのレストランの

選定の経緯等についてですけれども、こ

のコミュニティプラザにつきましては、

現行業者に継続の意向がないことを確

認し、去年の夏以降、１３者に上るレス

トラン関係、それから給食委託業者、そ

ういった業者からいろいろと意見をお

伺いし、平成２８年１２月に第１回の募

集を行いました。この第１回募集で、相

手方の選定に至らなかったため、第２回

の募集を実施したものでございます。 

 この第２回の募集については、１者応

募がございましたが、委員からもお話が

ございましたように、一部要件を満たし

ておりませんでした。 

 内容としては、募集要項、申込者の条

件の中で、保健所長からの行政処分を過

去２年間受けたことがないことという

項目を設けておりました。今回、応募い

ただいた業者は、平成２８年１２月に３

日間の営業停止処分を受けておりまし

て、この要件にひっかかってしまうとい

う状況がございました。しかしながら、

選定委員会でも、この件につきましては

十分に議論して、今後コミュニティプラ

ザのレストランをどうすべきかという

ことを総合的に考えた上で、かつ、この

業者から今回の営業停止処分を受けて

の今後の取り組みについて、任意で誓約

書のご提出があったということもござ

いまして、この業者の提案内容を審査し

た上、決定したものでございます。 

 それから、次に、コミュニティセンタ

ーの状況ということでございますけれ

ども、コミュニティセンターにつきまし

ては、指定管理者摂津市施設管理公社に

管理運営を主に担っていただき、それに

市民活動支援課の嘱託員が各団体、これ

までの公民館の取り組みを継承してい

くため配置させていただきました。登録

クラブとのやりとり、これまで行ってき

た講座、またこれを継承した内容の講座

の実施をしていただいております。 

 なお、まだ集計中ではありますけれど

も、コミュニティセンターの利用状況と

いたしましては、１２月が７９件、それ

から、１月が１５０件、こういったご利

用をいただいているところです。１２月

から１月に比べて利用件数がふえてお

りますので、今後も引き続き市民の皆様

にご利用いただけるような取り組みを

して、施設の活性化に努めていきたいと

思っております。 

 以上です。 

○上村高義委員長 川本課長。 

○川本市民課長 それでは、市民課に係

りますご質問にお答え申し上げます。 

 まず、住基事務事業の非常勤職員賃金

でございますが、これにつきましては、

市民サービスコーナーの廃止に伴いま

して、激変緩和措置として４月から実施

します「公共施設における証明書の取り

次ぎサービス」に従事する非常勤職員の

賃金でございます。 

 続きまして、コンビニ交付のスタート

してからの状況ということでございま

すが、コンビニ交付につきましては、昨

年の２月から運用を開始しておりまし

て、現在１年が経過したところでござい

ます。 

 利用件数につきましては、数か月間は

月７０件台から９０件台を推移してお
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りましたが、平成２９年１月は１４０件、

２月は１４７件と、平成２９年からは３

桁に乗っている状況でございます。 

 コンビニ交付の割合ということでご

ざいますけれども、前月の２月の状況で

ございますけれども、２月の証明書の取

り扱いが本庁とサービスコーナー、コン

ビニ交付を合わせまして、７，３５２件

の取り扱いがございました。そのうち、

コンビニ交付が１４７件でございます

ので、全体の約２％となっております。 

 続きまして、個人番号カード交付事業、

平成２８年度と比べて減っているとい

うことでございますけれども、これにつ

きましては、西別館で開設しております

マイナンバー特設窓口を３月末で閉鎖

しますので、それに係る経費を減額した

のと、大きいのは、マイナンバーカード

交付事務の専門の嘱託員がこの３月で

終わりますことから減額となったもの

でございます。 

 続きまして、マイナンバーカードの再

交付ということでございます。件数につ

きましては、数字を今は持ち合わせてな

いんですけれども、感覚としては月２件

程度という状況と思います。 

 それから最後、マイナンバーカードの

今後の見通しというお話でございます

けれども、直近でいいますと、摂津市内、

平成２９年１月の交付件数が３８３件、

２月が４３７件ということでございま

すので、今後も４００件前後で推移して

いくものとは考えております。 

 以上でございます。 

○上村高義委員長 妹尾課長。 

○妹尾文化スポーツ課長 それでは、増

永委員の文化スポーツ課に係ります質

問にお答えいたします。 

 まず、予算概要の４０ページ、体育施

設維持管理事業の中で、旧味舌小学校跡

地体育館建設基本設計委託料に係りま

すスケジュール等についてのお問いで

ございまいした。 

 旧味舌小学校跡地につきましては、体

育施設を建設するということにつきま

しては、制限が一定かかる用途地域にな

っております。そのため、体育施設建設

に向けては、用途地域における制限の緩

和手法につきまして、大阪府に条件等の

相談をし、課題の整理を行っているとこ

ろでございます。 

 一定、こうした条件整備が進みまして、

施設の機能及び規模について方向性が

出た時点で、まずは議会にお示しをさせ

ていただきまして、その後に地元への説

明をさせていただきたいと考えており

ます。その後、基本設計へと進んでまい

りたいと考えております。 

 次に、総合体育館建設事業についての

お問いですが、総合体育館建設基本構

想・基本計画審議会においての基本計画

案の中で、建設予定地をスポーツ広場と

しております。このスポーツ広場につき

ましては、第二種住居地域に位置してお

りまして、体育施設の建設自体は問題が

ございませんが、観覧席を設けるという

ことになると、これが体育施設ではなく

て、劇場扱いとなるために、旧味舌小学

校跡地の体育施設建設の場合と同様に、

用途地域における制限の緩和手法につ

いて、大阪府に条件等の相談をさせてい

ただいております。また、審議会から答

申をいただく予定としておりますので、

その内容の検討と合わせまして、今後課

題の整理を行ってまいりたいと考えて

おります。 
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 以上でございます。 

○上村高義委員長 東澗参事。 

○東澗保健福祉部参事 平成２７年４

月から実施しております生活困窮者自

立支援事業の今年度の状況でございま

すが、自立相談支援事業で２月末時点と

なりますが、新規相談件数が１５８件、

支援プラン作成件数が４６件でござい

ます。この中で就労支援の対象者数は２

６名で、就労につながった件数は１９人

でございます。 

 また、法令に基づく事業の利用件数で、

住居確保給付金は９件、就労支援準備事

業が３件、就労訓練事業が１件でござい

ます。 

 相談の内容は昨年と同様で、経済的な

困窮が最も多く、今年度につきましても、

就労に関する相談がメインでございま

す。 

 具体的な例を少し挙げますと、収入が

減少して、住宅ローンが払えなくなった

とか、離職し、次の就職は決まったが、

初回の給料までの生活が苦しいとか、非

正規で雇用されており、病気のため収入

が減って生活が苦しくなってきている

とか、離婚を考えているが、離婚後の生

活に不安があるとか、年金暮らしで親と

一緒に生活しているが、子どもが働かな

い、またはひきこもりで出てこないとか、

あと病気を抱えてながら仕事を続けて

いるが、将来に不安があるなどという内

容になっております。 

 次に、生活困窮者自立支援事業の体制

では、まず正職員の主任相談員としてケ

ースワーカーの経験が長い副主査を１

名、非常勤職員として就労支援員と相談

支援員をそれぞれ１名ずつ配置し、また、

今年度からは学習支援員を１名配置し

ております。 

 次に、生活保護のケースワーカーの状

況でございますが、現状で正職員のケー

スワーカーが１１名で、うち１名が病気

休暇中でございます。内訳としましては、

副主査が５名、主事が６名でございます。 

 なお、委員お問い合わせの社会福祉法

に基づく１ケースワーカー当たりの持

ち数は８０件が基準となっております。

現在、本市では１ケースワーカー当たり

１１０件を超える状況でございます。 

 以上です。 

○上村高義委員長 吉田課長。 

○吉田高齢介護課長 それでは、高齢介

護課に係りますご質問について、お答え

させていただきます。 

 まず、シルバー人材センターの訪問型

サービスＡに関しての募集ということ

ですが、特に特別な募集をさせていただ

いているというわけではなく、こういう

事業を行うということで、募集していた

だいておりまして、既に訪問型サービス

Ａの体制として、管理者１名、責任者１

名で支援を予定している方が今２１名

でございます。１４名の方がヘルパー資

格を既にお持ちでございますので、訪問

型サービスＡの研修を受けられる方と

いうのは９名の予定になっております。 

 その研修の間、報酬があるのかという

お問いですが、ご本人の資格取得という

考え方もございますので、その間に関し

ては、報酬を払う予定はございません。

ただ、今後ある程度お仕事をしていただ

く中で、利用できるのではないのかと思

っております。 

 介護報酬に関しまして、時間当たり１，

５００円を予定をしておるんですけれ

ども、シルバー人材センターの事務的な
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取り分があるのかということでござい

ますが、今のところ３００円程度を予定

しておる状況でございます。 

○上村高義委員長 安田課長。 

○安田国保年金課長 それでは、４８ペ

ージ、老人医療費助成にかかわりますご

質問にご答弁させていただきます。 

 まず、老人医療費の内容につきまして

のご質問でございます。 

 内容につきましては、６５歳以上の健

康保険の加入者で、一定の障害や難病を

有する方等に対しまして、医療費の自己

負担額の一部を助成するものとなって

おります。大阪府の制度として、２分の

１の補助を受けて、市町村で実施をして

いるものでございます。 

 続いて、対象者でございますが、摂津

市在住の６５歳以上の方で、障害者医療

助成対象となっている方、また、ひとり

親家庭医療助成対象となっている方で

ございます。それと、特定疾患のうち、

大阪府が定める６６疾患に該当する方、

感染症予防法に基づく結核にかかる医

療を受けている方、精神通院医療を受け

ている方という条件となっており、対象

人数が平成２８年の直近のデータでは

１，１７９人となっております。 

 以上でございます。 

○上村高義委員長 森川課長。 

○森川障害福祉課長 それでは、障害福

祉課にかかわります４点のご質問にお

答えさせていただきます。 

 まず１点目、概要４８ページ、障害者

医療費助成事業の対象人数・内容に関し

てですけれども、対象者といたしまして

は、満６４歳までの方で、身体障害者手

帳１、２級所持者、療育手帳Ａ所持者、

療育手帳Ｂ１と身体障害者手帳を両方

所持されている方で、平成２７年度では

平均で５６９名の方が障害者医療費助

成を受けておられます。 

 内容につきましては、窓口の自己負担

額１医療機関当たり、入院、通院それぞ

れ１日につき、５００円以内を月２日ま

でが自己負担になり、複数の医療機関を

受診した場合では、１か月の負担額は２，

５００円が自己負担となり、それ以外の

部分について助成をしているものであ

ります。 

 続きまして、概要５０ページ、身体障

害者日常生活支援事業のうち、重度身体

障害者等住宅改造費用助成費の内容で

ありますけれども、障害福祉課にかかわ

ります内容といたしましては、生活の利

便の向上を図るため、住居の改造工事に

要する費用を助成するものでありまし

て、住宅の玄関、浴室、廊下、階段等の

改造工事に要する経費のうち、１００万

円を限度に助成をするものであります。 

 対象者は満６４歳未満で、身体障害者

手帳１、２級、または体幹・下肢機能障

害で３級を所持している者及び療育手

帳Ａ所持者であります。 

 続きまして、同じく概要５０ページ、

障害福祉計画策定事業の目的意義、スケ

ジュールでありますけれども、平成２９

年度は平成３０年度から平成４１年度

の第４次摂津市障害者施策に関する長

期行動計画並びに平成３０年度から平

成３２年度の第５期摂津市障害福祉計

画の策定年度であります。これら計画に

つきましては、国が定める法定計画であ

りまして、長期行動計画については、今

後の本市における障害者施策の基本的

な方向と行動目標を示した総合的な計

画であります。 
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 また、障害福祉計画は長期行動計画の

実施計画といたしまして、本市の障害福

祉サービス等の方向性を定める計画と

なっております。 

 スケジュールに関しましては、５月ご

ろにプロポーザル方式によりまして、委

託事業者を選定した後、７月から８月ご

ろに障害者当事者に対するアンケート

調査、８月ごろに団体ヒアリングを実施

し、年明けごろに原案を作成する予定で

あります。またこの間、障害者施策推進

協議会を年５回程度開催いたしまして、

内容を審議していただくことを予定し

ております。 

 最後に、概要５２ページの地域生活支

援事業の相談件数等ですけれども、まず

摂津市障害者総合相談支援センターで

の相談件数につきましては、大体月１３

０件程度となっております。 

 教育センターの１階で行っておりま

す日中一時支援事業につきましては、大

体３、４名の方が利用されておりまして、

月１５件程度の件数であります。 

 以上です。 

○上村高義委員長 川口参事。 

○川口保健福祉課参事 それでは、私か

ら、予算概要の６２ページ、大阪府地域

医療構想について、現状の認識のご質問

にお答えさせていただきます。 

 大阪府地域医療構想については、２０

２５年に団塊の世代が７５歳以上にな

るということで、医療需要の急増が見込

まれるという点で、病床機能ごとのベッ

ドの必要数を試算いたしまして、体制の

整備を図るものになっております。 

 委員ご指摘のとおり、摂津市民は豊能

圏域である吹田市等への通院や入院が

多い傾向にありますけれども、基本的に

は、やはり三島圏域の中で会議等参画い

たしまして、協議するということになっ

ております。 

 この２０２５年の必要数に対しまし

ては、ベッド数が不足するということが

試算において明らかとなっております

が、これについては、大阪府の三島圏域

の保険医療協議会の中で、平成２８年度

から病床機能懇話会という会議も設け

られまして、そちらで協議が進められて

いくことになると思います。 

 また、こういった病院のベッド数の不

足に対しては、高齢者が増加するという

ことですので、在宅療養の視点からも医

療と介護の連携というあたりで充実を

していき検討を進めていく必要がある

と認識しております。 

 以上です。 

○上村高義委員長 鈴木参事。 

○鈴木環境部参事 それでは、環境セン

ターにかかわります２点のご質問にお

答えします。 

 まず１点目、広域化の検討を含め、人

員体制はどうかにつきまして、２点目、

広域化による職員の委託につきまして、

ご答弁申し上げます。 

 まず、環境センターでは、ごみ焼却場

の業務執行のため、１８名の人員を配置

しております。正職１２名、再任用２名、

非常勤２名、臨時職員２名という形で、

プラントの運転、計量、事務の三つのセ

クションに配置し、安定処理に努めてい

るところでございます。 

 次に、広域化による職員の委託等につ

きましては、本センターにおきましては、

既に平成２５年度に夜間の運転管理を

民間に委託しております。今のところ順

調にその事務ができておると認識して
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おります。 

 こうしたことから、広域化の協議は今

進めておりますが、今の現状で申し上げ

ますと、現行体制で進めていきたいと考

えております。 

 以上です。 

○上村高義委員長 野村次長。 

○野村環境部次長 それでは、環境業務

課にかかわりますご質問にお答えさせ

ていただきます。 

 現状の職員体制と今後の委託の見込

みという２点でございます。職員体制に

つきましては、現在のところ収集にかか

る職員で、正職員が２４名、再任用職員

が４名、臨時職員が５名の計３３名とな

っております。 

 そして、収集業務委託に関しましては、

今年度、平成２８年度に５年間の複数年

契約をしているところでございます。こ

の５年間につきましては、現状を継続と

いうことで予定しております。 

 以上です。 

○上村高義委員長 池上参事。 

○池上市民生活部参事 それでは、産業

振興課にかかわりますご質問にご答弁

させていただきます。 

 まず、労働相談事業でございますけれ

ども、この相談事業につきましては、平

成６年度から実施しておりまして、市内

在住及び在勤の勤労者、パートタイマー

及び事業主が良好な労使関係の確立と

労務管理の改善及び労働福祉の増進を

図るために指導助言を行っているもの

でございます。 

 相談件数、内容でございますけれども、

平成２７年度につきましては、１７件の

相談がございました。平成２８年度につ

きましては、２月末時点で同じく１７件

の相談がございます。 

 主な内容といたしましては、賃金未払

い等、賃金関係、解雇、そして、労働災

害や安全配慮に係るもの、そのほか、職

場での嫌がらせといいますか、パワハラ

でありますとか、雇用保険関係に係る相

談となっております。 

 続きまして、中小、小規模事業者の振

興のための条例策定の件でございます

けれども、現在のアクションプランにつ

きましては、平成２６年度から５年計画

ということで、平成３０年度で一旦その

期限が到来いたします。その後の産業振

興施策の基礎となるものとして、いわゆ

る振興条例でありますとか、第２期のア

クションプランでありますとか、そうい

ったものの策定に向けて検討をしてい

こうと考えております。 

 策定に当たりましては、やはり現在の

各事業所の実態把握や、また関係者の意

見を聞くことも必要と考えますことか

ら、今後策定に向けての検討の中で、い

ろいろと議論してまいりたいと考えて

おります。 

 続きまして、企業立地等促進事業につ

いて、大企業また中小企業の件数でござ

いますけれども、規模別で申し上げます

と、平成２８年度は２５社が奨励金の対

象事業者となっておりまして、私どもが

各種事業の対象としております中小企

業基本法で位置づけられています中小

企業が１６社、１６件に対しまして、２，

４２７万円、その他大企業が９社２４件、

１億４，８８５万円、交付金額の割合で

いいますと、中小企業は１４％、大企業

が８６％でございました。 

 平成２９年度の予定でございますけ

れども、平成２９年度は２７社を奨励の
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対象として予定しております。そのうち

中小企業が１７社１８件に対しまして、

約２，５２８万円、その他大企業が１０

社２６件、１億８，６４１万円、割合で

言いますと、中小企業が１１．９％、大

企業が８８．１％となります。 

 続きまして、南千里丘の産業支援ルー

ムの使用状況でございますけれども、産

業支援ルームにつきましては、平成２６

年１１月から使用開始しております。使

用状況につきましては、平成２６年度か

ら申し上げますと、平成２６年度は年度

途中からですが、２３日、平成２７年度

につきましては、年間トータルで６１日、

平成２８年度は今現在６３日となって

おります。 

○上村高義委員長 増永委員。 

○増永和起委員 それでは、２回目質問

させていただきます。 

 コミュニティプラザのレストランに

関してです。大変努力をしていただいて

ようやく見つかったという中身ではあ

ると思うんですけれども、それでは、摂

津市から応募に対して行政処分を２年

間受けていないということを項目をつ

けているにもかかわらず、それに反する

ところが、誓約書を書いたからといって、

その事業をできるとしてしまうことが、

果たして、市民に対して納得のいく内容

なのかということについては、非常に疑

問があります。ケータリングのようなこ

とができるところ、そういうことが募集

の中で一つの肝心な理由だというよう

なこともお聞きをしたんです。しかし、

必ずしもレストランが入っていなけれ

ばならないのかということについては、

いろいろご意見があると思います。ケー

タリングのできる業者でないといけな

いのかということについても、市民に聞

けばいろいろあると思うんですけれど

も、障害者の団体が応募してこられたと

いうことも聞きましたが、そういうケー

タリングサービスのようなことができ

ない、飲み物とカレーライスぐらいの軽

食になるということでお断りをしたと

いう話も聞いているんですけれども、本

来何を大事にしないといけないのか、せ

っかくの障害者の団体の応募を断りな

がら、行政処分を受けたという応募の要

綱に合致していないところには、基準を

緩めて入れるということになると、これ

は後々禍根を残すのではないかと思い

ます。要件を変えて、公平公正、安心安

全ということを果たしてやっていける

のか、今後、摂津市はさまざまな募集を

していくわけですけれども、そういうと

きに、要件にかなわなかったところが出

てきた場合、例えば同じように行政処分

かかわる問題について緩めるのか、お問

いをしたいと思います。 

 それから、別府のコミュニティセンタ

ーについてです。 

 利用がふえているとお伺いいたしま

した。大変いいことだなと思います。こ

の別府のコミュニティセンターに関し

ましては、私ものぞきに行ったこともあ

るんですけれども、子どもたちが本を読

んだりするスペースもあって、自習室み

たいな形でロビーを使ってはったりと

か、地域の人が利用をいろいろ始めては

るんだなとは思ったんですけども、駐車

場がありますよね。あそこの駐車場で子

どもがボール遊びをやっているわけで

す。裏手にあったちびっこ広場をつぶし

てしまって、大変景観のいい大きななだ

らかな道をつけていただいたりとか、そ
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れから高齢者の方のために健康増進用

の遊具をつくってあるんですけど、子ど

もたちのちびっこ広場にあった遊具は

撤去されて、子どもの遊び場にはなかな

かならない状況ですし、その場所でボー

ル遊びはしいくいだろうなと思うんで

すね。駐車場でやっているんですけれど

も、非常に危ないというか、そのときは

車があんまりとまっておりませんでし

たので、注意することはなかったんです

けれども、日常的にあそこで遊んでいる

ということは、ご近所からもどうなのか、

ボールもころころと道路に何回も飛び

出していましたし、子どもたちはそれを

拾いに行っていましたし、せっかくつく

ってくださったコミュニティセンター

なんですから、子どもたちの遊び場を確

保してほしいという声は地域から要望

も挙がっています。 

 また、大きな企画をしたりすると、あ

の駐車場では車があふれると思うんで

す。最初のオープニングセレモニーのと

きも車がとめ切れずに、横の空き地に車

を入れてたと思うんです。そういうとき

の駐車場の対応もどうしようとされて

いるのか、お聞きしたいと思うんですけ

れども、よろしくお願いします。 

 それから、市民サービスコーナーを廃

止して、住基事務事業として取り次ぎサ

ービスの職員を雇われるということで

す。 

 これは、コンビニ交付が始まったから

ということなんですけれども、コンビニ

交付は１年間たっても全体の２％の利

用しかないということですよね。マイナ

ンバーカードがないと、コンビニ交付が

できないわけですけれども、マイナンバ

ーカードの交付もまだ１０．３％です。

今後の見通しをお聞きして少しずつ伸

びているというお話ではあったんです

けれども、大きく伸びて、みんなが持つ

ということにはなかなかならないから

こそ、マイナンバーカードの特設窓口を

終わらせたりとか、マイナンバーカード

交付事務の専門の嘱託員も終了される

と思うんです。終了されるのは私はよか

ったと思っているんですけれども、マイ

ナンバーカードの交付についてはあく

まで任意ですから、市が何が何でも市民

に持ってもらうということでやる必要

は全くないわけですし、実際にそういう

ものを持てと言われても、高齢者とか、

障害のある方とか、子どもとか、なかな

か持つことが難しい方たちがたくさん

いらっしゃると思います。そういうもの

は持たないんだという主義でやってお

られる方もいてると思うんです。そこに

対して、無理やりな誘導のように市民サ

ービスコーナーを廃止するというのは

おかしな話ではないかと思います。 

 マイナンバーカードによるコンビニ

交付が実際に市民サービスコーナーが

果たしてきた役割を担うということは

難しい。だからこそ、取り次ぎサービス

をやるということをやられたとは思い

ますけれども、この取り次ぎサービスに

対しても、非常に不便だということが今

から予想されるわけですね。開設時間も

少ない、土曜日開いていたのもなくなる、

一回申請に行って、オンラインでやれて

いたものが、そのときは申請だけで、ま

た次もう一回、日にちをあけて取りに行

かなあかん。しかも、最大で中５日でし

たっけ、中４日でしたっけね、時間がか

かる。申請からもらうまで、一番長いと

きは全部合わせると６日になるわけで
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すよね。そんなにかかるのかということ

があるわけです。コンビニ交付は少ない

割りには、手数料が１件１２３円で６８

万９，０００円という予算の割にはシス

テム保守の委託料や運営負担金、これは

固定経費ですよね。固定経費で両方で５

８１万３，０００円の予算が組まれてい

ます。わずかしかないコンビニ交付のた

めに、この固定経費がずっとかかってい

くわけです。こういう問題について、や

はり国の大きな方向性という圧力があ

るかと思うんですけれども、やはり市民

のために一番何を大事にしていかなあ

かんのか、どこに税金を使わなあかんの

かということをしっかり見据えていた

だきたいと思うんです。コンビニ交付事

業に関しては、今後も恐らくそんなにた

くさん伸びることはないと思われます

ので、取り次ぎサービスではなく、市民

サービスコーナーをしっかり継続して

いただきたいと、日本共産党は考えてお

ります。 

 取り次ぎサービスに関しては、３人の

方々を公民館の部分にだけ新しく配置

すると伺っております。別府のコミュニ

ティセンター、ここには公民館と同じ役

割を果たすということで、職員を配置し

ていただいているんですけれども、その

職員は水曜日を除いたら１人体制なん

ですね。ところが、この１人の人に公民

館のことの役割も果たしてもらうし取

り次ぎサービスもやってもらう、こんな

２つのことを一人でできるんですか。実

際に始まったらどうなるのかというの

がすごく不安なんですけれども、そうい

うことでも非常に不十分だと思います

し、取り次ぎサービスではなく、市民サ

ービスコーナー継続を求めて要望とし

ておきます。 

 それから、文化スポーツ課で、旧味舌

小学校跡地体育館建設基本設計委託料

について、お話をいただきました。体育

館としてここに建てるということは、そ

のままではなかなか難しい。いろいろと

大阪府とも協議をしておられるという

ことです。しかし、一番肝心なのは、住

民の方が納得をされるということだと

思うんです。そこに体育館の施設を建て

てもいいということで、地域との合意が

得られることが、大阪府が建ててもいい

と認める上での大前提になると思うん

です。地域から反対の声が上るようでは、

これは前に進まない話ではないかと思

うんです。そういう点で、今、大阪府と

だけ協議をされているという感じでお

聞きをしました。それが終わってから議

会へ、その後に地元へということですが、

まずはやはり地元としっかり協議を進

める。これが第一なんではないでしょう

か。そうでないと、大阪府と話をして議

会と話をしてと言っている間に反対が

起きたら大変なことになります。ぜひ地

域の声、まずはしっかりと聞いていただ

くということをしていただきたいと思

うんですが、今何かされているのか、お

尋ねをいたします。 

 総合体育館も同じです。観覧席がある

と集客施設となるというのは、審議会を

傍聴させていただいた中で、それがイコ

ールなのかなというのは、私もちょっと

疑問でした。障害者団体の方が、その観

覧席がないと付添人がいられないんだ

という話もされていたので、実態もある

と思うんです。これもやっぱり地域の皆

さんとか、実際に使われる方ももちろん

ですけれども、そこに体育館がくるとい
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うことについて、地域の皆さんがどんな

ふうにお考えなのか、新たに体育館が来

たら使いたいという思いを持っておら

れる方だってあるかもしれないと思う

んです。日常の市民の生活の中で、スポ

ーツに親しむ場がふえるということは

非常に大切なことだと思います。大きな

体育大会とか、そういうことだけではな

くて、そういう地域の皆さんのための体

育施設にしていただきたいなと思って

おります。防災の観点ということもあり

ますけれども、ぜひ地域の声を聞いてい

ただきますように、これは要望としてお

きます。 

 生活困窮者自立支援事業、大変解決の

しない相談がいろいろとやってくるん

だと思います。私も相談に行かせていた

だいたんですけれども、なかなか前にや

っぱり進まなくて、相談者の方がちょっ

と相談に行くことをちゅうちょされて、

今立ち消えになっている状況の部分も

あります。やはり内在的には相談を求め

ているということがあるので、また引き

続き状況を把握しながら、また何かあっ

たときはよろしくと担当の方にもお伝

えしたんですけれども、やはり親身にな

って相談いただける、そういう相談窓口

であってほしいと思います。そのために

は、今、職員正職員がお一人で、あとは

非常勤職員とお聞きをしましたけれど

も、やはり体制をしっかり、人数もふや

していただく、それから職員はきちっと

正規雇用として雇っていただくという

ことが必要なのではないか。やはり福祉

の現場にしっかりとした正職員がつい

ていただくということは、市民の安心に

もつながりますし、そこに新しい人材を

確保することが、摂津市に住んでいただ

けるかどうかはわからないですけれど

も、やはりもし摂津市に住んでいただけ

たら、それはしっかり税金払ってくださ

る方にもなるわけで、そこで生活して子

どもたちを子育てしてということにな

れば、本当に摂津市の繁栄にもつながる

と思いますので、やはり今、安倍首相は

非正規という言葉をなくすということ

も言うてはりますけれども、正規を非正

規に引き下げるんではなくて、やはり非

正規の方々にちゃんとした正規の職員

との待遇を、まず自治体みずからが開く

ということが経済の好循環にもつなが

るんではないかと思います。 

 ちょっと話をケースワーカーのほう

に先にいかせてもらいますけれども、生

活保護のケースワーカーの問題もそう

です。非常に頑張っていただいていると

思っております。親身になって相談に乗

っていただいているケースワーカーは、

１１名で１名病欠とおっしゃいました

かね、どんな病気なのか、すごく気にな

るし、心配になるところなんですけれど

も、本来８０件と言われているところを

１１０件超えるというのは、本当にこれ

はハードという言葉だけでは収まらな

いような内容だと思いますし、１件１件

の対応が、やはり人間ですから、一生懸

命やろうと思っても、数がそれだけにな

ると本当に追いつかない。過労死に至る

ようないろんな職場がありますけれど

も、摂津市の中でそんなにハードな仕事

というのは本当に緩和しなければなら

ないんじゃないかと思います。今ギャン

ブル依存症であるとか、アルコール依存

症であるとか、いろんなことが言われて

います。生活保護バッシングの中で、お

金をもらってパチンコに行っていると
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か、お酒ばっかり飲んでいるとか、そう

いうこともよく言われますけれども、一

つには、もらっている生活費の中で、食

べ物を削ってされているわけです。やっ

ぱり非常に不健康な状態になっていく

わけですし、病気なんですから、ケース

ワーカーがそこに寄り添って、どう社会

的に自立を果たしていけるかというと

ころでは努力をしていただかないとい

けないという課題になると思うんです

が、ただ、これだけの件数の中で、そう

いう１件１件にきちんとした対応を求

められても本当に厳しくなっていくだ

ろうなと。やっぱり、どの人も健やかな

人生を送ってもらうためにケースワー

カーに寄り添っていただくためには、ケ

ースワーカーをしっかりふやしていた

だく。摂津市はこのケースワーカーを正

職員の方で行っていただいているんで

すよね。これはすごい大切なことで、本

当にありがたいことだと思っておりま

す。よくほかの自治体なんかのことを聞

きますと、非正規の職員で、その方の収

入は生活保護基準以下だということも

お聞きをします。そうしたら何ぼ寄り添

おうと思っても、なかなかそうはならな

いと思いますので、引き続き正職員で頑

張っていただきたいのと同時に、やはり

人員を厚くしていただきたいと切に思

います。ごみの行政の部分もそうですけ

れども、今の体制でいけるということで

すが、どんどんと正職員が高齢になって

いけば定年を迎えます。それを全部再任

用とかでやりくりしていいのかという

問題も出てきます。民間委託は５年間は

広げないということですが、５年後はど

うなるかということについて、まだ見通

しが立ってないと思います。嶋野委員が

代表質問で第５次行政改革実施計画の

問題について言われておりましたが、こ

のまま不補充の体制を続けていいのか

と。一体どこまでが第５次行政改革実施

計画なのかということについて嶋野委

員がおっしゃったその言葉を、私も本当

にそうだと思っております。福祉の現場、

環境の現場、ほかにもさまざまな現場で、

やはり職員の皆さんをしっかり雇用し

ていただいて、市民に対して行き届いた

サービス充実をしていただきたいと思

っておりますので、これは要望と変えさ

せていただきます。 

 シルバー人材センターです。ヘルパー

資格を１４名の方が既に持っておられ

るということです。介護事業所でヘルパ

ーとして働かれている方は単価が２，８

００円ぐらいでしょうかね、この１，５

００円ということはないと思うんです

ね。ヘルパー資格を持っておられる方も

同じ金額で１，５００円程度でいかれる

んですか。シルバー人材センターに３０

０円の取り分があるとしたら、１時間１，

２００円ですよね。それでやれるのかと

いうことについてちょっと疑問があり

ますので、教えてください。 

 私の知ってるヘルパーとかケアマネ

ジャーは、しょっちゅう携帯電話が鳴っ

てるんです。ご家族の方からとか、ご本

人からとか、相談があったり苦情があっ

たり、いろいろなことがあります。やっ

ぱり、シルバー人材センターが、介護事

業所のかわりとなるわけですが、そうい

うことを受ける体制をとられるのでし

ょうか、どうなんでしょうか。その問題

を教えてください。 

 それから、老人医療費助成事業と障害

者医療費助成事業です。大阪府が、これ
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から医療費の窓口負担について改悪を

しようとしております。子どもの医療費

だとかひとり親の医療費のことについ

てもやろうとしてたんですが、それはと

りあえず先送りとなったようです。この

障害者医療費と老人医療費について計

画をしています内容について教えてく

ださい。それと、摂津市はそれによりど

んな影響を受けるのかということにつ

いても教えていただきたいと思います。 

 それから、障害福祉課の住宅改造費用

助成費の件はお聞きしましたが、これは

高齢者の住宅改造と一緒になっていく

ものではないんでしょうか、教えてくだ

さい。 

 それから、障害福祉計画策定事業です。

介護保険もかがやきプランの第７期分

をつくらないといけないときになって

きていると思うんですけれども、今国で

は、障害者の部分と介護の部分を一つに

していこうという計画があると思うん

ですけれども、摂津市としてこのかがや

きプランと障害福祉の計画の策定の関

係を教えてください。 

 地域生活支援事業です。これからどん

どん相談件数もふえていくだろうし、い

ろいろな支援をしていかないといけな

いので拠点をつくるということだと思

います。日中一時支援事業の件は、３、

４名の利用で月１５件程度。今利用され

ている方がきちんと行くところがある

のかどうかということと、そして、その

拠点サービスの場所については学園町

にある商工会が持ってるビルを使うと

聞いております。宥和会は家賃を払われ

るということで、商工会と宥和会がそう

いう計画をされるというのは、それは別

に何も異議を唱えるものではないんで

すけれども、市としても商工会に家賃を

払うことになるのでしょうか、教えてく

ださい。 

 三島救命救急センターに関連しての

問題です。大阪府の地域医療構想、今お

っしゃられたようにベッド数の削減だ

とかいろいろなことが言われています。

ちょっと私も数字を出してみてびっく

りしたんですけれども、高度急性期、急

性期の病床数が必要であると言われて

る２０２５年の数と、申告が上がってな

い部分もかなりたくさんあるというこ

となんですけど、今現在、上がってきて

る数字と比べてみますと、三島医療圏で

高度急性期が今ですら１床多いという

ことなんです。２０２５年に大阪は７５

歳以上の人口が７０万人増加すると言

われております。増加率が８１．３％と、

全国平均の５３．５％と極めて高いと大

阪府は言っておきながら、今あるベッド

よりも高度急性期は三島医療圏で１床

減らせ、豊能医療圏では１，４３６床が

必要数で、１，７７２床が今あるベッド

数なんですね。３３６床も減らせと言っ

ているんです。急性期の場合も、三島医

療圏は２，９６１床が必要数ですが、現

在あるのが３，１９３床で２３２床もこ

れは減らせと言ってるんですね。豊能医

療圏は４，０４４床が必要床で４，０６

７床が今ある数です。これも２３床多過

ぎるということで、減らせと言っている

んです。ちょっととんでもない話だなと

私は思っているんです。高齢者がふえる

と言いながら、今あるベッドをさらに削

減せよと言っている。これは本当に問題

がある話で、ぜひこの問題について三島

の会議に行ってももちろんですけど、豊

能医療圏も摂津市の市民は利用される
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わけですから、このベッド数削減はどう

なんだと声を上げていただきたいと思

います。それと豊能医療圏なんですけど、

国立循環器病研究センターも今現在の

分で回答をされてまして、６１２床が高

度急性期になるんです。豊能医療圏の高

度急性期は今１，７７２床あるんですが、

このうちの６１２床が国立循環器病研

究センターのベッドであるということ

になります。国立循環器病研究センター

は、やはり非常に高度な医療をするとい

うことで全国からその治療を受けにこ

られる方がいる。これからはインターナ

ショナルで海外からも治療を求めてや

って来られる方がある。だから宿泊施設

もつくり、高度急性期が終わった後には

吹田市民病院もすぐ横に持ってくるん

です。その中でその後も引き受けるとい

うことになると思うんですが、こんなに

たくさんの病床数があっても、それが地

域のベッド数として全部使えないので

はないかということが考えられるわけ

です。ところが、地域医療として、この

特区になる国立循環器病研究センター

のベッド数まで組み込まれて豊能医療

圏にはこれだとくくられて、残りの病院

のベッド数が減らされるとなると、地域

の住民の方々が病気になってもなかな

かベッドがあいてないという状態に陥

るのではないかと思います。この辺に関

してどうお考えかお聞かせください。 

 労働相談についてお伺いしました。件

数としては少ないのかなと思います。中

身は本当に大変な問題がきっとあるん

だろうなと思うんですけれども、やっぱ

り摂津市が労働相談をやってるんだよ

ということに関してしっかりアピール

をしていただきたいと思うんです。やは

り、ブラック企業をなくすということで

言えば、そういうことがいけないんだと

いうアピール、労働相談をやっていると

いうことはそういうことにもつながる

と思いますし、実際に労働相談に来てい

ただきやすくもなると思います。ブラッ

クバイトという言葉があるんですね。高

校生がアルバイトをしてて、テレビでも

報道されましたけれども、熱が出て休み

たいと言っても、かわりの人を自分で探

せとか、出てこられへんのなら罰金だと

かいうことがやられたというので、親御

さんがそこへ連絡すると、働くとはそう

いうことですよって言われたというこ

とがテレビで報道されておりました。や

はり、子どもたちに対して、中学生、高

校生、若者に対して働き方とはこういう

もので、こういうことは許されないこと

なんだということをやはり知らせてい

く活動というのが大事だと思いますし、

そういう意味で企業への啓発という部

分も必要だと思いますので、ちょっとお

考えをお聞かせください。 

 実態調査に関して前向きにご検討い

ただけると思っております。今本当に苦

しんでいる中小企業、零細企業を支えて

こそ、摂津市が産業都市と胸を張れると

思いますので、ぜひ声をしっかりと拾い

上げて、摂津市の中にはさまざまな企業、

自営業者の方がいらっしゃいますので、

商工会だけではなく、たくさん声を聞い

てつくっていただきたいなと思ってお

ります。要望としておきます。 

 企業立地等促進事業です。大企業が８

６．０％、８８．１％の見込みというこ

とでお伺いしました。金額も非常に大き

くなってきています。２億円を超えてま

だまだふえるという感じがいたします
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が、市の予算が大企業にほぼいっている

ということは、それで市民の納得が得ら

れるのかと非常に懸念をします。他市と

比べて面積要件とかも低くして、中小企

業にも使いやすい立地促進制度だとい

うことで最初はスタートしたと思うん

ですね。しかし、今、中小企業はなかな

かしんどくて、設備投資ができるところ

にないというのが実態だと思うんです

よ。ですから、ほかの委員からは、もっ

とよりよい制度にして誘致をというよ

うなこともありましたけれども、それよ

りもしっかりと中小企業に対して手厚

い政策をしていただくことが必要なの

ではないかと思います。それと、もう一

つは、大企業にこれだけ立地促進事業を

使っていただいておりますが、ここでど

れだけの雇用が、特に正規雇用がふえて

いるのか、摂津市民を使っていただいて

いるのか、下請もどれだけ摂津市の中小

零細業者を使っていただいているのか。

これを進めてこそ、大企業が来ているけ

ど、それを引っ張ってきたのはこういう

効果があるからなんだよと市民に説明

できると思うんですね。ぜひ、そこにつ

いて調査をしっかりとしていただきた

いと思うのですが、これについてお答え

ください。 

 南千里丘の分室です。やはり、利用件

数が少ないという気がします。何回も言

いますけど、あそこに摂津市の産業振興

課の分室があるということすら外を通

っているとわからないんです。きちんと

看板もかけていただいて、みんなが利用

できる、また市民にとって利用できる、

そういうスペースにしていただきたい

し、そこからいろいろなものを発信して

いただきたいと思います。 

 ２回目は以上です。 

○上村高義委員長 妹尾課長。 

○妹尾文化スポーツ課長 それでは、増

永委員の２回目の文化スポーツ課に係

るお問いにお答えいたします。 

 旧味舌小学校跡地の体育施設につき

まして、今地元に対して何をしているか

ということのお問いでございました。そ

のことにつきましては、平成２８年度に

入りまして、旧味舌小学校跡地に係る土

地利用計画全体の方針変更がございま

した。それを議会へご説明しました後、

地区連合自治会へ経緯の説明を行って

おります。その際にご意見をお伺いして

おります。また、１２月にも旧味舌小学

校の校舎解体設計等の予算を第３回定

例会で議会の承認を受けた後に経緯の

説明を行っております。地元の方のご賛

同につきましては、体育施設を建設する

ことにつきましては必要なことであり

ますので、ご説明を丁寧に行ってまいり

たいと考えておりますが、制限がかかる

用途地域ということですので市民に十

分なご説明をさせていただくために、先

に市で大阪府に相談をして、しっかりと

条件整理をしながらできるだけ市民に

喜んで使っていただける施設の建設実

現に向けて進めてまいりたいと考えて

おります。 

 以上でございます。 

○上村高義委員長 谷内田課長。 

○谷内田市民活動支援課長 それでは、

レストランの選定についてのご質問に

お答えいたします。 

 今回レストランを募集いたしまして、

業者を決定させていただきましたけれ

ども、まず委員からはレストランでない

といけないのか、コミュニティプラザに
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とってどういう施設がいいのか、本来何

を大事にしなければいけないのかとお

言葉もいただきました。我々といたしま

しても、この選定の経過の中でレストラ

ンにすべきなのか、ほかに使い方がない

のか、そういった意見も確かにございま

した。しかし、我々といたしましても、

このコミュニティプラザ設置の目的が、

当然、行政財産ですので、コミュニティ

プラザにつきましては市民の交流と多

様な活動の場を提供し、活力ある地域社

会の形成に寄与する、この目的を達成す

るために今回行政財産の一部を活用し

て、どういった使い方をしてもらうのが

一番いいのかと、その点を一番重視して

いろいろと議論を重ね、やはりレストラ

ンをご利用いただくに当たって、利用後

にお食事をしたりコーヒーを飲んだり、

それからコミュニティプラザ３階のコ

ンベンションホールを利用して皆様で

懇親を深めていただくという使い方を

していただくのが最も適切ではないの

かということで飲食業、一定の飲食を提

供していただける業者を募集するとい

うことにさせていただきました。また、

こちらが設定した要件を一部欠いてる

業者を選定することについては公平公

正の点からどうなのかというご質問も

ございましたけれども、今回の行政財産

の使用許可の相手方を募集するに当た

っては、契約事務でありましたら地方自

治法等で厳格な運用というのが定めら

れておりますけれども、今回の公募に当

たってはそういった法令等の厳格な定

めというのはないので一定、市に裁量権

が与えられているのではないかと考え

ておりまして、その要件についても我々

が求める使用をしてもらえる方に入っ

ていただくために設定をしてると考え

ております。一部要件を欠いてる業者を

選定することについては、裁量権の逸脱

にならないように公平公正な運用をし

ていく中で、２回の募集を行い、そうい

った保健所の処分を受けているけれど

もぜひともやっていきたいという業者

が今回の業者１社だけでした。そういっ

た面で２回の募集を経て、なおかつ行政

処分を受けたことに対する取り組みを

万全にしていただくという条件で提案

内容の審査を行い、この業者の企画提案

内容を採択して、今回の業者に決めさせ

ていただいたというところです。今後は

要件を緩めるのかというお声もござい

ましたけれども、まずこのルールを決め

ること、これについてはやはり委員もお

っしゃっていただきましたが、本来何を

大事にしなければいけないのかという

ところになってこようかと思います。今

回この行政処分以外にも税金を滞納し

ていないこととか、あと暴力団関係者じ

ゃないことという要件等もございまし

たけれども、やはりこれらについては事

業者としての資質を問うもの、それとも

う一つは、安定的・継続的な運営をして

いただける業者なのかどうかというこ

の２点になってくるのかと考えており

ます。まず、納税関係でいいますと、や

はり業者としては国民の義務である納

税、これをきちんとしていただけること。

これについては、市の施設の中でやって

いただく上では欠くことのできない要

件であると思っておりますので、これに

ついてはどのような業者であろうと外

すことのできない要件であると考えて

おります。 

 あと、後者の継続的・安定的な運営を



21 

 

していただけるかどうか。これについて

は、コミュニティプラザのレストランを

運営していただくに当たって、何かあっ

て長期にレストランを閉鎖するという

ことがございますと利用者の方にも影

響がございますので、そういったことが

ないよう一定の担保をするために設定

している要件であると考えております。

保健所の処分を２年間受けていないこ

とによって衛生管理上の運営がきちん

とできる業者であるという担保をする

ために今回はこの項目を設定しており

ましたが、今回は残念ながら行政処分を

受けましたけれども今後の取り組みを

きちんとしていただけるといった誓約

書も出していただいたということで、そ

の点については一定の担保ができると

判断をした上で審査を行った状況でご

ざいます。だから、今後そういったこと

があった場合については、当然抵触する

項目が何であるのかどうかとか個々の

状況によって条件が変わってくると思

いますので、それぞれの状況に応じて判

断すべきものかなと考えております。 

 それから、コミュニティセンターの子

どもの遊び場ですけれども、ワークショ

ップのころから、ボール遊びをしたいと

いうご意見とボール遊びはさせないで

ほしいというご意見と双方ございまし

て、我々としてもかなり悩ましい問題で

ございました。以前あの広場については、

ちびっこ広場として自治会の方に管理

を委託していた経緯がございましたけ

れども、そういったちびっこ広場、それ

から公園については現在ボール遊びは

禁止になっておりますので、そういった

ところは歩調を合わせていきたいと考

えております。また、駐車場でどうして

もボール遊びをして危険であるという

状況があることご指摘いただいており

ますけれども、駐車場も防犯カメラ等が

ございますので、職員がなるべく安全に

留意していきたいなと考えております。 

 それから、駐車場の件ですけれども、

工事に入る前の段階でいろいろと内部

で議論して今の駐車台数になったとこ

ろです。臨時的なイベント等でどうして

もご利用が多くなることについては十

分認識しておりますが、臨時的なイベン

トにあわせて駐車場を整備するという

ことは、難しいのかなと思います。通常

のご利用の中で十分に対応できる駐車

台数を確保した上で、どうしてもイベン

ト等で駐車場がたくさん要るというこ

とになった場合は、周辺には味生体育館

等ほかの市の公共施設もございますの

で、周辺の施設等を有効活用させていた

だきながら対応してまいりたいと考え

ております。 

 以上です。 

○上村高義委員長 吉田課長。 

○吉田高齢介護課長 それでは、増永委

員の２回目のご質問に関してお答えさ

せていただきます。 

 高齢介護課に関しましては２点ござ

います。まずシルバー人材センターで訪

問型サービスＡを利用するに当たって、

ヘルパー資格をお持ちの方と今の実際

ヘルパーの事業所との状況の機能の違

いに関してどのように考えているのか

ということなんですけれども、実際にヘ

ルパーの事業所は定年がございまして、

７０歳で定年ということで、先日もシル

バー人材センターが訪問型サービスＡ

をするということで、今まで事業所でお

仕事をされていたんだけれども定年に
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なってしまったのでということで申し

込んでいただくという方もございまし

て、高齢者の就労の場という視点を重視

してさせていただけるのではないかと

いうことです。サービスの中身に関して

もどちらかといえば家事ですね、訪問型

サービスＡですので絞っておりますし、

持っている資格を高齢者になっても生

かせる場を提供していくということで、

地域包括ケアシステムの高齢者を高齢

者が支える一つの形ではないかと思っ

ております。相談や苦情があったときに

対応できるのかということなんですけ

ど、管理者や責任者も仕組みとしてつく

っておりますので、対応していただく予

定をしております。 

 ２点目の高齢者の住宅改造に関しま

して、今後障害福祉と一緒になっていく

のではないかということなんですけれ

ども、高齢者の住宅改造制度は、基準と

しては要支援以上の方ということでご

ざいますので、対象としては、平成２８

年３月末時点ですけど、３，４７０名の

方がおられるんですが、実際、住宅改造

は平成２８年度の状況で対象として３

名の方にご利用していただきました。金

額的には、その３名の方を合わせまして

８８万７，０００円ということで、平成

２７年度は２名の方で８７万円という

状況でございます。実際には、住宅改修

制度が多く、手すりとか段差解消のため

に利用するという方が多くございまし

て、介護保険で同じように要支援以上の

中でサービスを利用でき、上限２０万円

までで１割負担なり２割負担という制

度なんですけど、その件数が平成２７年

度でしたら２８７件、平成２６年度でし

たら３１２件ということで、今年度も大

体３００件前後になるのではないかと

いうことで、介護保険の住宅改修で多く

の方が実際に賄っているのではないか

とは思っております。それで、今後住宅

改造制度、高齢者の部分は上限が今６０

万円が最大の上限ということでござい

ますが、先ほどご説明の障害福祉は、上

限が１００万円ということで基準が上

がっていくということと、障害福祉の制

度で身体障害の方の１・２級及び３級の

肢体不自由の方等が主な基準ですけれ

ども、その方々の６５歳以上の対象の方

というのは大体７０％弱ぐらいの方が

多分手帳をお持ちではなかったのかな

と思いますので、今後統合することでよ

り住宅改造を使う場合に多くの金額等

が対象になってくるかと思います。今後

高齢者の方に実際ケアマネジャー等が

勧めると思いますので、その方々に新た

な制度に変わって促しということで手

帳等の所持が必要であるとしっかりと

伝えていくことで、新たなサービスの構

築がスムーズにできるのではないのか

と考えております。 

○上村高義委員長 安田課長。 

○安田国保年金課長 それでは、老人医

療費と障害者医療助成の大阪府の見直

しの内容と影響についてご説明させて

いただきます。 

 まず、大阪府の今の見直しの内容とい

う部分でございます。福祉医療制度にお

きましては、制度の維持と存続させるた

めに大阪府で検討し、今現在は府議会で

再構築に向けた議論がされているとこ

ろでございます。内容でございますが、

老人医療と障害者医療を統合し、年齢に

関係なく重度障害者医療とするもので

ございます。これによりまして、現在対
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象外となっております精神障害者や６

５歳未満の難病患者の方も対象とする

ほか、訪問看護についても供給元による

助成の差を解消し拡充という部分が一

つ出てまいります。一方で、影響の部分

でございますが、重度でない結核患者、

難病患者、精神通院の受給者は助成の対

象から外れるということになってまい

ります。また、自己負担につきましては、

一医療機関１回当たり５００円という

部分は維持されますが、院外調剤の自己

負担の導入や、月額上限額の上限が現在

２，５００円となっているものが３，０

００円に変更という予定をしていると

聞いております。 

 以上でございます。 

○上村高義委員長 森川課長。 

○森川障害福祉課長 それでは、私から

２点につきましてのご質問にお答えさ

せていただきます。 

 まず、計画の策定に当たりまして、国

が障害と介護を一つにしていこうとし

ていますが、計画策定に当たっての関係

性はというお問いですけれども、平成２

９年度は高齢介護課では第７期高齢者

かがやきプラン、障害福祉課では障害福

祉計画並びに障害者施策に関する長期

行動計画の策定年度ではありますけれ

ども、障害と介護の連携に関する方向性

については、国からまだ具体的な通知等

が来ていない状況になっております。そ

のようなことから、現時点ではそれぞれ

に関しての計画の策定と考えておりま

す。計画につきましては３年ごとに見直

しを行っておりますので、国の今後の動

向も注視しながら、今後の見直しの段階

での検討と考えております。 

 それから、地域生活支援拠点に関する

ご質問です。まず、日中一時支援を廃止

することによって、今の対象者の行くと

ころがあるのかどうかというお問いで

すけれども、まず日中一時支援事業所と

して現在登録事業所が１２か所ござい

ます。そのうち摂津市内には教育センタ

ーの１階以外に４か所ございます。それ

から、放課後等デイサービスが、摂津市

内に１１か所ございます。このように実

施か所が以前に比べるとかなり多くな

ってきているということと、利用されて

いる方は、お一人の方が複数の事業所で

日中一時支援を受けている方も多数い

らっしゃいます。そのようなことからほ

かの事業所での対応が可能と考えてお

ります。 

 それから、旧商工会館移転後の家賃を

市として払うことになるのかどうかと

いうお問いですけれども、家賃につきま

しては摂津宥和会の収益事業に関する

部分に関しましては、摂津宥和会が商工

会に支払ってまいります。家賃の金額に

つきましては、今後摂津宥和会と商工会

で協議されていくものと考えておりま

す。そのほかの部分で、現在教育センタ

ー１階にあります障害者団体用会議室、

障害者団体用倉庫、障害者の店「陽だま

り」、この部分も旧商工会館への移転を

考えております。この部分につきまして

は公共が担う部分でありまして、摂津市

が借り受ける部分でありますけれども、

移転後の改修に係る設計などは、議会の

承認を得てから行うものと考えており

ますので、まだその段階には至っており

ません。そのことから広さが確定してお

りませんので、この部分に関する賃料に

関しましては、広さが確定した後に協議

してまいりたいと考えております。 
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 以上です。 

○上村高義委員長 堤部長。 

○堤保健福祉部長 大阪府地域医療構

想に係るご質問につきましては地域医

療構想懇話会の委員になっております

私からお答えをさせていただきます。 

 まず、大阪府地域医療構想でございま

すが、平成２８年３月に大阪府が策定を

いたしております。地域医療構想と申し

ますのは、平成３７年いわゆる２０２５

年に団塊の世代の方が全て７５歳にな

るということで、高齢化の一層の進展に

よって医療・介護を含めた社会保障制度

を取り巻く環境が大きく変化していく

中で、平成２６年、通常国会において医

療介護総合確保推進法により医療法が

改正されまして、その中で都道府県に現

行の保健医療計画の一部として地域医

療構想の策定が義務づけられたという

ものでございます。先ほど具体の数字を

増永委員がおっしゃいましたけれども、

これは制度をご存じない方もいらっし

ゃると思いますので少し説明をさせて

いただきます。必要病床数と病床機能報

告というものがございます。病床機能報

告と申しますのは、医療法に基づきまし

て平成２６年から毎年医療機関が病棟

単位で高度急性期、急性期、回復期、療

養期の４つの医療機能の中から１つず

つ該当するものを選んで都道府県に報

告をするというものでございます。必要

病床数は大阪府が推計をしているもの

でございます。この比較を先ほどしてい

ただいたんですが、大阪府下全体の比較

を申しますと、平成３７年、要するに２

０２５年に必要な病床数が推定されて

おります。高度急性期は１万１，７８９

床、平成２６年の７月に病床機能報告が

されておりますが、その報告数でいきま

すと１万１，５８７床、差し引き２０２

床が不足するということになっており

ます。急性期につきましては、３万５，

０４７床の必要病床数に対しまして病

床機能報告では４万３，６３５床、８，

５８８床が余ってくる、過剰だという計

算になってございます。それから、回復

期につきましては、３万１，３６４床の

必要病床数に対しまして７，２６２床し

か病床報告がございません。つまり、２

万４，１０２床が足りないという状況で

す。あと、慢性期が２万３，２７４床の

必要病床数に対しまして報告数が２万

２，９８７床で、２８７床足りない。合

計いたしますと、全部で必要病床数１０

万１，４７４床に対しまして報告数が８

万５，４７１床、差し引きいたしますと

１万６，００３床が２０２５年には足り

ないという計算になっております。ただ

し、この中で約６，０００床が未報告に

なっておりますので、この分を差し引き

いたしましたとしても、全体で１万床ほ

どが不足するという状況でございます。 

 先ほど２点ほどご指摘があったと思

うんですが、まず１点目の国立循環器病

研究センターの話ですけれども、これは

高度急性期という特異な分野でござい

ますので、二次医療圏ごとに比較すると

いうことになりますとおかしい話でご

ざいます。これについては全医療圏で医

療需要は考慮をするということを大阪

府は申しておりますので、ここのところ

につきましては、それによって何か危惧

されることはないのかなとは思ってお

ります。次に現状では、回復期の病床数

が大きく不足して、急性期の病床数が余

るという状況でございます。今後、大阪
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府としては不足する回復期の充実が必

要ということで、ただ府内では約９割の

病院が民間病院でございますので、なか

なかその辺の調整を図るのが難しく、今

後あるべき医療体制を提供するために

は病床機能の分化、連携の促進、具体的

には不足する病床機能への対応で急性

期から回復機能への転換を図っていた

だく、あるいは在宅医療の充実などを通

して、そういった機能の変更をお願いし

ていくと聞いております。 

 以上でございます。 

○上村高義委員長 池上参事。 

○池上市民生活部参事 それでは、産業

振興課に係りますご質問にお答えをさ

せていただきます。 

 まず、労働相談といいますか、ブラッ

ク企業、ブラックバイトに関しましては

社会問題化しておりますが、そういった

問題につきましても労働相談等にお越

しいただければきちんとご指導といい

ますか、解決に向けた支援をしていきた

いと思っております。また、労働相談事

業とは別に、三島地域労働関連施策推進

事業というのを行っておりまして、こち

らは三島の４市１町で共同で行ってい

る事業でございます。こちらも労働に関

する問題等を取り上げ、各市が持ち回り

で年１回、計５回ですけれども、セミナ

ー等を行っております。その中で今年度

ですけれども、「ブラック企業をきちん

と見抜いて賢く就活する講座」でありま

すとか、「ブラック企業の不都合な真実」

でありますとか、そういったこともテー

マに取り上げて広く聞いていただこう

としております。あと、ブラックバイト

ということで産業振興課としましては

学生に対して、そのようなセミナーなど

は今のところ設けてはおりません。今後、

就職セミナーとかもございますので、そ

の中でこういった問題を考えるような

コーナーなどもできればなとは思って

おります。これも今後検討していきたい

と思っております。 

 続きまして、企業立地等促進事業の件

でございますけれども、大企業と中小企

業とでかなり大きな開きがあるという

ことでございますけれども、大企業につ

きましてはやはり大規模な増改築であ

りますとか、設備投資等になりますので、

金額的にはやはり大きな開きが出てく

るのかなと思われます。ただ、件数でい

いますと、先ほども申し上げましたけれ

ども、奨励事業としての対象件数としま

しては、大企業が１０社、中小企業が１

７社ということで、割合で言いましたら

大が３７％、中小が６３％ということで、

会社としてはある一定中小の方にも制

度をご利用いただいていると思ってお

ります。また、面積要件を緩和するなど、

より利用しやすいように変更しており

ますので、今後も中小企業にもこの制度

を活用いただきたいと思っております。 

 あと、大企業の雇用とかはどうなって

いるのかということでございますけれ

ども、今年度、平成２８年度に奨励対象

となりました企業２６社に対しまして

アンケートを実施しております。その結

果ですが、就労につきましては過去５年

間においては市内事業所で雇用した人

数について、回答事業所が２６社のうち

２５社だったんですけれども、回答事業

所トータルで新規雇用が８８３人、うち

８３人が摂津市民であり、一定、地域住

民の雇用にもつながっていると考えて

おります。ただ、市内企業との連携、技
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術連携なりそういったものに対しては

お聞きしておりませんので、この分につ

いては今後また連携の促進、マッチング

ということにおきまして取り組んでい

きたいと思っております。続きまして、

産業支援ルームにつきましては引き続

き活用に向けて検討していきたいと思

っておりますので、どうぞよろしくお願

いいたします。 

○上村高義委員長 増永委員。 

○増永和起委員 それでは３問目、質問

させていただきます。 

 コミュニティプラザのレストランで

す。何を大切にするのかということで、

市民の交流とか活動に寄与するという

ことでレストランが適当だというお話

だったと思うんですけれども、レストラ

ンがあってもいいですけれども、レスト

ランでなければならないのかというこ

とにはちょっと疑問があるところです。

要件について契約事務ではないからと

おっしゃられておりました。しかし、や

はりあそこは市のコミュニティプラザ

ですから、市民からすれば市がやってる

レストランだと、市が責任を持つところ

だと思われてると思うんですよ。契約が

云々かんぬんということだけでは、市民

は納得できないのではないかなと。納税

などは外せない要件とおっしゃいまし

たけれども、やはり保健所の処分があっ

たということは、レストランとしてはか

なりな中身だと私は思うんです。それか

ら、これからその要件にかなわない場合

があっても、何が大事かを考えていきた

いというお話だったと思うんですけど、

それは要件にかなわなくても認めると

いうことをおっしゃったようなもので、

これはちょっと市全体としてどうなの

かなと思います。この件に関しては、契

約という形ではないとおっしゃってま

したけど、私はこういう契約の仕方、こ

ういう選定の仕方というのは違うので

はないかと反対をしておきます。 

 それから、別府のコミュニティセンタ

ーです。ちびっこ広場などでボール遊び

をするのが危ないということに関して

は、もちろんそういうことがあると思い

ます。だからこそ子どもたちが伸び伸び

とボール遊びができる場所をというお

声が多かったんだと思うんです。そうい

うちゃんとしたボール遊びをできるス

ペースということで、山田川公園のとこ

ろなんかは開放ということも市は考え

ておられるわけですから、せっかく横に

防災空地として残していただいたスペ

ースがあるので、ぜひ民生の担当という

ことではないのかもしれないですけれ

ども、やはりそこは地域全体のことを考

えて、市の中で話し合っていただいて活

用できないか考えていただきたいと思

います。 

 それから、イベントのためだけに駐車

スペースをとれないというお話でした

けれども、横の空き地を活用できるので

あれば、車が多くなったときには転用す

ることも可能なわけですから、ぜひ声を

上げていただきたいなと思います。地域

からの要望も自治会を通じていろいろ

出ていると思いますので、しっかり寄り

添って摂津市全体で考えていただきた

い。別府のコミュニティセンターができ

てよかったなと、本当に市民から喜ばれ

る形になっていただきたいと思ってお

ります。料金の問題についても非常に高

過ぎると声をお聞きをしております。ぜ

ひこの点も考えていただきたいと思い
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ますので、よろしくお願いしてこれは要

望といたします。 

 それから、旧味舌小学校跡地の体育館

です。先に大阪府と協議をしてからとい

うお話でした。しかし、共同ということ

を摂津市が言うのであれば、政策決定段

階から住民の声をしっかり取り込むと

いうことが非常に大切になってくると

思います。そういう手順をきっちり踏ん

で、地区連合自治会だけでなく、やっぱ

り地元地域の方々に説明会を開くなど

声を、こちらから説明するだけではなく

て声を聞く場をつくることが地域との

関係をうまくしていくために欠かせな

いことではないかと思いますので、ぜひ

そういうことをやっていただきたいと

要望にしておきます。 

 シルバー人材センターです。介護事業

所を定年になられた方をそこがシルバ

ーとして、今度は介護を全部今までやっ

てきたとおりではないけれども当たっ

ていくということでお伺いしました。難

しい問題が出てこないのかなと非常に

心配をいたします。実施に関して慎重に

ぜひお願いしたいと思います。私たちは

緩和された基準の訪問型サービスＡ型

を持ち込むのには反対をしております。

以上です。これは質問ではありませんの

で、よろしくお願いします。要望にしま

す。 

 それから、老人医療費助成事業とそれ

から障害者医療費助成事業です。大阪府

がやろうとしていることに関して、摂津

市が市町村意見を出されています。老人

医療に対しては、助成対象外となるもの

については一部負担金が急増とならな

いよう激変緩和の措置を講ずること。そ

れから、一部自己負担額の月額上限問題

について、費用面で過度な負担にならな

いよう定額負担５００円を維持するこ

と。しっかりいいことを言っていただい

てます。所得額の精査に基づき月額上限

額を設定し、低所得者の負担に最大限配

慮すること。それから、その他のところ

で、今回の見直しでは新たな対象者と除

外になる対象者で除外対象が上回る見

込みとなっている。そのため所要額の算

定には十分な精査が必要という意見を

述べられているということで、非常にし

っかりと意見を言っていただいている

なと思っております。これは大きな改悪

になって、障害のある方は医療がなくて

は生きていかれないという方もいらっ

しゃるにもかかわらず、そこに大きな経

済的負担をかけるというのは本当に命

を何と思っているのかという怒りの湧

くような改悪ですので、ぜひとも摂津市

として反対の声を上げていただきたい

と思います。要望としておきます。 

 住宅改造に関しては、また高齢者の部

分も新しく変わっていくというお話を

聞きましたけれども、今までよりも悪い

制度にならないようにぜひお願いした

いと思っています。要望にしておきます。 

 障害福祉計画の策定で、今国の具体的

な通知が来てないからそれぞれで計画

はつくるというお話でした。これから国

からいろいろ言ってくると思うんです

けれども、やはり障害者の方に介護保険

制度を持ち込むということは、障害者の

方は自分から進んで障害になられるわ

けではないけれども、そこに受益者負担

という考え方を持ち込むということで

す。高齢者ももちろん自分から進んでな

ってるわけではないですけれども、介護

保険の受益者負担という考え方が持ち
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込まれるということについて、本当に障

害者に対して差別の問題を解消してい

こうと、進めていると口では言いながら、

実は障害者に対して大変な生きる上で

の差別をするような中身だと思います

ので、ぜひともしっかりとこれから国に

対しても意見も言いながら取り組んで

いっていただきたいと思いますので、要

望としておきます。 

 地域生活支援事業、家賃がこれからか

かりそうなみたいなお話が出てきたと

思うんですけれども、そもそも学園町に

ある商工会の建物は自社ビルを持って

そこでやっておられたのを摂津市が働

きかけをして南千里丘の今分室が入っ

ている同じ建物の中に商工会を引っ張

ってこられたというか、どちらから言っ

たかはわかりませんけれども、そういう

ことで市が一緒になってそこへ計画し

て出てこられたわけです。それで、２年

間ほど、ずっと誰も入りたがらなくて、

あの建物はそのままになっていた。ほと

んど使っていないにもかかわらず、固定

資産税も非課税となっていたというこ

とをこの前も指摘させていただいてお

りました。今度やっと新たなところが入

るということでお聞きをしましたが、そ

こにまた市がかかわって、今度は市が家

賃も払うと。南千里丘の家賃は一般的に

考えて非常に安い家賃で商工会が入っ

ておられるのに、摂津市は商工会の建物

に家賃を払うとなるというのは非常に

疑問が残ります。市民に対してちゃんと

説明のできる形にしていただきたいと

いうことを申し上げておきます。これは

要望です。 

 それから、大阪地域医療構想に関して

のお話です。回復期のほうが足りないん

だというお話でしたけれども、そもそも

ベッド数そのものをふやさない方向で、

大阪府が考えている全体が約７０万人

も増加するにもかかわらず、今の既存病

床数が保健医療計画に定める基準病床

数を超えるため増床はできないという

ことを大阪府が言ってるわけですね。高

齢者の方がふえるのに、病床数は全体と

しては余りふやさないというのが前提

で、数字をごちゃごちゃやって必要なん

だというところです。パブリックコメン

トを求めておられまして、大阪府の保険

協会、開業医の団体がそのパブリックコ

メントに応えておっしゃっています。各

二次医療圏の中でも地域によって病院

数や病床機能、診療科の偏りがあり、地

域だけで医療提供体制を簡潔させるの

は現実的ではない。十分に病態が改善、

安定しないまま退院させられている患

者がいる実態がある。落ちついて治療に

専念できる入院医療提供体制の確保が

大阪府に求められているのではないか。

必要病床数の推計では急性期病床が過

剰となっているが、各地域医療構想懇話

会では、急性期病床を削減すれば在宅医

療を受ける患者が急変した際の受け入

れが困難になるなどの意見が出されて

いる。現在でも急変時に入院先を探すの

に苦労するとの声が多くの開業医から

出されており、さらなる病床削減が困難

な実態にある在宅医療の現場をさらに

疲弊させることにつながると危惧する

というパブリックコメントが寄せられ

ています。ほかにもたくさんありますが、

時間の関係でそれぐらいにしておきま

すけれども、非常に懸念の上がっている

ものだということについて認識してい

ただいて、しっかりと市民に寄り添った
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立場で意見を上げていっていただきた

いなと思います。要望としておきます。 

 労働相談事業、就職セミナーなどとい

ろいろなことでまた考えていくという

お話でした。教育委員会ともぜひ協議を

していただいて、高校生とか中学生のそ

ういう中で何かできないかということ

も探していっていただけたらなと思い

ますので、要望としておきます。 

 企業立地促進事業です。アンケートも

とっていただいたということです。ぜひ

しっかりと正規雇用を、きちんと摂津市

民を雇用していただくように要望させ

ていただきたいと思います。また下請、

摂津市内の中小企業、小規模事業所をし

っかり活用して市全体が活性化してい

くように要望しますし調査もしていた

だきたいと思いますので、よろしくお願

いします。 

 南千里丘の分室ですが、これも活用に

向けて努力をしていただきたいと思い

ますので、要望としておきます。 

 以上で、３回目終わります。 

○上村高義委員長 以上で、質疑を終わ

ります。 

 暫時休憩します。 

（午前１１時５８分 休憩） 

（午後 ０時５６分 再開） 

○上村高義委員長 再開します。 

 議案第６号の審査を行います。 

 本件については、補足説明を省略し、

質疑に入ります。 

 森西委員。 

○森西正委員 それでは、パートタイマ

ー等退職金共済制度ですけれども、これ

も以前の決算、予算でも質問させていた

だいているんですけれども、歳入で共済

掛金は、前年度に比べて減少しておると

いうことと、そして、歳出での共済金は

前年度に比べて減少しておるというこ

とですね。 

 いわゆる掛金が少なくなって、給付が

少なくなるという状況になっていると

思うんですけれども、平成２９年度に予

算を組まれるに当たって、現在の事業所

数、実際の人数、そして、これがどのよ

うに変化をして、予算を組まれたのか、

お聞かせいただきたいと思います。 

○上村高義委員長 池上参事。 

○池上市民生活部参事 それでは、ご質

問にお答えさせていただきます。 

 まず、現在の加入者数でございますけ

れども、平成２８年４月１日現在、３１

事業所１６０名、平成２９年２月現在、

３０事業所１６４名となっております。 

 あと歳入ですけれども、パートタイマ

ー等退職金共済の掛金につきましては、

１か月２，０００円の掛金で、来年度１

７０人分を見込んでおります。 

○上村高義委員長 森西委員。 

○森西正委員 事業所数は減っている

ということで、そして、人数としてはふ

えているという形なんですかね。見込み

は１７０人ということであります。まず、

このパートタイマー等退職金共済制度

のあり方自身、どうなのかという質問を

させていただいていて、本当に市として

必要であるのであれば、この制度を、や

はり多くＰＲをして、事業所数もそうで

すし、人数も多くふやすべきだと思って

おるんですけれども、その点、以前から

お聞きしていますけれども、改めて聞き

ますが、担当のお考えはいかがでしょう

か。 

○上村高義委員長 池上参事。 

○池上市民生活部参事 パートタイマ
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ー等退職金共済制度につきまして、以前

からご指摘いただいておるところでご

ざいます。人数的にも、かなり減ってき

ていまして、事業所数も、新たな事業所

がふえていないというのが実情でござ

います。今後、これどうするのかという

ことになるんですけれども、担当としま

しては、現在、企業では健康経営という

のが叫ばれて、共済につきましては社員

の健康増進等に取り組まれており、従業

員が健康であれば、経営面にも大きな効

果があるという観点から、取り組まれて

いくものでありまして、また、福利厚生

にしましても、やはり従業員が安心して

長期間働くためという目的もございま

す。 

 退職金制度につきましても、法的には

退職金は、こうであるということはござ

いませんけれども、ある意味、従業員が

安心して長く働くために必要なものと

も思っております。 

 そういう意味から考えますと、やはり

企業にとっても、また、従業員、労働者

にとりましても、退職金制度というもの

は必要であるとは考えております。 

 ただ、摂津市のパートタイマー等退職

金共済制度のほか国の制度であります

中小企業退職金共済制度等がございま

すので、いずれかの制度には入っていた

だけるようにしていかなければならな

いのかなとは考えており、必要であると

は思っております。 

○上村高義委員長 森西委員。 

○森西正委員 必要であるということ

と、それと国の制度、もしくは、市のパ

ートタイマー等退職金共済制度に入っ

ていただくようにという答弁でありま

したけれども、そしたら、これはどうし

ていくかというところがありまして、摂

津市の事業所数でいうと、約４，０００

ほどの事業所数があって、実際には、３

０事業所と、これをどう受けとめていい

のかというところですね。 

 国の制度に入って、そこを活用、利用

しているのであれば、それはいいのかな

と思うんですけれども、両方に入ってい

ないところに対して、どのように今後、

進めていこうと考えておられるのか、お

聞きをしたいと思いますし、まず、何よ

りも、こういう制度があるということを

広く認知をしていただく、知っていただ

くということが大事だと思いますけれ

ども、その点のお考え、お聞きしたいと

思います。 

 また、以前も質問で聞いたんですけれ

ども、まず、広くというところの前に、

市の関係するところとか、そういうこと

はどうかということで、以前にもお聞き

をしたんですけれども、その点もあわせ

てお聞かせいただきたいと思います。 

○上村高義委員長 池上参事。 

○池上市民生活部参事 加入者をいか

にふやすかといいますか、以前、平成２

４年度に市内の企業に対しまして実態

調査を行っておりますけれども、そのと

きにご回答いただいた事業所の中では

約３２％が退職金制度を設けておられ

まして、約５４％がないという結果が出

ております。 

 中でも規模の大きな事業所では８割

近くが制度を設けておられますけれど

も、小規模事業所では、制度を設けてい

るのはわずか、１２％程度という結果が

出てございます。 

 こういった結果からも、小さな事業所

にも、やはりいずれかの制度、こういっ
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た退職金制度に加入いただきたいと思

っておりますが、なかなかふやせない、

減少しているのが実情でございます。 

 市としましては、広報でありますとか

ホームページ、また、産業振興施策をま

とめております便利帳というのを配布

しまして、周知に努めておるところでは

ございますけれども、周知はしておりま

してもなかなかやはり認知していただ

く部分が少ないということでございま

す。 

 当時の、そのアンケートの結果でも、

制度を知らないというところも多数ご

ざいました。今後につきましても、やは

り、より多くの人に知っていただけるよ

うに広報活動については、市広報やホー

ムページを通じて、行ってまいりたいと

考えております。 

 市の関係者から、まず、加入してはど

うなのかということですけれども、こち

らも市の関係する非常勤職員、また、外

郭団体等、ご加入いただいているところ

もございます。この辺はまた、今後、関

係者とも話をして加入促進というか、加

入いただけるのであれば、加入いただき

たいと思っております。 

○上村高義委員長 森西委員。 

○森西正委員 部長か、副市長にお聞き

をしたいんですけれども、以前から、こ

の委員会でも多くの委員が質問をされ

て、減少の方向で進んでいるという点を

反対にプラスに向けようと、どのように

今後、考えていこうと思っておられるの

か、その点、お聞きをしたいと思います。 

○上村高義委員長 登阪市民生活部長。 

○登阪市民生活部長 パートタイマー

等退職金共済制度の件につきましては、

従来から森西委員からも、いろいろご質

問いただいております。 

 今、担当課長からもご答弁申し上げま

したように、この非正規雇用のことに関

しましては、厳しい状況にある中で、こ

のパートタイマー制度等退職金共済制

度については、国の制度も含めまして、

大事なものだと考えております。 

 ふえていかないという現状がござい

ますが、この間、いろいろご指摘もいた

だいている点もございますので、改めま

して、市といたしましても、今年度、退

職金共済の運営委員会を、この年度末に

１回、持たせていただきまして、今の実

態につきまして、ご報告をさせていただ

く中で、今後の取り組みについて、いろ

いろなご意見をいただきたいと思って

おります。 

 その上で、また、いろいろな形で検討

させていただいて、この制度を改めて、

どのように取り組んでいったらいいの

か、市としても、考え方を整理していき

たいと考えております。 

○上村高義委員長 池上参事。 

○池上市民生活部参事 先ほど、広く周

知に努めていきたいと答弁いたしまし

た。この分、当然、周知に努めていくわ

けなんですけれども、退職金共済制度は、

市や国の制度等もございますので、国の

制度も一定知らせながら選択制という

ような、選択肢の一つとして市の制度も

どんどん周知していきたいと考えてお

ります。 

○上村高義委員長 ほかございません

か。 

 嶋野委員。 

○嶋野浩一朗委員 私も、この制度につ

きましては、摂津市として、これからも

維持をしていくのがいいのかどうかと
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いうことについては、正直申し上げまし

て、なかなか判断をしかねる状態であり

ます。と申しますのは、お聞きをしたい

んですけれど、先ほど、平成２８年度当

初と末とでの、その事業所数と加入者数

の推移をいただきましたけれども、もっ

と以前、大体ピーク時に、どれぐらいの

事業所が加入されておられて、その事業

所が、もし減っているとするならば、な

ぜ、この共済制度から脱退されたのか、

脱退された理由の一つとして、先ほど中

小企業退職金共済制度というお話もさ

れておられましたけれども、同じような

趣旨のところに加入しているというの

であるならば、ひょっとして、その摂津

市として単独で、この制度を維持をする

ということの意義はどうなのかなとい

うことになってくると思いますので、や

はりそこはしっかりと担当課として、私

はつかんでおくべき問題ではないかな

と思っておりますので、少し、その実態

についてお聞かせいただきたいと思い

ます。 

○上村高義委員長 池上参事。 

○池上市民生活部参事 まず過去の、加

入者の推移でございますけれども、昭和

６０年から、この制度を始めております。

当初、１年目につきましては、２５事業

所１２６人からスタートしております。

そこから５年目、７５事業所、５４０人

とふえてきておりまして、ピーク時でい

いますと、平成８年には６３０名の加入

がございました。 

 その後、平成１０年以降から加入者数

が減少をしてきまして、３０年目であり

ます、平成２６年では３５事業所１８７

人、そして、現在、先ほど申し上げまし

たように４月１日現在、３１事業所、１

６０名ということになっております。 

 この少なくなってきた理由につきま

しては、さまざまであろうかと思います

けれども、一つ最近、やはり少なくって

きている理由としましては、企業の経営

改善といいますか、経費の削減であると

か、本来はだめだとは思うんですけれど

も、福利厚生であるとか、このパートタ

イマー等退職共済の掛金とかが対象に

なってきているところもあるのかなと。

といいますのも、最低賃金につきまして

も、ずっと上がってきておりまして、最

低賃金で、いわゆるベースアップをする

と、それが実際、月の２，０００円、掛

金の２，０００円以上のものにもなって

くるということもございまして、最低賃

金のアップ、平均月額のアップというも

のが、この制度から脱退される一つの要

因にもなっているのかなというような

ことは感じるところでございます。 

○上村高義委員長 嶋野委員。 

○嶋野浩一朗委員 今のご答弁、拝聴し

ておりますと、要は摂津市の、この制度

から脱退をされて、別の制度に移られた

というケースは、あるでしょうけども、

少ないんじゃないかというお話だと思

うんですよ。今のお話聞いていると、入

っているんならいいんです。つかんでお

られる分でも結構なんです。ただ、本当

に、そのことをしっかりと、この場でや

っぱりお示しをいただいたかなと。私も、

この制度自体はどうなのかということ

も正直、判断をしかねるところがありま

すし、先ほどのお話、お聞かせいただき

ますと、福利厚生というところに、表現、

悪いかもしれませんが、しわ寄せがいっ

ているんだということであるならば、や

はりこれは何とかして維持をしていか
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なあかんでしょうし、さらに事業所をふ

やす努力をしていかなあかんのかなと

思います。 

 そこは、私も以前、その本会議の中で

質問させていただきましたけれども、や

はり労働ということに対して、しっかり

と重きを置いて取り組んでおられる、例

えば、入札をされるときに、そういった

こともしっかりと緩和していくという

ことも含めて、やはり摂津市として、や

はりその方向性を示していくというこ

とが大切なのかなと思っております。 

 平成２８年度末には、その運営委員会

も開いた中で、今後の方向性についても

しっかりと、いろんな角度から意見を伺

っていきたいというお話もございまし

たので、ピーク時には６３０名おられた

わけですよ。相当な事業者数もやっぱり

加入されていたと思います。それが今現

在、３０事業所、しかも１６４名になっ

ているということについては、やはりも

う少し問題意識を持って、このことにつ

いてしっかりと取り組んでいただきた

いと要望として申し上げさせていただ

きます。 

○上村高義委員長 ほかございません

か。 

 増永委員。 

○増永和起委員 今、森西委員も嶋野委

員もおっしゃいましたけれども、やはり

働いている皆さんの福利厚生、退職金が

しっかりと確保されるということは大

事なことだと思います。この摂津市の制

度が、ほかの制度と比べてすぐれている

ところというのがあるんでしたら、教え

てください。 

○上村高義委員長 池上参事。 

○池上市民生活部参事 この摂津市の

制度ございますけれども、月額２，００

０円でご加入いただけるということで、

国の制度であります中小企業退職金共

済におきましても、今現在、２，０００

円、３，０００円、４，０００円という

額で入れる限定の制度もございます。 

 それと比較いたしますと、掛金につき

ましては、今、申し上げましたように同

額２，０００円の制度もございますが、

退職金につきましては、本市は１年未満

でございましても、元本割れすることな

く支給させていただきますけれども、中

小企業退職金共済制度の場合は加入１

年目は無支給、２年未満は掛金を下回り、

２年から３年６か月は掛金相当額、３年

７か月以上で掛金を上回る退職金が支

給されるということになります。 

 摂津市の場合には死亡手当金がござ

いますけれども、中小企業退職金共済制

度にはございません。また、長期の在会

給付につきましては、本市につきまして

は１０年以上の加入者に対しまして、加

入期間により支給しておりますけれど

も、中小企業退職金共済制度の分につき

ましては、４３か月以上の加入者には基

本退職金に加算するという制度もござ

いますけれども、実際には、その年の運

用利回りの実績により支給されない場

合もございます。 

 ほかにも違いございますけれども、本

市制度につきましては、一定、安定した

支給が行える制度であると言えます。 

○上村高義委員長 増永委員。 

○増永和起委員 そういう利点をしっ

かりと知らせていただいて、やはりどこ

にも入っていないというパートタイム

労働者がたくさん摂津市にいらっしゃ

るという状況を改善していくというこ
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とは、やはり市の大きな役割だと思うん

です。 

 中小企業退職金共済制度は、一般的な

宣伝はされているかもしれないですけ

ど、やはり個別な働きかけができるとい

うのは、摂津市の強みだとも思いますし、

ぜひ、具体的に、広報とかホームページ

だけではなく、これからアクションプラ

ンの改定なんかに当たっても実態調査

とか、そういうこともおっしゃっていた

だいているので、こんなにいいところが

あるんですよということで、個別にも知

らせていっていただくということも考

えていただきたいと思います。 

 ぜひ、継続してほしい制度です。以上

です。 

○上村高義委員長 以上で、質疑を終わ

ります。 

 暫時休憩します。再開は１時。 

（午後１時１３分 休憩） 

（午後１時３２分 再開） 

○上村高義委員長 再開します。 

 議案第４号、議案第１１号、議案第２

５号及び議案第２９号の審査を行いま

す。 

 本４件のうち議案第１１号について

は、補足説明を省略し、議案第４号、議

案第２５号及び議案第２９号について、

補足説明を求めます。 

 堤保健福祉部長。 

○堤保健福祉部長 それでは、議案第４

号、平成２９年度摂津市国民健康保険特

別会計予算につきまして、補足説明をさ

せていただきます。 

 まず、歳入でございますが、１０ペー

ジ、款１国民健康保険料、項１国民健康

保険料、目１一般被保険者国民健康保険

料は被保険者数の減少に伴う保険給付

費などの減少によりまして、前年度に比

べ５．８％の減となっております。収納

率は現年度分が９０．７％、滞納繰越分

が１４．１％を見込んでおります。目２

退職被保険者等国民健康保険料は前年

度に比べ６４．３％の減で、年齢到達に

伴う退職被保険者等被保険者数の減に

よるものです。 

 款２使用料及び手数料、項１手数料、

目１督促手数料は前年度に比べ２５．

０％の増となっております。 

 １２ページ、款３国庫支出金、項１国

庫負担金、目１療養給付費等負担金は、

前年度に比べ１．４％の減で、給付費等

対象費用の減によるものでございます。 

 目２高額医療費共同事業負担金は、前

年度に比べ１６．４％の増で、８０万円

以上の高額医療費に係る共同事業医療

費拠出金の４分の１が法定負担となっ

ております。 

 目３特定健康診査等負担金は、前年度

に比べ３．２％の減で、対象経費の３分

の１が法定負担分となっております。 

 項２国庫補助金、目１財政調整交付金

は、前年度に比べ７．１％の増で、全国

レベルで財政調整を行う普通調整交付

金の増によるものでございます。 

 目２事業助成補助金は、平成３０年度

からの国保広域化に係る準備補助金で、

システム改修費用について交付を受け

るものでございます。 

 款４療養給付費交付金、項１療養給付

費交付金、目１療養給付費交付金は、前

年度に比べ３７．３％の減で、退職被保

険者の減少に伴う医療費等の減による

ものでございます。 

 １４ページ、款５前期高齢者交付金、

項１前期高齢者交付金、目１前期高齢者
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交付金は、前年度に比べ３．６％の減で、

過年度精算等によるものでございます。 

 款６府支出金、項１府負担金、目１高

額医療費共同事業負担金は、前年度に比

べ１６．４％の増で、拠出金の増に伴う

ものでございます。 

 目２特定健康診査等負担金は、前年度

に比べ３．２％の減でございます。 

 項２府補助金、目１財政調整交付金は

前年度に比べ７．６％の減で、保険財政

共同安定化事業に係る激変緩和措置の

縮小などによるものでございます。 

 目２事業助成補助金は、前年度に比べ

０．４％の減でございます。 

 款７共同事業交付金、項１共同事業交

付金、目１高額医療費共同事業交付金は

前年度に比べ７．３％の増で、国保連合

会への拠出額から実績を参考に計上い

たしたものでございます。 

 １６ページ、目２保険財政共同安定化

事業交付金は、前年度に比べ０．５％の

減でございます。 

 款８繰入金、項１一般会計繰入金、目

１一般会計繰入金は、前年度に比べ４．

１％の増で、職員給与費等繰入金の増な

どによるものでございます。 

 目２保険基盤安定繰入金は、前年度に

比べ５．２％の減でございます。 

 款９諸収入、項１雑入、目１一般被保

険者第三者納付金、目２退職被保険者等

第三者納付金、目３一般被保険者返納金、

目４退職被保険者等返納金は、過去の実

績を参考に計上いたしております。 

 目５雑入は、現金給付の指定公費を見

込んでおります。 

 １８ページ、項２延滞金、加算金及び

過料、目１延滞金は保険料に係る延滞金

でございます。 

 次に、歳出でございますが、２０ペー

ジ、款１総務費、項１総務管理費、目１

一般管理費は、前年度に比べ１７．０％

の増で、国保広域化に向けた国保システ

ム改造委託料などによるものでござい

ます。 

 目２連合会負担金は、前年度に比べ３．

３％の減となっております。 

 目３市町村部会負担金は、前年度と同

額となっております。 

 項２徴収費、目１賦課徴収費は前年度

に比べ２３．４％の減で、非常勤職員に

係る賃金の減などによるものでござい

ます。 

 ２２ページ、項３運営協議会費、目１

運営協議会費は、前年度と同額となって

おります。 

 款２保険給付費、項１療養諸費、目１

一般被保険者療養給付費は、前年度に比

べ３．３％の減で、被保険者数の減によ

るものでございます。 

 一方で、一人当たりの費用額では２．

９％増の３８万９９１円を見込んでお

ります。 

 目２退職被保険者等療養給付費は、前

年度に比べ３８．５％の減で、退職被保

険者等被保険者の減によるものでござ

います。 

 目３一般被保険者療養費は、前年度に

比べ７．６％の減でございます。 

 目４退職被保険者等療養費は、前年度

に比べ５１．５％の減でございます。 

 目５審査支払手数料は、前年度に比べ

５．５％の減でございます。 

 ２４ページ、項２高額療養費、目１一

般被保険者高額療養費は、前年度に比べ

０．３％の増でございます。 

 目２退職被保険者等高額療養費は、前
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年度に比べ３２．４％の減でございます。 

 目３一般被保険者高額介護合算療養

費及び目４退職被保険者等高額介護合

算療養費は、前年度と同額となっており

ます。 

 項３移送費、目１一般被保険者移送費

及び目２退職被保険者等移送費は、前年

度と同額となっております。 

 項４出産育児諸費、目１出産育児一時

金は、前年度に比べ１８．９％の減でご

ざいます。 

 目２支払手数料は、前年度に比べ１８．

８％の減でございます。 

 ２６ページ、項５葬祭諸費、目１葬祭

費は、前年度と同額となっております。 

 項６精神・結核医療給付費、目１精

神・結核医療給付金は、前年度に比べ６．

２％との減でございます。 

 款３後期高齢者支援金等、項１後期高

齢者支援金等、目１後期高齢者支援金は、

前年度に比べ４．６％の減で、被保険者

数の減及び過年度分精算によるもので

ございます。 

 目２後期高齢者関係事務費拠出金は、

前年度と比べ４．８％の増となっており

ます。 

 ２８ページ、款４前期高齢者納付金等、

項１前期高齢者納付金等、目１前期高齢

者納付金は、前年度と比べ６６７．８％

の増で、負担調整額の増によるものでご

ざいます。 

 目２前期高齢者関係事務費拠出金は、

前年度と比べ４．５％の減でございます。 

 款５老人保健拠出金、項１老人保健拠

出金、目１老人保健事務費拠出金は、前

年度と比べ３４．３％の減でございます。 

 款６介護納付金、項１介護納付金、目

１介護納付金は、前年度に比べ２．６％

の減で、第２号被保険者数の減及び過年

度精算によるものでございます。 

 ３０ページ、款７共同事業拠出金、項

１共同事業拠出金、目１高額医療費共同

事業医療費拠出金は、前年度に比べ１６．

４％の増で、高額医薬品の影響等による、

対象医療費の増によるものでございま

す。 

 目２保険財政共同安定化事業拠出金

は、前年度に比べ１．４％の減でござい

ます。 

 目３高額医療費共同事業事務費拠出

金、目４保険財政共同安定化事業事務費

拠出金、目５その他共同事業事務費拠出

金は、前年度と同額となっております。 

 款８保健施設費、項１保健施設費、目

１特定健康診査等事業費は、前年度に比

べ５．１％の減で、特定健康診査対象者

数の減によるものでございます。 

 目２保健衛生普及費は、前年度に比べ

１．５％の減でございます。 

 ヘルスアップ事業において、新規に若

年者層を対象としたセルフ健康チェッ

クサービスを実施してまいります。 

 ３２ページ、款９諸支出金、項１償還

金及び還付加算金、目１一般被保険者保

険料還付金は、前年度に比べ３８．１％

の増となっております。 

 目２退職被保険者等保険料還付金は、

前年度に比べ３７．０％の減でございま

す。 

 款１０予備費、項１予備費、目１予備

費は、前年度と同額となっております。 

 以上、予算内容の補足説明とさせてい

ただきます。 

 次に、議案第２５号、摂津市国民健康

保険条例の一部を改正する条例制定の

件につきまして、補足説明をさせていた
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だきます。 

 本件は、地方税法等の改正を受け、国

民健康保険法施行令が改正されたこと

に伴い、本条例の一部を改正するもので

ございます。 

 地方税法の改正に伴い、特定公社債等

の利子所得に係る申告方法が変わった

ことなどを受け、第１４条の基礎賦課額

の所得割額及び第２０条の保険料の減

額の算定に用いる所得の規定につきま

して、所要の改正を行うものでございま

す。 

 続きまして、議案第２９号、摂津市国

民健康保険条例の一部を改正する条例

制定の件につきまして、補足説明をさせ

ていただきます。 

 本件は、国民健康保険法施行令の一部

を改正する政令が、平成２９年２月２２

日に公布されたことに伴いまして、追加

議案をお願いし、本条例の一部を改正す

るものでございます。 

 経済動向を踏まえ、所得の低い方が軽

減対象から外れないように、第２０条の

保険料の減額の規定中、軽減適用の所得

基準の引き上げを行うものでございま

す。 

 以上、摂津市国民健康保険条例の一部

を改正する条例制定の件につきまして、

議案第２５号及び議案第２９号の補足

説明とさせていただきます。 

○上村高義委員長 説明が終わりまし

た。質疑に入ります。 

 森西委員。 

○森西正委員 それでは、議案第１１号

の補正からいきたいと思います。 

 ６ページの事業助成補助金です。国庫

補助金の事業助成補助金の国民健康保

険制度関係業務準備事業費補助金です。

先ほどご説明で、平成２９年度の当初予

算で、国保の一元化システム改修費用と

いうことでの説明をいただいていたん

ですけれども、平成２８年度の補正も同

じことであるのか、その点をお聞かせい

ただきたいと思います。 

 続いて、平成２９年度予算にいきまし

て、歳入ですけれども、一般の被保険者、

国民健康保険料ですけれども、前年度が、

２０億６，９６９万７，０００円ですか

ね、それで平成２９年度が１９億４，９

２１万７，０００円と１億２，０４８万

円の減少になっておりますけれども、余

りにも、その金額が大きい気がするんで

すけれども、この予算での見込みの立て

方について、教えていただきたいと思い

ます。 

 あわせて、この退職被保険者等国民健

康保険料も減少になっておりますけれ

ども、そちらも、見込みについて教えて

いただきたいと思います。 

 歳出は、概要で進めたいと思います。 

 １６８ページですけれども、一般事務

事業の中身ですね、国保システム改造委

託料ということで、これは先ほど説明を

いただいている部分なのかなとは思う

んですけれども、具体的に、今、どうい

う段階で、例えば、平成３０年度一元化

に向けて、どう進んでいくのか、教えて

いただきたいと思います。 

 続いて、同じく１６８ページの、この

上の一般事務事業の非常勤職員等賃金

ですけれども、昨年度を見ますと、１，

０４０万９，０００円ということで、平

成２９年度が２，１３７万２，０００円

ということで、約倍の増になっておりま

すけれども、この中身を教えていただき

たいと思います。 
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 その中で、平成２９年度になくなって

いる部分で、保険証等の封入封緘業務委

託料が昨年は出てたんですが、ことしは

ゼロになっているんですけれども、その

点、教えていただけたらと思います。 

 その下ですけれども、賦課徴収事業の、

督促催告等封入封緘委託料ですかね、こ

れが昨年はなかった、ゼロだったと思う

んですが、平成２９年度は９０万３，０

００円ということで、予算を立てられて

います。この点、教えていただきたいと

思います。 

 続いて、１７０ページですけれども、

一般被保険者療養給付費ですけれども、

５９億１，８６２万１，０００円ですね、

昨年が６１億１，７６０万円ということ

で、減になっておりますけれども、これ

を立てられた見込みについて、教えてい

ただきたいと思います。 

 続いて、１７４ページですけれども、

特定健診審査等事業費ですけれども、こ

の中の特定健診審査等委託料です。以前

から受診率をふやしていくということ

でご答弁をいただいておりますけれど

も、今、現状どのようになって、この平

成２９年度予算では、受診率をどのよう

に計算でされて、この金額にされている

のか、お聞かせいただきたいと思います。 

 １７６ページですけれども、保健衛生

普及費のヘルスアップ事業委託料です

けれども５９２万１，０００円と出てお

ります。 

 当初の予算の主要事業の一覧の中で

は、保健事業の中で糖尿病等の生活習慣

病の疾病予防に着目し、第３期特定健康

審査等実施計画をということで、データ

ヘルス計画に回答しますということで

ありますけれども、そしてまた若年層を

対象に自己採血キットによる血液検査

とＷｅｂサービスを組み合わせたセル

フ健康チェックサービスを導入します

ということです。 

 継続と拡充ということになってます

けども、これはここに出てますヘルスア

ップ事業委託料といいますか、ヘルスア

ップ事業のことであるのか、お聞かせい

ただきたいと思います。 

 以上です。 

○上村高義委員長 安田課長。 

○安田国保年金課長 それでは、森西委

員のご質問にご答弁させていただきま

す。 

 まず、事業助成補助金の補正について

でございます。 

 ２２０万円の補正ということで上げ

させていただいております。 

 内容につきましては、平成３０年度の

国民健康保険の広域化に伴うシステム

の改造経費補助でございます。 

 当初、特別調整交付金で交付予定とな

っておりましたが、財政措置が事業助成

補助金として交付となったため、当初の

予算額の特別調整交付金を減額させて

いただいて、改めて事業補正補助金とし

て、実質経費分を補正予算として計上さ

せていただいたものでございます。 

 同時に歳出の補正においても国保シ

ステム改造委託料が３００万円を計上

しておりましたが、確定に伴いまして９

８万円減額して、この事業助成補助金と

同額となるよう、２０２万円の歳出とな

っております。 

 続いて、一般被保険者保険料１億２，

０００万円弱の見込みについてでござ

います。 

 予算全般に言えることなんですが、被
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保険者数が、ここ近年、大幅に減少して

きております。平成２９年度につきまし

ても、全体で７．８％、約１，８００人

の被保険者の減を見込んでいるところ

でございます。 

 その中で、保険料につきましては、給

付費等の歳出から国庫等からの入って

くる分を見込んだ中で、保険料を組んで

おる状況でございます。 

 ちなみに、一人当たり保険料につきま

しては、ほぼ前年度と同額という形にな

っております。 

 退職被保険者につきましても、同様で

ございます。昨年度は退職被保険者を６

００人と見込んでおりましたが、平成２

９年度は２００人と、こちらにつきまし

ては、もう制度の経過措置中で、人数が

減っていくのみとなっていきますので、

半数以上が減っております。 

 そういった中で、保険料につきまして

も、同様に減少を見込んだところでござ

います。 

 続いて、歳出の国保システム改造委託

料でございます。内容についてでござい

ますが、平成２８年度につきましては、

同様のシステム改造をしておるところ

でございますが、平成２８年度の改造に

つきましては、試算用のデータはき出し

についての改造となっておりました。平

成２９年度は広域化によりまして、国保

の資格や高額療養費の多数該当など、市

町村単位から大阪府単位での管理とな

ることから、制度改正に合わせた改修が

必要となってまいります。 

 また、本市のシステムと国保連合会に

設置されます情報集約システムとの連

携に伴う改修も必要となってまいりま

すので、そういった内容の経費となって

おります。 

 続きまして、非常勤賃金についてでご

ざいます。 

 非常勤賃金の増額の理由につきまし

ては、２点ございます。 

 １点目は、広域化の準備作業として、

平成２９年度から２名増員とさせてい

ただいたものとなっております。 

 ２点目としましては、賦課徴収費で減

となっておりますが、賦課徴収事業の収

納推進員として計上していましたもの

が、収納推進員の任期終了に伴い、新た

に非常勤職員等賃金として、こちらで計

上させていただいたということで、金額

がふえております。 

 続いて、封入封緘業務委託料がなくな

った理由でございます。 

 保険証の封入封緘業務委託料につき

ましては、平成２８年度の予算では、保

険証の更新は２年ごとの更新となって

おりましたが、平成２９年度は保険証の

更新年度ではないため計上していない

ということになっております。 

 また、督促・催促等に係る封入封緘業

務につきましても、賦課徴収に係るもの

でございますので、今回、賦課徴収事業

として、もともと保険証の封入封緘等と

いうところで含めて、委託料を計上して

おりましたが、今回、別立てで計上させ

ていただいたというものでございます。 

 続きまして、療養給付費の減の見込み

のところでございます。 

 療養給付費の減につきましては、こち

らも被保険者の減少が主な要因として

上げられます。その中で医療費の伸びの

要因としましては、診療報酬の改定、被

保険者数、高齢化の影響、医療の高度化

などが上げられてきます。 
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 平成２９年度は、診療報酬の改定はご

ざいません。そのため、一人当たりの伸

びとしましては、高齢化と医療の高度化、

高額医療薬品といった部分が要因とな

ります。一人当たりは伸びておりますが、

被保険者数の減少が一人当たりの伸び

を上回っているため、総額では減となっ

たものとなっております。 

 特定健診の委託料についてでござい

ます。受診率を上げるという部分でござ

います。こちらにつきましては、これま

でも受診率向上に向けて、いろいろと取

り組んできたところでございます。その

中で、平成２９年度につきましては、予

算では３２％を見込んだ中で計上いた

しております。 

 特定健診の受診率につきましては、あ

くまで４月から３月まで、もうフルに国

保の被保険者であった方を分母と分子

に参入して、計算するというルールとな

っております。 

 しかしながら、委託料につきましては、

途中でやめられた方、国保の資格である

期間に受けられた方については、お支払

いは国保で負担となってますので、若干

そういった部分で差は生じてまいりま

すが、３２％を目途に予算を計上させて

いただいたところでございます。 

 受診率を上げるという部分でござい

ます。ここにつきましては、これまでも

保健センターを活用した受診勧奨、電話

業務やはがきでの受診勧奨を継続的に

やらせていただいております。 

 これにつきましては、直接本人に働き

かけができることから、効果は高いもの

と考えております。 

 そういった部分で、平成２９年度は、

はがきの送付等につきまして見直し等

も検討した中で、受診率を上げる取り組

みをしてまいりたいと考えております。 

 最後に、ヘルスアップ事業の委託の部

分でございます。委員おっしゃるように、

セルフ健康チェックサービス等もこの

中に含めさせていただいたものでござ

います。 

 ヘルスアップ事業の内容につきまし

ては、特定健診の未受診者対策事業、保

健指導未利用者対策事業、糖尿病性腎症

重症化予防事業、糖尿病性腎症重症化予

防栄養指導事業、それにセルフ健康チェ

ックサービス事業を新たに加えさせて

いただいて、計上させてもらったもので

ございます。 

 以上でございます。 

○上村高義委員長 森西委員。 

○森西正委員 補正に関しては、ご説明

いただきまして、わかりました。 

 また、平成２９年度予算の歳入に関し

ても、被保険者が減少してるからという

ことで、これもご説明いただいて、理解

をさせていただきました。 

 国保のシステム改造委託料の件です

けれども、平成２８年度を補正されて、

平成２９年度当初から予算を組まれて、

今後、平成３０年度の一元化に向けてと

いうことでありますから、この辺の金額、

この金額の推移でいくのか、平成３０年

度にはもう少し上がってくるのか、その

点、わかるようであれば教えていただけ

たらと思います。 

 非常勤職員の賃金の件も、徴収の事業

等でということで、増につながったとい

うことでありますし、保険料との封入封

緘業務に関しても、これは理解をさせて

いただきました。 

 それと、特定健診の件ですけれども、
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受診向上に取り組んでいくということ

で、以前からご答弁をいただいています。 

 でも、受診率を向上するためには、ご

努力はされているとは思うんですけれ

ども、その中で、もう少し、受診率が向

上するために、どのような働きかけをさ

れようとしておるのか、具体策等があれ

ば、教えていただけたらと思います。 

 次は、ヘルスアップ事業委託料の件で

すけれども、これもデータヘルス計画の

糖尿病等の生活習慣病の疾病予防等と

いうことで、また、若年層を対象にして

健康チェックサービスということをさ

れようということでありますけれども、

若いときから自分の体を気をつけてと

いうことであろうかと思いますけれど

も、この辺、国立循環器病研究センター

が来て、この事業に対してのタイアップ

を何か考えておられるのか。お聞かせい

ただきたいと思います。 

○上村高義委員長 安田課長。 

○安田国保年金課長 それでは、２回目

のご質問にご答弁させていただきます。 

 国保システムの改造委託料で平成３

０年度もっと金額が上がってくるのか

というお問いでございます。 

 現時点では、国等の説明いろいろ聞い

ておりますが、平成３０年度以降につき

ましては、特に改造として新たに上がっ

てくるものはないかと思います。 

 ただ、今後、いろいろと広域化の中身

が確定していく中で、摂津市としての激

減緩和とか、そういった部分が出てきた

場合、改造が必要ということも考えられ

ます。 

 しかし、基本的には大まかな部分とし

ましては、今回の改造で平成３０年度が

迎えられるということになってくると

考えております。 

 続きまして、特定健診委託料の部分で、

もう少し何か具体策はということでご

ざいます。これまで電話とはがきを軸に

受診勧奨を実施してきたところでござ

います。 

 しかしながら、受診率も３０％ちょっ

ということで上がってこないところに

なっております。 

 平成２９年度につきましては、これま

での事業にプラスしまして、保健福祉課

でいろんな事業をやっております健康

教室や講座等、そういったイベントなど

の場におきまして他課とも連携を行う

なかで積極的な勧奨、ＰＲといったもの

を実施していきたいと考えております。 

 また、平成２７年度の状況等を見てま

すと、個別の医療機関での受診件数とい

うものが課題となっておりますので、こ

ういった部分につきましても、医師会、

薬剤医師会に働きかけを行いながら、受

診率向上に取り組んでまいりたいと考

えております。 

 ヘルスアップ事業の部分で、国立循環

器病研究センターとのタイアップにつ

いてでございます。 

 この国立循環器病研究センターとの

タイアップにつきましては、データヘル

ス計画を策定するに当たりまして、国立

循環器病研究センターの先生方からも

いろいろとご意見をいただいていたと

ころでございます。 

 また、現在やっております糖尿病性腎

症重症化予防栄養指導事業におきまし

ても、栄養教室の献立について、専門的

なご助言をいただくなど、連携を図って

いるところでございます。 

 また、今後につきましても、いろいろ
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と生活習慣病対策に、取り組んでいかな

ければいけませんので、こういった部分

につきましても、いろいろとご相談をし

ていきたいと考えております。 

 以上でございます。 

○上村高義委員長 森西委員。 

○森西正委員 平成３０年度の国保の

一元化ということで進んでますけれど

も、先日、粗い試算ということで、お示

しをいただいて、まだ、あれからは状況

が変わってないとは思いますので、府か

ら示された早い段階で、また示していた

だいて、市民に混乱のないような形で進

めていただきたいと思います。 

 国保の被保険者数が減少ということ

でありますから、大阪府下全体で一元化

ということになっても、摂津市がどうい

う状況か、例えば数字を上げたりという

こともあろうかと思います。それは、や

はり健康で過ごすというのは、まず何よ

りですから、そのために、いろんな数字

をとったりということをしてるわけで

す。先ほど、国立循環器病研究センター

の話もさせていただきましたが、国のあ

れだけの機関が健康ということで摂津

市に隣接するところに来て、入っていた

だけるわけですから、その点は、十分に

利用をしていただいて、例えば、なかな

か健康、体というのは数字になかなか見

えないものですから、仮に寿命が延びま

したよとかいうのであればわかるんで

しょうけど、それでも長いスパンのこと

ですからなかなか数字に出てこなかっ

たりとかいうことでありますので、例え

ばいろんな何らかの調査で、数字を出さ

れてますから、ぜひとも、今の数字より

も健康、体にとっていいという数字にな

るように、例えば国立循環器病研究セン

ターが来て、中に入って、以前は、こう

いう数字がこのように改善しましたと

いうことになるように、ぜひとも努力し

ていただいて進めていただきたいと思

います。 

 もっともっと、国立循環器病研究セン

ターにさまざまなことに入っていただ

いて、そしてまた摂津市民の健康に対す

る考えを変えていただくというか、いい

方向に変えていただくように、そういう

取り組みも、ぜひとも進めていただきた

いと思いますので、よろしくお願いして、

質問を終わりたいと思います。 

○上村高義委員長 ほかに。 

 嶋野委員。 

○嶋野浩一朗委員 まず、補正で１点お

聞かせいただきたいと思います。 

 財政調整交付金が、今回３００万円の

減額となっております。部長からの平成

２９年度の第４号の説明の中でも激変

緩和というお話があったと思いますけ

れども、そこと関係しているのかなと少

し思うんですけれど、今回の補正で減額

となっている理由について、まずお聞か

せいただきたいと思います。 

 それから、第２９号なんですけれども、

今回は５割軽減、２割軽減の基準を変更

されるということなんですけれども、大

体どの程度の世帯、また額にして、どの

程度の影響があるものなのか参考まで

にお聞かせいただきたいと思います。 

 ここからは、議案第４号平成２９年度

の予算の質問なんですけれども、まず、

２３ページになります。電話催告等の業

務委託料でございます。 

 これまでも、この事業については実施

されてこられまして、一定効果を上げて

おられるかなと思いますけれども、平成
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２９年度、もし何か新たな工夫等がある

のであれば、少しお聞かせいただきたい

と思っておりますし、今までこの事業を

行ってこられて、費用対効果という側面

からどのように精査されておられるの

か、一度お聞かせいただきたいと思いま

す。 

 続きまして、議案書の３０ページ、３

１ページになりますけれども、レセプト

の点検事務の嘱託員の賃金でございま

す。レセプトが電子化をされまして、い

ろいろなアプローチが可能になったの

かなと思っております。これは、平成２

７年度の決算の際にも触れさせていた

だきましたけれども、いわゆる多受診あ

るいは重複受診といった問題につきま

しても、レセプトが電子化されることに

よって抽出がされやすくなったんだろ

うなと。 

 そのことによって、保健師等の指導も

一定可能になったのかなと理解をして

いるところなんですけれども、平成２９

年度、レセプトの点検ですが、どういっ

たことを期待されておられるのか、少し

お聞かせいただきたいと思います。 

 同じく、３０ページ、３１ページにな

りますけれども、後発医薬品普及促進委

託料でございます。これも本市では、長

年取り組んでおられまして、差額通知と

いったものをお示ししていただいてい

るわけなんですけれども、まず、この事

業につきましても、１回目は費用対効果

といった側面を、ジェネリックの普及率

も含めて、一度お聞かせいただきたいと

思います。 

 最後に、森西委員も聞かれておられま

したけれども、若年層を対象としたセル

フ健康チェックサービスでございます。

特に、若年層となりますと、過信とは言

いませんけれども、自分の体あるいは健

康問題に対して、特に何か問題を抱えて

いるとなかなか考えにくい年齢層じゃ

ないかなと思います。 

 今回、ヘルスアップ計画ということで、

新たに取り組まれるわけなんですけれ

ども、これについては、相当工夫をされ

ないと、思った効果が上げられないんじ

ゃないかと思うんですけれども、この点

についてどういった工夫をされるのか、

少しお聞かせいただきたいと思います。 

 以上で、お願いいたします。 

○上村高義委員長 安田課長。 

○安田国保年金課長 それでは、嶋野委

員のご質問にご答弁させていただきま

す。 

 まず、補正の３００万円の減の理由で

ございます。財政調整交付金です。先ほ

どの森西委員のところにかぶってまい

りますが、当初、システム改修に関しま

して、財政調整交付金で３００万円が補

てんされるということで、当初予算を組

んでおったところでございます。 

 しかしながら、システム改修経費の補

助につきましては、国の事業助成補助金

で歳入を受けるということになりまし

たので、財源の歳入の予算を入れかえた

という形になっております。 

 続きまして、議案第２９号の軽減によ

る影響についてでございます。まず、軽

減につきまして、５割軽減、２割軽減の

対象の基準額の引き上げという形にな

っております。平成２８年度の実績で試

算させていただいたところ、人数で申し

ますと、５割軽減で３８名、２０世帯。

２割軽減で１７名、１０世帯の方が今回

の範囲で増える対象となってまいりま
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す。 

 金額につきましては、それぞれ応益割

の５割、２割が軽減になりますので、世

帯分が影響金額となってまいります。 

 続いて、レセプト点検の賃金について

のご質問でございます。電子化によって

期待するところでございます。確かに委

員おっしゃいました多受診、重複という

部分も含めて効果が期待できることに

なってまいります。レセプト点検につき

ましては、これまで内容点検と資格点検

というのがございます。内容点検につき

ましては、これまで国保連合会で点検を

していただいていました。 

 レセプト点検の市のほうにおきまし

ては、資格点検の部分、またレセプトに

かかわります高額療養費や資格喪失後

の受診の返納金といいまして、国保でな

いのに国保を使われていたと、そういっ

た部分で、レセプトの嘱託員にチェック

等をしていただいております。 

 また、特に資格喪失後受診につきまし

ては、一昨年ですか、社会保険とのお金

のやりとりという仕組みができるよう

になりましたので、かなり効果が上がっ

てきております。これまで、本人にお金

を返していただくというのが原則にな

っておりましたが、本人の同意を得る中

で、社会保険とこちらでお金の調整をで

きることになりましたので、かなり掘り

下げというところでいいますと、医療費

削減の効果が出てまいります。 

 多受診、重複受診につきましても、国

保連合会で、サポート事業というのがご

ざいまして、これを平成２９年度、活用

させていただいて、こういった問題につ

いて取り組んでいこうと。 

 初年度ですので、連合会のノウハウを

いただく中で、平成３０年度以降は市独

自としてもやっていきたいと考えてお

ります。 

 続きまして、後発医薬品普及率のとこ

ろでございます。後発医薬品の普及率で

ございますが、こちらにつきましては、

直近、平成２８年９月におきましては、

普及率が６７．９５％となっております。

前年の同時期では、６２．５４という普

及率になっておりますので、効果として

は上がっております。 

 また、府下におきましても、摂津市は

ちょっと順位は下がったんですけども、

４番目の利用率という状況となってお

りますので、かなり普及効果は上がって

いるのではないかなと考えております。 

 続いて、セルフ健康チェックの工夫と

いうところでございます。こちらにつき

ましては、若年者健診というものがこれ

まで課題となっておりました。４０歳未

満の方につきましては、日中仕事をして

いる方が多いというところで、なかなか

健診を受けていただく機会がなかった

かなと。そういったところで、ご自宅で

もできるセルフ健康チェックサービス

というものを、今回、導入させていただ

くと。 

 ここにつきましては、スマートフォン

等で申し込みをいただきまして、ご自宅

で検査キットによって検査ができ、それ

を送り返していただくことで、検査結果

につきましてもスマートフォンで確認

ができます。 

 また、要検査等、受診が必要な方につ

きましては、お近くの医療機関のご案内

までできるという形で、重症化予防とい

う観点も出ておりますので、かなりの効

果を期待しているところでございます。 
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 電話催告業務につきましては、課長代

理からご答弁させていただきます。 

○上村高義委員長 大西課長代理。 

○大西課長代理 そうしましたら、私か

ら、電話催告委託業務について、これま

での費用対効果がどのように出たかご

答弁をさせていただきます。 

 まず、コールセンターの業務内容につ

きましては、口座の引き落としがかかっ

ていない方に対しての納付勧奨、初期の

滞納者の方に対しての納付勧奨、分割誓

約を組んでいる方もいらっしゃいます

ので、そういう方で不履行の方に対して

の納付勧奨。 

 あと、資格の適正化、これは社会保険

に加入されているにもかかわらず、国保

の脱退の手続がまだの方と、こういう

方々に対しまして、コールセンターから

あくまで勧奨という形でお電話をさせ

ていただいております。 

 こちらでございますが、毎月１６日か

ら月末まで、毎日かけていただいており

ます。ここで、おおむね月１，０００件

から１，２００件の架電をしております。 

 こちらを職員でやった場合のことを

考えますと、かなりの費用にはなってく

ると思います。今、こちらのコールセン

ターの委託業務の費用ですけども、約３

８０万程度となっておりますので、人件

費から換算しますと、費用対効果はある

のではないかなと考えております。 

 また、お問いにありました平成２９年

度以降、どのように工夫をしていくのか

ということでございますが、こちら、業

務内容は変えるつもりはございません

けれども、こちら架電をする方に対して

どのようにアプローチをしていくかと

いうのを、コールセンターに任せ切りに

するのではなくて、我々職員が目を通し

て、丁寧にやっていきたいと考えており

ます。 

 以上でございます。 

○上村高義委員長 嶋野委員。 

○嶋野浩一朗委員 ご答弁いただきま

して、ありがとうございます。大分理解

できました。 

 まず、補正のほう、それから議案第２

９号につきましてご答弁いただきまし

て、理解できました。ありがとうござい

ます。 

 また、平成２９年度の予算につきまし

ても、４点、今回、質問させていただき

ましたけれども、コールセンターにつき

ましても、１６日から月末、約半月の中

で、１，０００件から１，２００件もお

電話かけていただいているんです。 

 確かに人件費という面で考えると、相

当な効果があるんだろうなと思ってお

りますし、あわせてやはりこの３８０万

かけたことによって、どの程度の効果が

あったのかと、人件費以外での効果につ

いても、またしっかりと精査しながら、

より工夫をしていただきたいなと、要望

として申し上げたいなと思います。 

 それから、ジェネリックの普及なんで

すけれども、思っていたよりも高い普及

率だなということを細かく確認をさせ

ていただきました。たしか、これは通知

のシステムといったものが広島の呉で

始まったんだったですかね。摂津市もそ

れに負けず劣らず、大変に努力をされて

おられるなということで、改めて、この

点につきましては感謝申し上げたいと

思っておりますし、さらに上がっていく

ことがいいかどうかわかりませんけれ

ども、この数字をしっかりと推移を見守
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っていただきながら、事業を行っていた

だきたいなと思っております。 

 また、レセプトの電子化ということな

んですけれども、国保連合会のサポート

を受けてということもご答弁いただき

ましたけれども、私は、これは本当にい

ろいろな可能性を秘めているんだろう

なと思っています。データヘルス化計画

といったものもやはり、レセプトの電子

化が基本になるのかなと思っておりま

すし、やはり、そのことを踏まえて今後、

来るべき２０２５年以降の社会に向け

て、さまざまな可能性が出てくるんだろ

うなと思っておりますので、ぜひまた課

内でも、いろいろと議論を深めていただ

きたいなと思います。 

 それから、セルフ健康チェックサービ

スなんですけれども、今のことをお聞か

せいただきますと、確かに利便性の高い

といいますか、スマホで申し込んで、自

宅で検査をして、またスマホで結果を確

認できるということで、確かに利便性は

高いのかなと思っております。ただ肝心

なのは、４０歳未満の方が、まずは自分

の健康、自分の体というものに関心を向

けるということなんだろうと思ってお

りますので、そこの啓発につきましては、

しっかり引き続き行っていただきたい

と、それによって初めて、その便利なサ

ービスが功を奏するんだろうなと思っ

ておりますので、ぜひお願いをしたいと

思っております。 

 平成２９年度の運営方針を見ており

ますと、平成３０年度からの広域化とい

ったものを見据えて、保険財政の運営に

ついても健全化していくんだという方

向性が示されています。 

 その一方で、市民生活を考えて、今回

は保険料を据え置くんだということを

おっしゃっておられる。ということは、

繰り入れということについても、平成２

９年度については、従前どおり行ってい

くという方向なんだろうと思っており

ます。 

 それはそれとして、私も是としたいと

思っておりますけれども、広域化になっ

た、その先ですよね。その中でも、やは

り担当課として、１人１人の市民の健康

ということに対して、どのようにアプロ

ーチできるのかということについて、し

っかりと、また課内でも協議を重ねて、

より効果のある事業を展開していただ

きたいと、要望を申し上げまして、終わ

らせていただきます。 

○上村高義委員長 嶋野委員の質問は

終わりました。 

 藤浦委員。 

○藤浦雅彦委員 それでは、何点かだけ

ちょっと質問させていただきたいと思

います。 

 まず、総論といいますか、国保の置か

れている環境について、どんなふうに分

析されているかということについて、ち

ょっとお聞きをしておきたいと思いま

す。 

 今、景気が摂津市内でどんなふうに作

用しているのかという１つの見方です。

１つは財政の総務のほうで市税収入が

どれほどになっているかということが

１つの指標としてあると思うんですが、

一方で、今回の国保の中で、加入者が減

っていきますという、そういう意味にお

いてはこれは恐らく、景気がよくなって、

現役世代の入っていらっしゃる方が会

社勤めとかされるということになって、

社会保険に移行されていくということ
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も、その要因の１つなんだろうと思うん

ですけど、そういうことも踏まえて、そ

れから例えば、出産育児一時金なんかも

減額をされているということも、そうい

う現役世代が減っていくということが

見られると思うんですけども、そういう

景気の状況とか、経済の動きとかと合わ

せて、この国保の歳入のあたりはどんな

環境に、今、置かれていると見られて、

この試算をされているのかということ

が１点です。 

 それから、少し先のこと。今、広域化

の話もすぐ出てきますけども、今の団塊

世代の方が大体６７歳ぐらい、２０２５

年問題に向けて、刻々と年齢を重ねてい

かれるという状況の中で、これが非常に

大変だという要因が１つあって。 

 それから、もう１つは、最近の話題と

しては、高額の医薬品の話があります。

オプジーボがちょっと値下げをされた

ようですけども、オプジーボだけじゃな

くて、ほかにも高額の医薬品が登場して

きているということで、増額されている

部分もありますし、そういうちょっと先

を見通した段階では、どんなふうに今後、

国保が置かれていくことになるのかと

いうことを全体としてイメージをして

おきたいと思うので、そのことについて

ご答弁いただきたいと思います。 

○上村高義委員長 安田課長。 

○安田国保年金課長 国保の置かれて

いる環境というご質問でございます。確

かに委員がおっしゃいますように、国保

加入者が年々減少してきております。景

気の回復もございますが、昨年には、社

会保険の適用が拡大されるといった部

分で社保に移っていかれると。ますます、

現役世代が国保から抜けていかれると

いう状況となっております。 

 そんな中、歳入の構造につきましても、

かなりの変動が生じてきております。団

塊世代の方を含む６５歳以上の方につ

きましては、前期高齢者交付金という形

で、国保と被用者保険との財源調整とい

うものがございます。 

 こういった部分で、どうしても国保に

つきましては、前期高齢者の人数が多い

ということで、被用者保険側は国保へ拠

出する。前期高齢者納付金として支払う。

国保につきましては、交付金としていた

だくという形になっております。 

 前期高齢者交付金の歳入における部

分というのが、かなり膨らんできており

ます。なかなか保険料だけでは、運営が

厳しいので、前期高齢者交付金、そうい

った国、府だけでなく、被用者保険側か

らの歳入で、国保が賄われているという

状況となっています。 

 また、昨年度から高額医薬品の影響と

いうのが、これは国保のみならず、被用

者保険にも関係してまいりますが、非常

に医療保険制度に影響を及ぼす状況と

なっております。 

 こういった中で、やはり財政の安定化

という部分が非常に求められてくるわ

けでございますが、そういった部分で、

広域化というのが１つ、国において、平

成３０年度から運営が都道府県でやる

という形で、法律が改正されたところで

ございます。 

 今後につきましても、やはり２０２５

年問題というところで、団塊の世代の方

が７５歳に移られるといった中で、国保

については今後、後期高齢者の支援金と

いうのもかなり支援していかないとい

けません。そういった部分も増加してま



48 

 

いりますので、やはり市町村単位での運

営は厳しくなってくるのではないかな

と思います。 

 そういった中で、平成３０年度に向け

まして、本市においても、被保険者の影

響等を考えながら、運営をしてまいりた

いと考えております。 

 以上でございます。 

○上村高義委員長 藤浦委員の質問が

終わりました。 

 増永委員。 

○増永和起委員 そうしましたら、まず、

補正の６ページ、歳入で繰越金というの

が組まれております。これが合わせて１

億２，２６４万７，０００円となると思

うんですけれども、２０１５年度の黒字

が繰越金という形で入ってきているの

かなと思うんですけれども、赤字の場合

は、６月ぐらいに補正予算を組まれて、

繰り上げ充用という形で、前年度の赤字

がこれだけというのが、そのままはっき

りわかる形で入ってきてたと思うんで

すけれども、黒字の部分と、この繰越金

の関連、ちょっと教えていただけたらと

思います。 

 それから、平成２９年度予算書ですけ

れども、前期高齢者交付金は、これが減

っています。前期高齢者納付金はふえて

います。前期高齢者交付金は、前期高齢

者の加入数が少ないから減っているの

かなというのはわかるんですけれども、

結構な感じで前期高齢者納付金がふえ

ていたと思うんです。ちょっとここが今

までよりも数字が違う気がしますので、

理由を教えていただけたらなと思いま

す。前期高齢者交付金、７ページで出て

きますね。前期高齢者納付金は８ページ

で出ています。 

 それから、先ほども質問が出ておりま

したけれども、１２ページの事業助成補

助金の国民健康保険制度関係業務準備

事業費補助金、システム改修費、平成３

０年度の都道府県化に向けてというこ

とでした。大阪府は、都道府県化にとど

まらず、全国にない大阪府内統一化とい

うのをしようとしているわけです。保険

料率だけに限らず、減免制度やいろんな

ものを統一化しようとしています。 

 先日、粗い試算が大阪府から出されま

した。摂津市は、１人当たり保険料で１

万７，７７４円の値上げということに、

その粗い試算では、なっておりました。 

 大阪府下から、１人当たりでいきます

と、現在、高いほうから２４番目、４３

自治体中、市町村中２４番目だと思うん

ですけど、この粗い試算で平成３０年度

どうなるかという予測だと思うんです

けど、１３番目にはね上がるんです。 

 １万７，７７４円は、法定外繰り入れ

をやめることで７，７４３円、府内平準

化として１万３１円と、試算が出ていた

と思いますけれども、この１万７，７７

４円というのは、到底、市民にとっては

払い切れない額だと思うんですが、それ

について、どうお考えか、お聞きをいた

します。 

 以上です。 

○上村高義委員長 安田課長。 

○安田国保年金課長 それでは、増永委

員のご質問にご答弁させていただきま

す。まず、補正の繰越金についてでござ

います。委員おっしゃるように、繰越金

につきましては、平成２７年度決算でご

説明させていただきましたが、１億６，

８５２万６，４８３円を黒字として計上

させていただいたところでございます。 
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 その中で、返還金というものが、どう

しても翌年度精算というものが出てま

いりますので、そういった財源として、

今回、黒字のうち繰越金として補正を上

げさせていただいたものでございます。 

 今回の前に、２号補正のときにも高額

療養費の増加と、高額共同事業拠出金の

増という部分で５，６０８万５，０００

円、一度補正させていただいて、今回、

過年度分の返還金の財源として６，６５

６万２千円上げさせていただいたとこ

ろでございます。 

 結果として、補正後としましては、繰

越金というか、黒字の残としましては４，

５８７万９，０００円という形になって

まいります。 

 また、前期高齢者の交付金と納付金の

部分でございます。前期高齢者交付金に

つきましては、被保険者数等の影響もご

ざいますので、それによって変動が出て

おります。 

 交付金につきましては、３．６％の減

でございますが、これは被保険者数の減

少という部分と、こちらにつきましても

過年度精算、２年後の精算というものが

ございまして、平成２７年度に概算でい

ただいておりました分が、実は平成２７

年度もらい過ぎてたということで、平成

２９年度の歳入で、その分を差し引かれ

た形で、そういった部分も減の要因とな

っております。 

 一方で、納付金が、こちらは前年度に

比べて３７０万ほど伸びております。こ

ちらにつきまして、基本的には、前期高

齢者の割合が高いので、納付金は普通払

わないという仕組みになっているんで

すけども、今回、負担調整額というもの

が、それだけがかかってまいります。負

担調整額と申しますのが、他制度への支

援が著しく負担過多な額を、全保険者で

薄く広く負担する仕組みというものと

なっておりまして、被用者保険が、どう

しても交付金を負担する形になります

ので、それが余りにも多い場合に、調整

額として、国保も負担するという形で、

前期高齢者の割合がふえてきたという

部分で、この辺が納付金として発生した

要因と考えております。 

 最後に、試算結果を受けて、保険料が

市民にとって、かなり負担がふえるとい

う部分でございます。確かに、２月に府

から試算結果が示されまして、本市では、

かなりの増という形で示されておりま

す。 

 そんな中でございますが、今回の試算

につきましては、新制度に合わせて行わ

れる財政支援の拡充分は含まないで、試

算をされておりますので、この額をもっ

て、平成３０年度の保険料を直接的に示

すものではないといたしております。 

 今後、国の公費拡充部分も加味した中

で、試算の精査がされていくこととなっ

てまいりますので、大阪府におきまして

も、この新制度に向けた保険料の負担の

あり方や、激変緩和といった検討を行う

ための試算ということになっておりま

すので、本市におきましても、試算結果

の検証を進める中で、被保険者への負担

が、どのようにして緩和できるか、今後、

検討してまいりたいと考えております。 

○上村高義委員長 増永委員。 

○増永和起委員 繰り越しの合計と黒

字額とが違うということですよね。それ

が、繰り越しの黒字の残が４，５８７万

９，０００円とおっしゃいましたかね。

今、繰越金として特別会計の中に入れら



50 

 

れた以外に、それがあるということです

よね。これは、どこにあるんですか。何

か、ちゃんと見える形で、私たちにもわ

かりやすい形で示していただけるとあ

りがたいなと思うんです。繰り上げ充用

を見れば、前の赤というのがこれだけあ

るというのがわかるわけですけれども、

どこをどう見たら、２０１５年度の黒字

がどんなふうになっているのかが、ちょ

っとわかりにくいなと思っているので、

さらに説明をいただきたいと思います。 

 それから、前期高齢者の納付金、これ

は、余りにも国保の中の前期高齢者がふ

えているので、社保からそれを全部負担

してもらうのは余りにもなので、国保も

もうちょっと負担しましょうという話

なんです。ということは、これからも、

それは続いていく。しかも、その割合、

もしかしたら上がっていくということ

になるのか。今はすごくわずかな金額な

ので、社保もやはり負担がふえるばっか

りでは困るということは、社保の側から

いろいろ意見が出ているということは

耳にもしてます。ちょっと今後のことに

ついても、聞かせてもらえたらなと思い

ます。 

 それから、大阪府が行った粗い試算に

ついて、これは摂津市がすごい増額にな

るということについては認識をされて

いるということやと思います。国が言っ

ている財政支援１，７００億円投入する

という話だと思うんですけれども、以前

にもまず最初の１，７００億円として、

軽減のために繰り入れると、国が言って

いる金額があると思うんですけど、たし

かそれによって、国保加入者１人当たり

５，０００円の引き下げが可能だという

ことを国は言ったと思うんです。 

 実際には、摂津市の場合、そのときに

値上げをかぶせたので、５，０００円の

引き下げにはならなかったわけですけ

れども、今度の１，７００億円、これが

一体どれぐらい１人当たりの引き下げ

になると思われているのか、お聞きした

いと思います。 

 今度の繰入金というのは、必ずしも全

額軽減のためのお金として、保険者のと

ころに入ってくるわけではなくて、基金

をつくったりであるとか、それからいろ

いろ調整をするお金として、頑張ってい

るところにはたくさんあげるけど、そう

でないところは減らすよとか、いろいろ

そういう、大阪府が握るのか、国が握る

のか、調整をするお金としても考えられ

ているとも聞いております。 

 これが入ったから、この１人当たり１

万７，７７４円がぐっと下がるとは、私

には思えない。仮に５，０００円下がる

としても、１万２，０００円以上のアッ

プになるわけですよね。その辺の見通し、

お聞かせいただきたいと思います。 

 激変緩和、もちろんいきなり上がった

ら困るんですけれども、じゃあじわじわ

と上がったらいいのかというと、真綿で

首をしめられるというもので、結局上が

っていったら、払い切れなくなるんです。

激変緩和をするからいいんだという考

え方は、違うのではないかなと言わせて

いただきます。 

 府が出してきた粗い試算は、これ、医

療費の伸び率が４．１％で計算されてい

ると思います。先ほど摂津市の１人当た

り医療費の伸びは２３．１％と言われま

したかね。たしか森西委員の質問で、そ

ういう数字を出してはったんじゃなか

ったかなと思うんですけれども。もし違
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ったら言ってくださいね。 

 この前いただいてた資料では、大阪府

がつくっている医療費の伸びは、平成２

６年から平成２８年の平均に４．１％増

しというのを出していたと思うんです

けれどもです。 

 新たな国保制度における市町村標準

保険料率の仮試算結果について、概要、

資料１のところの真ん中辺、左側に大阪

府内の国保の状況ということで、書いて

いると思うんですけれども、この医療費

の伸びというものが、摂津市の場合と一

体どうなのか。 

 摂津市は、１人当たりの医療費、確か

に伸びるとは試算されているとは思う

んですけれども、でも伸び率というとこ

ろでは、大きくぐっとはね上がる試算で

はないのではないかと私は思っている

んです。保険給付費が今回、予算がぐっ

と下がりました。確かに加入者数という

のも下がっていると思うんですけれど

も、１人当たりの保険料があんまりむち

ゃくちゃなはね上がり方をしない計算

をしてはるんじゃないのかなと思って

見てるところなんですけれども、大阪府

の保険料の伸び率というのがあって、今

度の粗い試算というのは出てくるわけ

です。 

 この医療費の伸び率が低ければ、保険

料もそんなに大きく上がらない。医療費

の伸びを高く見込むと、もちろん高く金

額もなるわけですよね。これを誰がどれ

だけにするかというのは、大阪府が主導

で進めるワーキンググループ、大阪府の

国民健康保険運営協議会とかに諮られ

るんだろうと思うんですけれども、市町

村として、意見を言うというような場は

もしかしてあるのかもしれないですけ

れども、決定権は大阪府にあるというこ

とになると思うんです。そういうことに

なっていくと、そのさじかげんで、どん

どん金額が変わっていく、そういうこと

をお任せにしてしまって、果たしていい

のかなと。 

 この前、大阪社会保障推進協議会で、

大阪府の国保の総括主査に来てもらっ

て、学習会をしたんです。そのときにい

ろいろと説明をしてくださってたんで

すけど、そこでは通常いくらにするかと

いうのは、これから考えていますという

話もされていました。 

 それから収納率、これも今は割と、と

りやすい収納率で設定をしているけれ

ども、果たしてそれでいいのかどうかと、

収納率を低くすれば、保険料は高くなる。

けれども、収納率を高い設定にすると、

保険料は安くなるけど、その分、市町村

にとってはきつくなると。どっちがいい

のか、みたいな話をそれもされていまし

た。 

 こういうさまざまなことで、数字とい

うのは変わっていく、統一料率になると

いうことは、そのどれを選ぶのかという

のが市町村ではもう自分のところで選

ぶということができなくなるわけです。 

 そういうことを任せてしまって、本当

にいいのか。摂津市が、先ほどから健康

増進の話をいろいろされています。一生

懸命、健康の問題に取り組んで、医療費

の伸び率を摂津市として低くしたとい

うことがあったとしても、それは大阪府

下全体が、はい、これだけですよという

伸び率をぼんと出されたら、もうそれに

合わせて保険料は決まってくるわけで

すよね。 

 摂津市が一生懸命努力をしても、やは
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り大きい大阪市だとか、そういうところ

の流れにどうしてもなってしまうとい

うことになって、職員の方のインセンテ

ィブも働かないでしょうし、市民にとっ

ては、そんなに医療費が伸びてないのに

高い保険料がかかってくるということ

にもつながると思うんです。 

 この辺の問題について、どう思ってら

っしゃるのか、お聞きをしたいと思いま

す。２問目は以上です。 

○上村高義委員長 安田課長。 

○安田国保年金課長 それでは、２回目

のご質問にご答弁させていただきます。

まず、繰越金の部分でございます。委員

がご指摘のとおり、黒字の額と、今回補

正で上げさせていただいた繰り越しの

額が合わないという部分でございます。 

 こちらにつきましては、先ほども申し

ましたとおり、平成２８年度の補正にお

いての不足額の財源として、その分とし

て計上させていただいた形となってお

ります。金額につきましては、一旦、前

年度繰越金という形で、平成２８年度に

歳入の調定はさせていただいたところ

でございますが、最終的に、この額が何

ぼ残るかという部分につきましては、平

成２８年度の決算において、またご報告

をさせていただきたいと考えておりま

す。 

 続いて、前期納付金の部分でございま

す。今後、納付金がふえ続けていくのか

というお問いでございます。私どもも、

非常にこれまでにない大きな伸びとな

っており、驚いているところでございま

す。 

 先ほども申しましたとおり、前期高齢

者という６５歳から７４歳の方の割合

はどんどんふえていきますので、こうい

ったところの財源調整という部分はふ

えていくのではないかなと。そういった

中では、先ほどの負担調整額という部分

も、国保のほうとして出てくるのではな

いかなと考えております。 

 続いて、広域化の部分でございます。

まず、１,７００億円の影響というとこ

ろでございます。ここにつきましては、

国でも示しておりますが、低所得者対策

の強化という形で１,７００億円の投入

が新たに平成２７年度から行われたと

ころでございます。 

 平成３０年度からにつきましては、国

保改革に伴う財政基盤の強化というと

ころで更に１,７００億円を投入される

と聞いております。財政安定化基金の部

分につきましては、この１,７００億円

とは別ということでお聞きしておりま

すので、この１,７００億円につきまし

ては国保の財政基盤の強化に使われる

ものと考えております。 

 その中で、この割り振りと、どれだけ

の効果があるのかという部分でござい

ますが、この辺につきましては国が今後

考え方を整理した中で、次の試算のとこ

ろでは、どういう形で配分するかという

のを示してまいりますので、その時点で

は、ある程度、見えてくるのかなと考え

ております。 

 医療費の伸びにつきましてのお問い

でございます。試算では、確かに４．１％

の伸びということで試算をされており

ます。ちなみに、本市では、医療費の伸

びというのは３．０％で平成２９年度の

予算を組んでおります。 

 平成２７年度、平成２８年度、本市も

高額医薬品の影響ということで、これま

でもいろいろお話しさせていただいた
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ところでございますが、どちらかといい

ますと、本市よりも高額医薬品の影響は

他市のほうが非常に大きいと。１２月の

補正のときにも、高額共同事業の拠出金

の増額補正をさせていただいたんです

けども、逆に、歳入の交付金というとこ

ろは、当初の見込みぐらいの金額となっ

ておりました。他市の伸びというところ

が、この４．１％に引っ張られているの

ではないかなと考えております。 

 しかしながら、本市におきましても、

医療費の伸びを実績のベースで見てま

すと、５％、６％伸びている年もありま

したので、なかなか読みにくい部分では

ございますので、今後、引き続き、この

辺につきましては、しっかりと精査して

まいりたいと考えております。 

 あと、収納率の部分でございます。収

納率につきましても、府では過去３か年

の平均とか、３年のうちの一番高い収納

率を使うとか、そういったところで検討

がいろいろされているところでござい

ます。 

 本市におきましても、やはり料率が上

がってしまうと、今までの収納率をなか

なか維持するのが厳しいというところ

で、そういったところもしっかりと考え

て設定していただくように、これまでも

大阪府に要望していたところでござい

ます。 

 以上でございます。 

○上村高義委員長 増永委員。 

○増永和起委員 繰越金は決算ごとで

はっきりするというようなお話だった

と思うんですけど、通年わかるようにし

てもらえるとありがたいなと思ったり

はしています。これは要望です。 

 まだ繰り越しの残があるわけですか

ら、ぜひそれを保険料の値下げに使って

いただくことを要望しておきます。 

 それから、納付金が負担調整額という

ことでふえたという部分、これからも何

かいろいろあるのかなと、ちょっと不安

になっておりますけれども、本来は国が

しっかりと財源を確保すべきで、社保か

らとってこようという考え方が間違っ

ているのではないかなと、それは社会保

険の方々もどんどん保険料が上がると

いうのは非常におかしな話なので、国保

にちゃんと財政を入れろということで、

国にもご要望をお願いしたいと思いま

す。 

 それから、粗い試算は摂津市の実態と、

いろいろと離れているということがわ

かりました。３．０の伸び率で予算を組

まれている。大阪府の試算は４．１％の

伸び率ということで、非常に高い伸びを

している。そしたら、保険料ももちろん

引き上がるという話です。 

 こういうことはこれから先々、今はま

だこうやって、ここで議論ができるんで

すけれども、本当に大阪府がどんどん決

めていく状況で、ずっと進んでいくこと

になると、本当に私たちの手の届かない

ところで決まっていくということにな

ります。ぜひとも、しっかりと都道府県

化と大阪府内統一化は別物ですので、ち

ゃんと意見を言ってもらいたいと思う

んです。 

 その学習会に来てはった総括主査、こ

の方が１年前にも同じ学習会で話をし

てはったんですけど、そのときは、府内

統一化には必ず従ってもらう的な言い

方を非常にしてはったらしいんですが、

ちょっとこの前は物言いが変わってき

てはりまして、反対されている市町村も
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あるとか、市町村の繰り入れを府がやめ

させることはできないとか、それから保

険料決定は市町村権限であるとか、こう

いうことを私たちの前で、一般市民の前

で、大阪府の主査は言われたんです。運

営方針を尊重していただくよう、要請は

するとは言うてはるんですけれども、非

常にこれは昨年度と様子が違うという

ことで、後でそういう大阪社会保障推進

協議会の事務局の方が言うてはりまし

た。 

 市民の運動とともに、市町村から出さ

れる意見が、やっぱり大阪府を変えてい

っていると思いますので、佐賀県は市町

村に反対されて統一料率をやめました。

大阪府も、頑張れば考えを変えるという

ことになると思いますし、大阪府が変え

なくても、本来、市町村に権限は法律的

にはしっかりあるわけですから、まず府

内統一化にしっかり反対をしていただ

いて、大阪府が言うことを聞けへんでも、

摂津市民は摂津市が守ると、法律にのっ

とって市町村で料率をきっちり決める

ということでやっていただきたいと思

います。 

 ぜひ大阪府に、これからもご意見を言

っていっていただきたいと思うんです

が、最後にそのことだけご質問します。 

 部長、お願いします。 

○上村高義委員長 堤部長。 

○堤保健福祉部長 それでは、私の方か

らご答弁をさせていただきたいと思い

ます。思い起こしますと平成２１年に国

保年金課長を拝命いたしまして、当時、

過去最高の７億８，５００万円の累積赤

字を抱えておりました。 

 その中で、いろんな取り組みをしてま

いりました。当時、収納率８４％台かで

ございました。５年ぐらいかけて９０％

ぐらいに到達して、今、９０％ちょっと

超えているぐらいになっています。 

 その中でもいろんな取り組みをさせ

ていただいて、先ほどご質問のあった納

付コールセンターですとか、大阪府下で

初めてペイジーを導入させていただい

たり、いろんな取り組みをする中で、何

とか１億６，０００万円の黒字というと

ころまでこぎつけたところでございま

す。 

 先ほどのご質問にありましたように、

摂津市の努力した分が全く反映されな

くなるということが、職員のインセンテ

ィブにも影響してくるんではないかと

おっしゃっていただいたのは、まさしく

そのとおりだと思います。 

 今回の都道府県化によって、北摂がか

なり厳しいことになっているというの

は事実です。我々も、北摂の国保研究会

というのがあるんですけども、北摂でも

たびたび議論はさせていただいてまし

て、大阪府に対しても、要望していくと

ころはきちんと要望していこうという

ことは申し上げてます。 

 医療費については、都道府県化された

場合でも、我々北摂が押しなべて１人当

たりの医療費が高いという状況ですの

で、これは有利に働くんですよと、大阪

府からも言われている状況なんですけ

れども、何せ国保世帯の所得が高いもん

ですから、これは不利益に働くというよ

うなことがあります。 

 また、収納率についても、これまでの

いろんな努力してきた分が埋もれてし

まうというようなことにもなってまい

ります。そういったこともありまして、

我々も要望していくところはしっかり
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と要望していく。大阪府にも、上から指

図する、こう言うたら語弊があるかもし

れませんけど、上からではなくて、市町

村と一緒になって、国保運営というもの

をよくしていこうという姿勢で、国保運

営に携わっていただきたいと思います。

私たちとしましては、今後も一生懸命要

望して、少しでもよい国保をつくってい

きたいと思いますので、よろしくお願い

します。 

○上村高義委員長 増永委員。 

○増永和起委員 ぜひ、頑張ってくださ

い。 

○上村高義委員長 以上で、質疑を終わ

ります。次に、議案第８号の審査を行い

ます。本件については、補足説明を省略

し、質疑に入ります。 

 増永委員。 

○増永和起委員 後期高齢者の問題に

ついて、質問をさせていただきます。 

 後期高齢者の医療制度については、現

役並み所得の人が３割負担になって、す

ごく高くなったわけですけれども、この

現役並み所得の人自体は非常に低下傾

向にあります。国は、今、それ以外の方

は１割負担なわけですけれども、２割負

担を導入しようとするなど、さまざまな

改悪を考えています。 

 それと、特例軽減の廃止ということも

考えられています。健保の被扶養者だっ

た９割軽減の人は、５倍から１０倍に保

険料がはね上がることになってしまい

ます。この問題について、どうお考えか、

１つお聞きします。 

 それと、もう１つは、平成２８年３月

３１日に、厚生労働省から、都道府県宛

てですけれども通知がありまして、国民

健康保険の一部負担金減免制度、これに

ついて、生活保護の基準を持ってきてや

っているわけですけれども、その生活保

護の基準が３年間かけて低く繰り下げ

られてきたと。 

 国民健康保険の一部負担金の制度も、

それと倣ってしまうと小さくなってし

まうので、１．０倍から１．１倍にしな

さいという通知が出ていると思うんで

すけど、それを徹底してくださいねと出

ております。 

 これが、後期高齢者の医療保険制度の

中にも一部負担金減免があると思うん

ですが、ここにも適用を、もちろん摂津

市がやるわけではないので、広域連合で

すけれども、されているのかどうかとい

うことです。 

 それと、これは生活と健康を守る会と

いうところの全国組織が、厚生労働省と

交渉をした中で、この生活保護基準の方

というのは、前年度はそれなりの所得が

あったけれども、ぐっと落ちて、そうな

ったことを指すのか、それとも例年低い

金額で来ている、年金者ですから普通は

そうだと思うんですけど、そういう方も、

この一部負担金減免の対象になるのか、

ということについて質問したところ、厚

生労働省の考えとしては、ずっと低い人

も対象になると思っていると。 

 ただ、それを適用するか、どうするか

というのは、そこの自治体が判断をする

ことなのでと言っているらしいんです

けれども、広域連合で、ずっと低所得と

いう人についての一部負担金減免につ

いては、どういう考えなのかお尋ねした

いと思います。 

○上村高義委員長 安田課長。 

○安田国保年金課長 それでは、特例軽

減の廃止のご質問についてでございま
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す。特例軽減の廃止につきまして、保険

料の軽減措置は、制度の発足と同時に激

減緩和措置として実施されてきたとこ

ろでございます。 

 しかしながら、制度の持続性を高める

ため、また、世代間、世代内の負担の公

平性を図るため、負担能力に応じた負担

を求める観点から、見直しが必要とされ、

今回、旧被扶養者の方について、改正が

決定されたものでございます。 

 旧被扶養者である、もともと社会保険

の扶養であった方につきましては、後期

高齢に移行することによって保険料が

発生しますので、法令どおりであれば、

所得割がかからず、均等割を５割軽減す

る、２年間、法令上の軽減措置となって

おりましたが、特例として所得割なしの

９割軽減、期間の制限もなく９割を軽減

するというのが、これまで継続されて、

特例として措置されていたものでござ

います。 

 今回、第１段階として、９割軽減の部

分について、７割の軽減という形でされ

て、第２段階において、平成３０年度の

みですが、今度は５割の軽減という形で、

段階的な対応という見直しとなったも

のでございます。ここにつきましては、

冒頭申しましたとおり、世代間、世代内

の負担の公平という部分を考えますと、

一定ご負担はいただかないといけない

ものと考えております。 

 続きまして、一部負担金減免について

のお問いでございます。一部負担金の減

免につきましては、後期高齢者医療広域

連合にも、この平成２８年３月３１日の

通知が届いているのかというお問いを

させていただいたところでございます。

後期高齢者医療広域連合にも届いてい

るということで、お伺いはしたところで

ございます。 

 しかしながら、後期高齢者医療広域連

合のほうでは、条例施行規則では、１．

１倍ではなく、これまでどおり１倍とい

う形でなっているところでございます。 

 対象につきましては、後期高齢者医療

広域連合の条例施行規則に基づいて、一

部負担金減免が運用されているところ

でございますが、一部負担金の免除の対

象につきましては、国の法令で災害、そ

の他、厚生労働省で定める特別な事情が

ある被保険者であって、一部負担金を支

払うことが困難であるという形で決め

られております。 

 その中で、施行規則において、特別な

事情としましては、被保険者が震災、風

水害、火災その他これらに類する災害に

より住宅・家財またはその他の財産につ

いて著しい損害を受けたこと、というこ

とで、被保険者の属する世帯の世帯主が

死亡し、もしくは心身に重大な障害を受

け、または長期間入院したこと、その他

これらに類する事由があること、一部負

担金の支払いが困難であるという要件

となっております。 

○上村高義委員長 増永委員。 

○増永和起委員 特例軽減を廃止され

ていくと、やはり今、年金がどんどんと

減っていく中で、介護保険料もどんどん

上がってますし、本当に苦しいという声

も聞いています。 

 ぜひ国にも、きちんと実態を見て、ま

ず後期高齢者だけをまとめて医療制度

と別物にしたということ自体がおかし

いと思っておりますので、後期高齢者医

療制度そのものの見直しも一緒に声を

上げていただきたいと思います。 
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 それから、一部負担金ですけれども、

後期高齢者医療広域連合では、やはり１．

０倍だということですので、通知がぜひ

出ていることです。１．１倍に引き上げ

てもらうように、これも声を上げていた

だきたいと思います。 

 それから、災害やそういうことがあっ

たときというのは、それはもう当たり前

やと思うんですけれども、やはりずっと

毎年、年金が少なくて苦しいということ

は十分病院にかかれない理由になりま

すので、高齢者の方が病院にかかれない

という状態をつくらないために、ぜひと

も一部負担金免除の制度を、医療費の窓

口負担が減免される制度を、これを後期

高齢者医療広域連合でもしっかり活用

していただきたいと。 

 摂津市の同じ市民でありながら、７４

歳までは、この一部負担金減免で病院に

かかれるのに、７５歳になったらかかれ

ないという矛盾が今あると思うんです。

ぜひ声を上げていただきたいと思いま

す。 

 以上です。 

○上村高義委員長 以上で質疑を終わ

ります。 

 暫時休憩します。 

（午後３時０７分 休憩） 

（午後３時２８分 再開） 

○上村高義委員長 再開します。 

 議案第７号、議案第１４号及び議案第

２６号の審査を行います。本３件につい

ては補足説明を省略し、質疑に入ります。 

 森西委員。 

○森西正委員 それでは、議案第７号。 

 まず、歳入ですけれども、介護保険料

です。 

 前年度から本年度で、２，１５０万９，

０００円増ということですけれども、そ

の見込みといいますか、対象が増になっ

たからだとは思うんですけれども、その

点、教えていただきたいと思います。 

 歳出のほうは、概要でお願いします。 

 １８８ページですが、大阪府の地域医

療介護総合確保基金事業補助金という

ことで、これは地域密着型サービス事業

所の開設準備費助成ということになっ

ておりますけれども、これがかなりの大

幅増という形になってます。これは、昨

年が３，７５８万９，０００円だったと

思いますが、平成２９年度が２億２，２

６０万６，０００円ということです。こ

の中身を教えていただきたいと思いま

す。 

 続いてその下、介護保険システム改修

委託料ですけれども、これも昨年が２０

５万９，０００円でしたけれども、こと

しは１，９０８万４，０００円と昨年度

から大幅に増になっています。この増の

中身を教えていただけますでしょうか。 

 １９２ページ。介護予防・生活支援サ

ービス事業ですけれども、この中身を教

えていただきたいと思います。 

 この中の事業負担金ですかね。これが

かなりと増となってると思いますけれ

ども、教えていただきたいと思います。 

 １９４ページですけれども、地域リハ

ビリテーション活動支援事業です。この

リハビリテーション専門職による介護

予防活動への支援ということですけれ

ども、中身について教えていただきたい

と思います。 

 同じく１９４ページですけれども、生

活支援体制整備事業です。これは、新規

ということになってますけども、中身を

具体的に教えていただきたいと思いま
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す。 

 福祉用具・住宅改修支援事業ですけれ

ども、これは福祉用具住宅改修支援の補

助金で２０万円ということです。住宅改

修理由書の作成料ということですけれ

ども、具体的に中身を教えていただきた

いと思います。 

 以上です。 

○上村高義委員長 吉田課長。 

○吉田高齢介護課長 森西委員のご質

問に関してのご答弁をさせていただき

ます。 

 まず、歳入として介護保険料が２，１

５０万９，０００円ふえているというこ

となんですけれども、ご質問にあったよ

うに対象者の純粋な増ということで、３

４０人増で２万１，３１１人を見込んで

いる状況でございます。 

 次に、大阪府地域医療介護総合確保基

金事業補助金に関してなんですけれど

も、今回、この事業は、地域密着型施設

の整備及び開設準備に係る大阪府の補

助金ということになっておりまして、国

が３分の２、大阪府が３分の１で、府を

通じての補助金を市町村に交付する事

業になっております。 

 このたび、認知症対応型共同生活介護

及び看護小規模多機能型居宅介護、あと

地域密着型介護老人福祉施設です。その

３施設を計画上整備する必要があると

いうことでございますので、今回、この

補助金の整備と開設準備金に関しての

予算を上げさせていただいております。 

 次に、介護保険のシステム改修の委託

料に関しまして、非常に大幅にふえてお

るということなんですけれども、平成３

０年度が介護保険料等の改正の時期に

なっておりまして、それに合わせて見込

まれる報酬改定や利用者負担の見直し、

給付等の見直し等、あと限度額や高額介

護サービス費用の利用等の所得指標の

見直し等がございますので、今回、大幅

にシステム改修の費用がかかわってお

るという状況でございます。 

 歳出の介護予防の件でございますが、

介護予防に関しましては、総合事業に関

しまして今回、予算の計上を上げさせて

いただいておる関係で、大幅に変わって

おります。 

 総合事業に関しましては、まず、ホー

ムヘルプのサービスの要支援の方に関

しましてのサービスが、総合事業に移っ

ていくということとデイサービスの要

支援の方に関しての分が移っていきま

すので、それに関して、介護予防事業と

しての事業負担ということで上げさせ

ていただいておる状況でございます。 

 次に、地域リハビリテーション活動支

援事業ということでございますが、つど

い場にリハビリ専門職の方を派遣させ

ていただく事業でございまして、今、保

健センターの専門職の方を月に２回、つ

どい場に行っていただく予定をしてお

ります。また、要支援の方に関してのケ

アプランの作成上、もしリハビリ専門職

の方がアドバイスを必要とする場合、ア

ドバイスしていただくようにというこ

とのその２つの事業に関しての新規の

事業ということになっております。 

 それと３点目の生活支援体制整備事

業ですが、これも総合事業に関しての事

業でございまして、今回、訪問型サービ

スＡの従事者の養成の必要がございま

すので、その研修の講師謝礼の費用と実

際に研修に当たってのテキスト等が必

要でございますので、その事業の内容を
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上げさせていただいております。 

 あと、福祉用具の住宅の分として２０

万円上がっている内容に関しては、実際、

住宅改修を包括支援センターや居宅サ

ービスの事業所の方に、住宅改修が必要

ですよということを書いていただく書

類があるんですけれども、それに関して

実はケアプランが作成されておりまし

たら介護報酬として入ってくるんです

が、ケアプランの作成がなく住宅の改修

だけというケースがございまして、それ

に関しては全く報酬がない形で実情と

しては行われていることもございまし

て、それはどうなのかなということで近

隣北摂各市は、摂津市と茨木市以外は、

もう既にそういう形でお支払いしてい

ただいていることから、今回、理由書の

作成分として２，０００円ということで、

ケアプランのない形でということでご

ざいますので１００件を見込ませてい

ただいて、計上させていただいておりま

す。 

 以上です。 

○上村高義委員長 森西委員。 

○森西正委員 歳入の件に関しまして

は、対象者が増ということでありまして、

これは平成３０年度にシステムの改修

といいますか、介護保険料金も改定とい

うことでありますけれども、平成３０年

度におきまして、どの程度というか、今

後どういうふう考えておられるのか、料

金を教えていただきたいと思います。 

 大阪府の地域医療介護総合確保基金

事業の件ですけれども、３施設が計画と

いうことでありますけれども、今までさ

まざまな施設を準備といいますか、して

いただきたいということで動いておっ

たと思うんですけれども、なかなかして

いただけるところがないということが

現状であったと思いますけれども、これ

計画でということでありますけれども、

具体的に平成２９年度に補助金をとい

うことであるわけですよね。一応、計画

で進めるようになっているからという

形で数字を上げてるのか、具体的に開設

をということでの補助金であるのか。教

えていただきたいと思いますし、本市の

中で計画の中で、まだ進めなければなら

ないという部分が施設としてあるのか、

サービスとしてあるのか教えていただ

きたいと思います。 

 介護予防生活支援サービス事業の件

ですけれども、この当初予算の主要事業

の一覧の中では、ここが介護予防の生活

支援サービス事業で訪問型サービスＡ

及び通所型サービスＣを実施するとい

うことってなっております。今ご説明を

いただいたんですけれども、ちょっとわ

からないのが訪問型サービスＡ及び通

所型サービスＣというのが、具体的にど

う違うものなのかというのがわからな

いもので、教えていただけたらと思いま

す。 

 続いて、地域リハビリテーション活動

支援の件ですけれども、この中でつどい

場をというところと先ほどちょっと通

所サービスだというところがちょっと

私ごっちゃになってまして、その点ちょ

っと改めてお聞きをしたいと思います。 

 生活支援体制整備事業の中身につい

ては、わかりました。 

 福祉用具の住宅改修の支援事業に関

しても中身はわかりまして、この部分に

関しては今後、今ご説明をいただいたん

ですけれども、もう少しふえていくとい

いますか、この辺の住宅改修の理由書作
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成をということがふえていくものなの

か将来の見込みについてどう考えてお

られるのかお聞かせいただきたいと思

いますし、今まで例えば工事業者等が工

事をされて、その中でまた工事業者でも、

例えばそういう部分をつくられたりと

いうことがあったのかなとは思うんで

すけど、またそれとは違うのか教えてい

ただきたいと思います。工事業者が、例

えば申請を本人に変わってしたりとか、

そういうことがあって、それにかわるも

のなのか、ちょっと教えていただけたら

と思います。 

○上村高義委員長 吉田課長。 

○吉田高齢介護課長 今後、介護の保険

料に関して、どのようになっていくのか

ということでございますが、高齢者の介

護の人数は、団塊の世代の人が一定６５

歳以上になっておる状況でございます

ので、６５歳以上の人数自身の全体像の

人数は余りふえてはいかないのではな

いかなとは思っております。 

 ただ、団塊の世代の人が、７５歳に向

かってきますので、後期高齢の伸び率を

過去３年間見てますと大体７％ぐらい

なんですけれど、これがふえていくので

はないかなと。実際７５歳以上の方が非

常に介護保険の認定を要支援１・２を除

くと受けられておりまして、サービスを

必要とされるという状況を考えますと

２０２５年問題で包括ケアシステムを

つくっていくということになるんです

けれども、サービス基盤と保険料の一定

その関係がありますので、できましたら

後期高齢の伸び率の範囲内で保険料を

納めていけたら一番いいのかなと。そう

すると予防の事業を一定進めることで

効果があるのではないかなと思ってお

ります。具体的にどれぐらい伸びるのか

ということをお伝えするのは難しいん

ですけれども、目標としては、そういう

ところが目標になっていくのではない

のかと考えております。 

 ２点目として、府の整備補助金ですけ

ど、具体的にどうなのかということでご

ざいますが、去年の１２月、この３施設

の公募をさせていただいたところ、今の

ところ認知症の対応型共同生活介護と

看護小規模多機能型施設に１事業所ず

つ応募をいただいておりますが、地域密

着型の介護老人福祉施設に関しては、応

募がなかったという状況でございます。

そのため、地域密着型の介護老人福祉施

設に関しましては、再度、募集を行って

いきたいと考えておる状況でございま

す。 

 そのサービス基盤に関してどうなの

かということでございますが、この地域

密着型老人介護福祉施設ですが、今回、

申し込みがなかったということで、また

再度、募集をさせていただく予定はして

おるんですけれども、これは前期である

第５期からの積み残しの課題というこ

とになっておりまして、森西委員のおっ

しゃるように、なかなかサービスを必要

とはしているんですけれども、事業とし

て安威川以北ということで募集してい

る状況がございますので、応募に至って

いないということでございます。現在第

６期で、第７期に向けてもう少し広い範

囲で募集を考えていく。地域密着型サー

ビスといいますのは、対象は市民という

ことでございまして、規模も例えば小規

模の介護老人福祉施設でしたら２９人

以下ということで、事業的にもなかなか

成り立ちにくいと。もちろん、待機者の
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人数等を考えますと実際それ以上の方

がおられますので、摂津市としては例え

ば平成２９年４月時点では４７名の方

が必要な方が待機者としておられます

ので、施設としては必要性はあるのでは

ないかなと思いますが、手を挙げていた

だくのが難しい事業なのかなという認

識はございますので、もう少し広い範囲

で考えていけたらなと思っております。 

 この介護予防の総合事業の新たな訪

問型サービスＡの事業と通所型サービ

スＣの事業の中身ということでござい

ますが、訪問型サービスＡというのは、

ヘルパーの資格をお持ちではない方が

一定の研修を受けていただくことでで

きる家事援助等です。生活支援のサービ

スのみを対象としてできるサービスに

なっておりまして、この一定の研修とい

うのを摂津市の場合は、大阪府のワーキ

ングチームが作成していただいた要件

の研修を対象としてカリキュラムとし

てさせていただいております。 

 実際、サービスの中身に関しましては、

老計第１０号という、平成１２年の厚生

労働省の通知で出ておるんですけれど

も、その中の生活援助のサービスで、具

体的にお話させていただきますと、例え

ば掃除とか、あとは洗濯等あと衣類の整

理や買い物ということでございまして、

身体に直接かかわる排せつ支援とか、そ

ういうことは対象外ということになり

ますので、訪問型サービスＡに関しまし

ては、身体介護のサービスはできないと

いうことでなっております。対象者も要

支援の方のみということでございます

ので、要介護１以上の方に関しましては、

訪問型サービスＡは使えないというこ

とになっております。 

 通所型サービスＣは、総合事業特有の

サービスでございまして、リハビリの専

門職の方が一定３か月もしくは６か月

をめどに訓練をすることで、よりリハビ

リを進めて、デイサービス要支援の方で

したら、ずっと行かれてる方も結構おら

れますので、短期で集中して行うことで、

よりサービスとして効果を上げるとい

うことを１つの目標としておるサービ

スでございます。ただ、先行してる市町

村見させていただくと、なかなか通所型

サービスＣ、事業としてうまく採算が合

ってないところもございますので、今の

ところ、平成２９年度に関しましては、

保健センター１か所でさせていただく

予定をしておる状況でございます。 

 地域リハビリテーション活動支援事

業の中身でございますが、今回、つどい

場として老人センター等を利用して、週

に１回、体操等含めてしていただくんで

すけれども、そこに月２回を目安にリハ

ビリ専門職の方に行っていただいて、６

５歳以上の一般高齢者の方もしくは軽

度の要支援１・２程度の方に関して、体

操を指導というか支援していただくこ

とで、より地域のリハビリの継続的な支

援ということを目安に考えておるとい

うことで、つどい場と一体のきっかけづ

くりを継続的にしていただく支援事業

と考えておるところでございます。 

 最後に、福祉用具の件で、今後ふえる

かどうかということでございますが、大

体平成２８年度に関しましても３００

件程度、住宅改修のサービスを提供させ

ていただいておりまして、住宅改修のサ

ービス自身は、手すりや段差解消という

ことで、２０万円を上限にするサービス

でございますが、要支援１以上の方が利
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用ということで、必ずケアマネジャー等

なり包括支援センターの方が入ってい

ただく必要がございますので、必要な手

すり等、つける理由がないとなかなか必

要性等が判断しづらいということもご

ざいますので先ほどもお話させていた

だいたその方の理由書をつけていただ

いております。 

 それで、そのまま介護保険のほかのサ

ービス利用していただいてたらいいん

ですけど、その住宅改修だけでもういい

ですという方も、それなりにおられます

ので、今回、予算として上げさせていた

だいたという状況でございます。 

○上村高義委員長 森西委員。 

○森西正委員 それでは、地域医療介護

の総合確保基金の補助金の件ですけれ

ども、今ご答弁いただいて地域密着の老

人介護福祉施設が、今めどが立ってない

ということであります。これ安威川以北

ということで、これはもう、前期からの

ことでありますから、今、大規模施設自

身をつくらないということで、待機され

てる方の待機の解消にということで小

規模ということで出てきたと思うんで

すけれども、しかしながら小規模にして

もしていただけるところが事業所がな

いということであります。前期からの話

でありますから、そしたら、摂津市内の

中で、何か状況が変わったかというと、

やはり、なかなかそれは急に変わること

はないとは思うんですよね。そうすると、

やはりそこには行政が何らか入ってい

かなければならないとか。もしくは、も

う一つ考え方を変えていかなければ新

たな事業所というところには至らない

のかなとは思います。もう少し何か新た

な考えとか、今まで実際に募集をしても

手を挙げるところがなかったというの

は、どういうところがあって手を挙げら

れなかったのかそこを検証しなければ、

それは解決しないとは思うんですけれ

ども、その点、担当は、どのようにお考

えなのかお聞かせいただきたいと思い

ます。 

 訪問型サービスＡ、通所型サービスＣ

の件に関しては、ご答弁いただいて、も

っと中身はいろいろとあるでしょうか

ら、説明いただいてありがとうございま

す。 

 つどい場に関してですけれども、他の

会計でもつどい場ということが出てご

説明をいただいてるんですけれども、実

際につどい場が動いたときに、参加され

る方っていうのは、高齢者の方の例えば

どういう方が参加をされてとか、ほかリ

ハサロン、いきいきサロンとか、そうい

うサービスもあったり、同じように参加

をされるのか、もしくは両方参加できな

いのか。その点、実際に流れとして、両

方行けるのか片方しか行けないのかと

か、ちょっとその辺教えていただけたら

と思います。 

○上村高義委員長 吉田課長。 

○吉田高齢介護課長 まず、１点目の地

域密着型の特養のサービスが、前期のと

ころからなかなか進まない状況という

ことで、前期の第５期のとき、安威川以

南、安威川以北と計画をさせていただい

たんです。安威川以南は、実際つくって

いただいたんですけれども、なかなか安

威川以北が現実的には難しくて、第６期

に至っておるということで、担当といた

しましては、第７期、次の計画も含めて、

もちろん日常生活圏域になってくると

安威川以南、安威川以北ということでは
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ございますが、地域密着型のサービスや

摂津市の広さ等を考えますと、摂津市全

体として考えていくということも十分

いいのではないのかなと思っておりま

す。やはり、規模が小規模で採算性の問

題とか、先ほどもお話させていただいた

ように、地域密着で摂津市民だけという

ことでございますので、もちろん、高齢

者かがやきプラン審議会の中でご議論

いただく内容ではございますが、担当課

としては、広い範囲で考えていけたらな

と、そういう方向性も１つではないかと

考えておる状況でございます。 

 次に、つどい場の中で実際サロン等と

の違い等に関してなんですけれども、サ

ロンは各校区福祉委員会が主体でして

いただいておる事業でございまして、非

常に活発なところは週１回していただ

いておるんですけれども、大体月１回の

ところとか、非常に幅があったりとか、

同じ場所というところではなかったり

ということでございます。 

 ただ、つどい場は、週１回ということ

で、同じ場所でしていただくということ

でございますので、確かに対象者の方は

ほぼ同じような方が来ていただくこと

になる場合もございますが、介護予防を

主体として先ほどもお話させていただ

いたように、リハビリの専門職の方を派

遣させていただいたりとか、介護予防を

視点にさせていただくということで、ど

ちらも行っていただくということは構

わないのではないかなと思っておりま

す。 

 あと、つどい場の今回、委託先として、

場所等を選ばせていただいたのは、比較

的サロン等がないような場所。大体、高

齢者の方で、そのサロンの大体５００メ

ートル、歩いて行ける範囲内をちょっと

外れて、この地域なかなかないなという

地域を１つ目安としてつくらせていた

だいた視点としてはございます。 

 ということで、つどい場とサロンとの

違いというのは、週１回必ずその場所で

やっておるということと、公募等で選ば

せていただいた方にしていただいてい

るということとリハビリの専門職の方

が行っていただいているということで、

少しサロンやリハサロンよりは、手厚い

形になっておるのではないのかなと考

えておる状況でございます。 

 以上です。 

○上村高義委員長 森西委員。 

○森西正委員 地域密着の老人介護福

祉施設の件ですけれども、平成２９年度

も予算上げられて、前期からということ

でありますけれども、団塊の世代の方が、

これから後期高齢の世代に入ってくる

ということでありますから、そういう施

設というのが、恐らくこれだけでは足ら

なくなってくるということになってこ

ようかと思うんです。将来を見据えた中

では、この１つだけではなくて、この複

数か所と、１か所つくっていただくとい

うことでさえ難しいのに、複数か所とか

１か所では足らないということが、想像

すると恐らくそうなってくるだろうと

思うんです。ですから、そういうことも、

ぜひとも考えていただいて、行政として

できる限りのことは、やはり検討してい

ただいて、実際に困られる方は、摂津市

民ですから、その点は十分に考えていた

だきたいと思います。 

 つどい場の件ですけれども、いきいき

サロンとかリハサロンで問題になって

るとか課題が、やはりそこに行くまでの
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利用者の交通手段といいますか。リハサ

ロン、いきいきサロンが当初できたとき

には、車で地区福祉の方が、自家用車を

出して車で迎えに行ってリハサロン、い

きいきサロンの場所に連れてこられた

というようなことがあって、事故があっ

たときにと、保険の関係があって、それ

はやめてくださいということになった

わけですね。 

 このつどい場も、その場所が、どこに

設置をされたかによって、なかなか徒歩

で行くこと自身が困難な方もおられる

と思うんですよね。いきいきサロンもリ

ハサロンもそうですし、つどい場もそう

だと思うんですけれども、どこに設置を

されたかということによって、結局、本

当に近くであれば、徒歩で行って参加で

きるんでしょうけど、今回はそういうこ

とをなくすということでつどい場をつ

くられたということだと思いますけれ

ども、そういうことであれば、やはりも

っと身近に、これはつくって考えていか

なければならないと思うんです。 

 ただ、そこにはつどい場で、今度は皆

さんを見られる方が、たくさんおらなけ

れば、していただける方がおらなければ、

これもつどい場ができないわけですか

ら、参加される方の立場と、それと運営

をする立場とで、両方をうまくミックス

して実施をしていかなければならない

と思いますので、ぜひともその辺は、十

分に考えていただいて、先ほども言いま

したけども、団塊の世代の方が、本当に

もう後期高齢になって、介護が必要にな

ってきたりという、そういう年齢に入っ

てきますので、健康で長生きをされると

は、いかにそういう生活スタイルが、ふ

だんからどう生活するかということに

なってくると思いますので、その点はぜ

ひとも担当は、することもたくさんで大

変でしょうけども、ぜひとも市民のため

によろしくお願いしたいと思いますの

で、以上で質問終わります。 

○上村高義委員長 ほかに。 

 嶋野委員。 

○嶋野浩一朗委員 午前中も増永副委

員長が訪問型サービスのことについて

質問をされておられましたし、森西委員

もいろいろと聞かれておられましたの

で、重複するとこあるかと思いますけれ

ども、よろしくお願いをしたいと思いま

す。 

 まずは、歳入といたしまして、介護保

険の準備基金からの繰入金でございま

す。 

 介護保険は、この３か年、基本的に計

画をされて、保険料も設定をされていか

れると。平成２７年度、平成２８年度、

平成２９年度が１つの年度ですよね。平

成３０年度は、また新たにということに

なってきます。そうなってきたときに、

この繰入金を見ておりますと、平成２８

年度と比べてになりますけれども、平成

２９年度は相当に増額になってると。こ

れは、今までの流れからいうと想定内だ

ったのか。ちょっとそこら辺について、

まず１点目お聞かせいただきたいと思

います。 

 それから、歳出。具体的なサービスに

つきましては、先ほどからの議論に重複

していくんですけれども、まず、介護予

防生活支援サービス事業といたしまし

て、現行に加えて訪問型サービスＡと通

所型サービスＣを今回実施をされると

いうことですよね。まず、最初にお聞き

したいのは、なぜこの事業を選択された
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のかということを一度お聞かせいただ

きたいと思います。 

 続きまして、認知症の予防のことでご

ざいます。 

 一般介護予防事業として実施がされ

るわけなんですけれども、３６７万円の

予算を使っておられるわけですよね。具

体的に認知症予防の体操と予防リーダ

ーの養成ということで、この予算を使わ

れるだろうと思いますけれども、具体的

にどのようなことをされるのか少しお

聞かせいただきたいと思います。 

 それから、先ほど森西委員も聞かれて

おりますつどい場の話でございます。 

 私も代表質問でこの件につきまして

は、質問させていただきましたので、ま

ずお聞かせいただきたいのは、今後、つ

どい場といったものを平成２９年度か

ら実施をされるわけなんですけれども、

もっときめ細かく地域につどい場を開

設していこうということでお考えなの

かということについて１つお聞かせい

ただきたいと思います。 

 １回目以上でお願いいたします。 

○上村高義委員長 吉田課長。 

○吉田高齢介護課長 今回、繰入金の考

え方で増額ということなんですけど、あ

る程度３年目ということで、以前の基金

等も計画にのっとってさせていただい

ており、額的には想定はしております。

ただ、地域生活支援の総合事業がつどい

場等も含めて、その２点目の質問にも関

係するんですけれども、現行サービス等

をそのまま実施した関係もございまし

て、ちょっと想定以上に一定ふやしてい

る部分ということはございますので、そ

の部分はふえておるのかなと考えてお

ります。増額になるのは計画どおりです

けれども、想定よりはふえた額となって

おる状況でございます。 

 あと、２点目のなぜ介護予防サービス

の今のサービスを選択したのかという

ことでございますが、総合事業のサービ

スで国は訪問型サービスでしたら、現行

相当のサービスから訪問型サービスへ

緩和した基準のサービスなり多様なサ

ービスとして住民主体による訪問型サ

ービスＢや訪問型サービスＣというリ

ハビリのサービスと、移動支援の訪問型

サービスＤといろいろなメニューを一

定出しておるんですけれども、まずは現

行のヘルパー事業所等の現状を考えま

すと、今の現行のサービス等がやっぱり

一定必要ではないのかなと。もともと国

の基準等を考えますと認知症の方に関

してや一定支援のいる方に関しては、訪

問型サービスＡは使えないですよとい

うこともおっしゃっておる状況から考

えますと、やはり多様なサービスは私自

身は必要と考えておるんですけれども、

慎重にしっかり考えながらしていく必

要があるのかなと、まず委託という形で

シルバー人材センター等でさせていた

だいて、事業を確かに多様なサービスも

使えるよねということの利用者の方の

信頼を得られるような形にしていくべ

きかなということで、緩和した基準とい

うことでございますが、訪問型サービス

Ａという形をさせていただいておりま

す。 

 通所型サービスＣも同様に、現行の相

当のサービス以外に緩和した基準の通

所型サービスＡや住民主体の通所型サ

ービスＢ、今回させていただいてます短

期集中予防の通所型サービスＣという

メニューを国は一定示してはおるんで
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すけれども、摂津市の場合は、通所の基

準をどういう形で緩和するのが適切な

のかということを考えますと、事業の採

算等も当然ございますので、まずは現行

のサービスということと、あとはやはり

リハビリ等に市として力を入れていく

というのを明確に出すために、通所型サ

ービスＣ短期集中のサービスを選択さ

せていただいた状況でございます。 

 まずは、新しい総合事業を平成２９年

度しっかり移行していくということが

一番大事な、まず市としてさせていただ

く内容かなと考えておりますので、こう

いう形での選択を平成２９年度はさせ

ていただいた状況でございます。 

 次に、認知症予防に関しましてでござ

いますが、今回、認知症の予防に体操を

考えておりまして、ただ、認知症予防と

いうことで体操すれば認知症にならな

いというわけではございませんが、具体

的には、体操といいましても、複数の動

作を組み合わせたような例えば右手は

グーで左手はパーみたいな、そういうも

のの組み合わせを体操の中で組み入れ

ることによって、脳を刺激して認知症予

防になると。グループの活動とかつどい

場等ですることで、皆さん日ごろ、認知

症ということにならないようにという

のは、よく高齢者の方のお話でお聞きす

ることですから、身近にしていただくよ

うになれればなと。そういうのをわかり

やすく啓発できたらなと考えておりま

す。実際、保健センターの専門職の方に

素案等も考えていただく予定をしてお

る状況でございます。 

 つどい場に関しましては、まずは、こ

の４月に５か所ということで始めさせ

てはいただいておりますが、まず５か所

以外にも、今後担い手の方をずっとして

いただいて、さらに今、実際、参加公募

等をさせていただいて、参加していただ

いた方の養成というか交流をしっかり

支援することで、今は１か所ですけれど

も、もう１か所していただける力をつけ

ていただくと、できるだけ身近で通いや

すいつどい場をつくっていけたらなと

考えておる状況でございます。 

○上村高義委員長 嶋野委員。 

○嶋野浩一朗委員 本当に時間がない

中、申しわけないんですけれども、ご答

弁いただきまして、まず繰り入れのこと

なんですけれども、３か年で計画を立て

られて、ある程度平成２９年度にふえる

だろうということは想定はされておら

れたけども、しかし今回の繰入額そのも

のは、想定以上のところもあるんだとい

うお話だったと思うんです。となってく

ると、やはり気になるのは、基金残高な

んですよね。介護保険全体の予算に対し

て、どの程度の今、基金が積み上がって

るのか、平成２９年度に執行するという

前提で少しその点についてお聞かせい

ただければなと思います。 

 それから、なぜ訪問型サービスＡと通

所型サービスＣを選択されたのかとい

うお話なんですけれども、となると訪問

型については、ＡからＤまでございます

よね。通所型はＡからＣまであるという

ことで、とりあえず２つされるんですけ

れども、この先もっともっとそれをふや

していこうというお考えなのか。再度そ

の点についてお聞かせをいただければ

なと思います。 

 それと認知症の予防の話とつどい場

なんですけれども、これ関係いたします

ので、これからつどい場の開設の数につ
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いては、恐らくこれから担い手のされる

方の数とも関係してくるんだろうなと

思うんですよ。つどい場そのものを開設

を平成２９年度にしていただきますけ

れども、これが本当に多くの皆さんに集

まっていただいて、効果のあるものにし

ていこうとなると、本当に担い手の方の

そういう知識といいますか、実際に伝え

る技術といいますか、そこは本当に行政

としてフォローしていかなあかんのか

なと思います。そうでないと恐らく、つ

どい場を開設をしたけれども、最初は人

が集まってたけれども、なかなか続かな

いということにも成りかねないと思っ

ておりますし、その担い手の育成といい

ますか、先ほど交流ってお話されました

けれども、新たな地域なんかが本当にこ

れ出てくる分野だと思ってますので、そ

こら辺についても、やはりしっかりと研

修等含めて行っていただきたいなと。今、

これ要望として申し上げたいと思いま

す。 

 １回目聞くのを忘れてまして、新しい

サービスというか事業に移るに当たり

まして、申請をされる方の手続が若干変

わるとお聞きをしておるんですけれど

も、その点ちょっと再度お聞かせいただ

きたいと思います。 

○上村高義委員長 吉田課長。 

○吉田高齢介護課長 それでは、基金残

高に関しましては、まだ平成２８年度決

算まだ迎えておりませんが、一応正確な

金額というか、ある程度見込みというこ

とでございますので、３億８３１万６，

７１３円という見込みになっておりま

す。もともと、給付費として計画の中で

取り崩す額としましては、９，４９０万

５，０００円をもともと基金として取り

崩す予定をしておりまして、これに関し

ては想定させていただいておった状況

でございますが、総合事業の運営としま

して、１億２，６００万円ぐらい見込ん

でおりましたので、５，０００万円近く

を一旦取り崩すという状況になってご

ざいます。 

 したがいまして、今回、介護保険の準

備基金から１億４，７００万円程度の額

が取り崩されたということで、先ほどの

準備基金もともと９，０００万円ほどは

取り崩す予定だったんですけど、総合事

業が思った以上にするということで、基

金を取り崩す予定で、基金残高としては

１億５，０００万円ぐらいになる。一旦

はなるのではないかなという状況です。 

 次に、訪問型サービスＡと通所型サー

ビスＣ以外にもどうなのかということ

ではございますが、新たな訪問型サービ

ス、これは一定国が、多様なサービスと

して例示として上げていただいておる

状況でございまして、必ずしもこの近隣

市を見させていただくとやってるとこ

ろのほうが少ない状況もございますの

で、どういう形が一番摂津市にとって適

切なのかということをしっかりと確認

しながら、新たなサービスは導入してい

く場合は行っていきたいと考えておる

状況でございます。 

 ただ、介護予防や今後、団塊の世代の

方々のサービス基盤の整備ということ

になってくると多様なサービスという

のは１つの選択筋かと思っております

ので、より摂津市の現状に合わせた形で

やっていきたいと考えておる状況でご

ざいます。 

 総合事業に関しては、どう切りかえて

いくのかということでございますが、今、
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実際、要支援１・２の方のサービスを受

けられている方に関しましては、ケアマ

ネジャーや包括支援センターの方がお

られますので、その方々には、もう既に

更新のときに切りかえていただくと。サ

ービスとしては切れ目になりますので、

予防１・２の方は１年間が期間でござい

ますので、この平成２９年度に必ず１回

は切れますので、スムーズにサービスを

選んでいただけるのではないかなと。 

 摂津市の場合、現行サービスを選択し

ていただくということは可能ですので、

ご本人が望まれた場合、現行サービス等

を利用できます。 

 特に何かご本人としては、新たな契約

をする必要があるのかなと、新しく変わ

ったなというぐらいで、スムーズにでき

るのではないかと思っておる状況でご

ざいます。 

○上村高義委員長 嶋野委員。 

○嶋野浩一朗委員 ご丁寧に答弁いた

だきまして、ありがとうございます。 

 今回、平成２９年度の取り組みといっ

たものが、２０２５年問題といいますか、

その地域の包括ケアシステムに向けて

の、それは第一歩になるのかなと思って

おりますし、先ほど、課長が答弁でおっ

しゃっていただきましたけれども、まず

は平成２９年度の事業を成功させてな

んだというお話がありましたので、本当、

そこをしっかりとしていただいて、また、

この２０２５年に向かっていく中では、

やっぱり住民主体といったことが、今ま

で以上に重要になってくるのかなと思

っておりますので、総括の担当課として

も、もっと戦略的に念頭に置きながら、

ぜひ取り組んでいただきたいなという

ことを要望として申し上げて、終わらせ

ていただきます。 

○上村高義委員長 ほかに。 

 藤浦委員。 

○藤浦雅彦委員 総論的なことで、確認

をしておきたいと思います。 

 今年度、新年度は健康元年ということ

で命を打たれまして、健康づくりの政策

というか、メニューがたくさん今回の予

算の中にもありまして、随分議論をさせ

ていただきました。思い起こしますと、

この介護保険は平成１２年に始まって、

最初はどんどん使ってくださいという

周知から始まっていって、途中からやっ

ぱり介護予防も大事だという話になっ

てきまして、摂津市でも、たしか平成年

１５年だったと思うんですけど、高齢者

筋力トレーニングということを導入し

ていただいて、その辺から摂津市として、

介護予防という考え方が入ってきまし

た。 

思い起こせば、それ以降に体操三部作が

できました。これも言いましたね、この

間もね。嶋野委員の奥さんが前で踊られ

ているビデオができましたが、そういう

体操三部作ができて、また、それをどん

どん広めていくという流れなんかもつ

くりながら、健康づくり、ウォーキング

もそうです。やってきましたけれども、

これは何のためかというと、やっぱり市

民の皆さんに元気で、そして、いつまで

も長生きしていただきたいということ

が第一の目的でやってきた。ここは絶対

忘れたらあかんとこだと思うんですね。 

 その副産物というか、その対価として、

例えば、さっきの国民健康保険でもあり

ましたけれども、保険料、利用は少し減

ってくるだろうとか、特に介護保険なん

かね、介護の利用料が減るだろというこ
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とは、これは出てくると思うんですね。

そういう意味では介護保険も国民健康

保険の担当者も一緒になってね。それか

らまた、保健福祉部も一緒になって今、

市として取り組んでいることだと思う

んですが、基本は、一番大事なことは、

やっぱり市民の皆さんに元気で長生き

してもらうということだと思うんです

が、この辺のちょっと確認をしておきた

いと思います。 

 それで、国からの指導で、平成３０年

度から、この第７期高齢者保健福祉計画

で地域包括ケアシステムというのを進

めていくということになって、いよいよ

前倒しで平成２９年度から新しいメニ

ューがスタートするということで、これ

はこれでまた、非常に感無量な思いでご

ざいますが、それぞれのメニューは、先

ほど、お話をされました。 

 これも大事なことは市民が主体で、市

民がなれ親しんだところで元気で、その

場で最後まで暮らしていこうというこ

とが目的なので、これをまず、確認して

おかなあかんと思うで、それがあって一

つ一つの施策がないとあかんと思うん

ですね。 

 実は、つどい場事業をもうやっていた

だくということで、千里丘第１０集会所

で開催されますということで、交番に、

もう張られていますね。 

 ところが、なかなか、これ週１回大変

やなということで、話題としては、本来

の意味が、なかなか理解されずに、リハ

サロンが毎週やられるんや的な発想が、

なかなか抜けないということで、何のた

めにやっているのか。この壮大な思想と

いうか、これは、やっぱり周知をもっと

もっと積極的にしていかないといけな

い。これは市民が主体なので、市民にや

っぱり理解していただいて、地域で、で

きるだけ元気で頑張りましょうという

ことになっていくことが、一番、僕は大

事だと思うんですけど、その辺も含めて、

今、どんなお考えなのか、ご答弁いただ

きたいと思います。 

○上村高義委員長 吉田課長。 

○吉田高齢介護課長 それでは、藤浦委

員のご質問について、お答えさせていた

だきます。 

 私も今、おっしゃっていただいた、そ

のとおりだなと思っておりますし、そう

いう形で進めていくために介護予防、健

康のほうでしたら健康寿命ということ

になりますけれども、同じ目的に向かっ

て、進んでおるのではないのかな思って

おります。 

 やっぱり地域で身近なところで、一般

高齢者の方から通っていただける場所

づくり、それが、やはり週１回、顔を出

せることで地域での人間関係の形成に

もなりますので、そういうことを改めて

確認しながら、この第７期の計画をつく

っていけたらなと思っておりますし、介

護保険の事業を進められたらなと思っ

ております。 

○上村高義委員長 藤浦委員。 

○藤浦雅彦委員 そういうことですね。

健康づくりにしてもそうですし、やっぱ

り参加されている方が、体操もそうです

ね、ほとんどが高齢者なので、やっぱり

そういう意味では、元気で長生きな市民

になっていただくために、しっかりとや

るんだということは、我々も、地域に入

ったらしっかりと訴えていきたいと思

いますし、理事者の皆さんも、あの手こ

の手で、１００万回、情報を流すような、
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ちょっと課が違いますけども、それぐら

いの勢いと、思いで、とにかくしっかり

周知を図っていただきながら、また、そ

れぞれの施策については、よく中身も精

査をして進めながら、ちょっとこれは変

えたほうがいいなという場合は変えて

もらったりとか、いろいろしながら試行

錯誤もあると思いますが、とにかく、最

初に言いましたけども、市民が主体だと

いうことを忘れずに進めていただきた

いということで要望しておきたいと思

います。 

○上村高義委員長 藤浦委員の質問が

終わりまた。 

 ほかに。 

 増永委員。 

○増永和起委員 それでは質問をさせ

ていただきます。 

 介護予防生活支援事業の部分に関し

ては、シルバー人材センターの問題も含

めて、午前中に質問もさせていただきま

した。株式会社が、これから参入もする

という話もありますけれども、私たちは、

やはり現行相当のみで行うべきだと思

っております。緩和された基準の訪問型

サービスＡというのは、やめるべきだと

思っております。吹田市や池田市など、

現行相当でいくということで聞いてお

ります。ぜひ、そのようにやっていただ

きたいと思います。導入はするけれども、

慎重に様子を見ながらやっていくだと

いうことでお話を伺ってますので、少な

くとも、その姿勢は崩さないでいただき

たいなと要望しておきます。 

 それから、チェックリストについて、

大阪社会保障推進協議会の調査に、これ

は摂津市が回答されているんだと思い

ますけれども、今までのチェックリスト

に対してのご答弁とちょっと違うなと

思っているんですけれども、要介護認定

の申請を新規の方にはしてもらう。それ

から、認定もされて、更新の際には訪問

型サービス、通所型サービスのみを利用

している場合は基本チェックリストを

希望する人に受けてもらうということ

を今後、検討していくと回答をされてい

ます。 

 専門職がやるんだとは書かれている

んですけれども、チェックリストは、や

はり要介護の認定とは、また違うもので

す。簡易な形のものですし、今、認定に

ついても、そういう不服がある場合は審

査をもう一度やり直しの請求を出せる

と思うんですけれどもね。チェックリス

トは、そういう不服があったとしても、

それに対してやり直しをしてくれとい

う審査の請求というのが、法的にきちん

と手続としてないと思うんですよ。ここ

のことについて、お答えをいただきたい

と思います。 

 それから、同じく社会保障推進協議会

の資料で地域ケア会議についても、これ

から検討するということでおっしゃら

れています。これについても、どういう

お考えなのかお聞きしたいと思います。 

 それから、介護保険料についてです。

非常に保険料が高く、年金から天引きさ

れると、さまざまな方からお聞きをして

います。第７期に関しては、今、お話で

は基金が３億円あるところを１億２，０

００万円幾ら、取り崩して入れるんだと

おっしゃっております。まだ、でも１億

円、その残り部分があるわけですよね。 

 前、８，０００万円ほど基金が積み上

がってきたときも、３年間で、これは使

っていく内容の基金なわけだから、そう
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いう性格のものだから、この基金の積み

残し全部投じて、しっかりと保険料引き

下げに使うべきだという討論を日本共

産党でさせていただきました。それは入

れていただいたんですけれども、それに

上回る、また、基金の積み上げがあった

ので、今、３億円まできているというこ

とやと思うんですけれども、今回、総合

事業でたくさん費用が要るだろうとい

う見込みということについては、一定、

理解をするところですけれども、それを

使って、さらにまだ、余るという基金に

ついては、きちんと引き下げに使ってい

ただくことを、ぜひやっていただきたい

んですけれども、ご答弁をお願いしたい

と思います。 

 以上です。 

○上村高義委員長 吉田課長。 

○吉田高齢介護課長 増永委員のご質

問に関して、ご答弁させていただきます。 

 チェックリストに関しましては、実際、

総合事業の方に関して、特にヘルパーと

デイしか利用できないと、非常に限られ

た方に介護予防が必要かどうか確認で

きるサービスと思っておりますので、基

本的には介護保険の申請のサービスを

利用していただくのがよいと思ってい

ます。 

 更新時のみと想定はしておるんです

けれども、非常に簡易な利用ということ

で、サービスの決定がすぐにできますの

で、３０日以内とか、６０日以内と２か

月前から実際、出せるんですけれども、

介護保険の期間内におさまらずに超え

てしまったりというような状況とかも

ございますので、ある程度、総合事業の

通所型サービスの分しか利用しないよ

という方に関して、選択できる一つとし

て、チェックリストというのがあると思

っておりますので、特に積極的にという

わけではなくて、選択肢の一つと考えて

おる状況でございます。 

 地域ケア会議を変更するということ

でございますが、より地域の方も含めた

サービスということで、多分、市の指導

的なことをということではなく、より地

域の方々が交流できるような形で、知っ

ていただく形で変更を考えておる状況

でございます。 

 あと介護保険の保険料にある基金に

関しましては、もちろん引き下げに使っ

ていくと考えておる状況でございます。 

 以上です。 

○上村高義委員長 増永委員。 

○増永和起委員 チェックリストとい

うのは、あくまで補佐的なというか、そ

ういう形で、基本的には介護認定をやっ

ていくとお伺いしたんですけれども、ぜ

ひともその方向でお願いします。 

 チェックリストで介護認定や、更新を

済ませるというようなことにぜひしな

いようにしていただきたいと思います。 

 それから、地域ケア会議です。他市で

は、ケアマネジャーつるし上げ会議と呼

ばれているらしく、卒業する目標を持っ

て、そこへ向けて、今どうなっているの

か、ケアプランがなってないということ

をやられるということも聞いておりま

す。今、おっしゃったように、市が、こ

ういう方向でということで、介護の従事

者たちを追い詰めるという形ではない、

もっと有意義な形でやられていくんだ

ということでお伺いしてますので、そこ

のところぜひ、よろしくお願いします。 

 それから、介護保険の保険料、できる

だけ引き下げに使っていただくという
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ことですので、それもまた、今後、繰り

入れたけど、もっと積み上げたみたいな

ことにならないように、ぜひよろしくお

願いします。 

 以上です。 

○上村高義委員長 以上で、質疑を終わ

ります。 

 引き続き、議案第２７号の審査を行い

ます。 

 本件については、補足説明を省略し、

質疑に入ります。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○上村高義委員長 質疑なしと認め、質

疑を終わります。 

 暫時休憩します。 

（午後４時４５分 休憩） 

（午後４時４６分 再開） 

○上村高義委員長 再開します。 

 議案第１９号所管分の審査を行いま

す。 

 本件については、補足説明を省略し、

質疑に入ります。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○上村高義委員長 質疑なしと認め、質

疑を終わります。 

 次に、議案第２４号の審査を行います。 

 本件については、補足説明を省略し、

質疑に入ります。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○上村高義委員長 質疑なしと認め、質

疑を終わります。 

 暫時休憩します。 

（午後４時４８分 休憩） 

（午後４時４９分 再開） 

○上村高義委員長 再開します。 

 討論に入ります。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○上村高義委員長 討論なしと認め、採

決します。 

 議案第１号所管分について、可決する

ことに賛成の方の挙手を求めます。 

（挙手する者あり） 

○上村高義委員長 可否同数でありま

す。 

 よって、委員会条例第１６条の規定に

より委員長が本案に対する可否を裁決

します。 

 委員長は、議案第１号所管分について

可決すべきものと裁決します。 

 よって、本件は可決すべきものと決定

しました。 

 議案第４号について、可決することに

賛成の方の挙手を求めます。 

（挙手する者あり） 

○上村高義委員長 賛成多数、よって本

件は可決すべきものと決定しました。 

 議案第６号について、可決することに

賛成の方の挙手を求めます。 

（挙手する者あり） 

○上村高義委員長 全員賛成、よって本

件は可決すべきものと決定しました。 

 議案第７号について、可決することに

賛成の方の挙手を求めます。 

（挙手する者あり） 

○上村高義委員長 賛成多数、よって本

件は可決すべきものと決定しました。 

 議案第８号について、可決することに

賛成の方の挙手を求めます。 

（挙手する者あり） 

○上村高義委員長 賛成多数、よって本

件は可決すべきものと決定しました。 

 議案第９号所管分について、可決する

ことに賛成の方の挙手を求めます。 

（挙手する者あり） 

○上村高義委員長 全員賛成、よって本

件は可決すべきものと決定しました。 
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 議案第１１号について、可決すること

に賛成の方の挙手を求めます。 

（挙手する者あり） 

○上村高義委員長 全員賛成、よって本

件は可決すべきものと決定しました。 

 議案第１４号について、可決すること

に賛成の方の挙手を求めます。 

（挙手する者あり） 

○上村高義委員長 全員賛成、よって本

件は可決すべきものと決定しました。 

 議案第１９号所管分について、可決す

ることに賛成の方の挙手を求めます。 

（挙手する者あり） 

○上村高義委員長 全員賛成、よって、

本件は可決すべきものと決定しました。 

 議案第２４号について、可決すること

に賛成の方の挙手を求めます。 

（賛成者挙手） 

○上村高義委員長 全員賛成、よって本

件は可決すべきものと決定しました。 

 議案第２５号について、可決すること

に賛成の方の挙手を求めます。 

（賛成者挙手） 

○上村高義委員長 全員賛成、よって本

件は可決すべきものと決定しました。 

 議案第２６号について、可決すること

に賛成の方の挙手を求めます。 

（賛成者挙手） 

○上村高義委員長 賛成多数、よって本

件は可決すべきものと決定しました。 

 議案第２７号について、可決すること

に賛成の方の挙手を求めます。 

（賛成者挙手） 

○上村高義委員長 全員賛成、よって本

件は可決すべきものと決定しました。 

 議案第２９号について、可決すること

に賛成の方の挙手を求めます。 

（賛成者挙手） 

○上村高義委員長 全員賛成、よって本

件は可決すべきものと決定しました。 

 暫時休憩します。 

（午後 ４時５３分 休憩） 

（午後 ４時５４分 再開） 

○上村高義委員長 再開します。 

 本委員会の所管事項に関する事務調

査について、協議します。 

 平成２９年度委員会行政視察を実施

することに、異議ございませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○上村高義委員長 異議なしと認め、そ

のように決定いたします。 

 次に、視察事項、視察先、視察日程等

についてご協議いただきます。 

 時間の関係上、今回の会期中に視察先

等の決定は困難かと思われますので、本

会議最終日おいて、常任委員会の所管事

項に関する事務調査について、閉会中に

審査することが諮られます。 

 本委員会の所管事項については、老人

福祉行政について、障害者福祉行政につ

いて、保健医療行政について、環境衛生

行政について、商工行政について、農業

行政について、文化スポーツ行政につい

て、平成２９年９月２９日まで、閉会中

に調査することにしたい思いますが、異

議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○上村高義委員長 異議なしと認め、そ

のように決定いたします。 

 それでは、次回開催時には、視察項目、

候補地、複数の希望日等を提案いただき

ますよう、検討お願いします。 

 これで、本委員会を閉会します。 

（午後４時５５分 閉会） 
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 委員会条例第２９条第１項の規定に

より、署名する。 

 

 

 民生常任委員長 上村 高義 

 

 

 民生常任委員  増永 和起 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

  


